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第 ２ 次広島市消費生活基本計画

Ⅰ　計画の策定に当たって
１ 　計画策定の根拠・目的

　広島市消費生活条例（平成18年広島市条例第75号）第 ３ 条は、「市民の消費生活の安定及び
向上を確保するため、消費者施策を総合的に策定するとともに、国、広島県その他の関係団体
と密接な連携を保ちながらこれを実施する責務を有する。」と規定しています。
　また、同条例第 ７ 条の ２ 第 １ 項において、「市長は、消費者施策の総合的かつ計画的な推進
を図るため、消費者施策の推進に関する基本的な計画（「基本計画」）を定めるものとする。」
とし、同条第 ２ 項において、「基本計画を定めようとするときは、広島市消費生活審議会の意
見を聴くものとする。」と規定しています。
　この条例に基づき、消費者問題の複雑化・多様化など消費者行政を取り巻く社会の変化に適
応するため、総合的な消費者施策として平成25年 ３ 月に「広島市消費生活基本計画」を策定し
ました。
　この度、同計画が平成29年度に計画期間が終了することから、「第 ２ 次広島市消費生活基本
計画」（以下「第 ２ 次基本計画」という。）を広島市消費生活審議会に諮問し、意見を聴取した
上で策定するものです。
　なお、平成24年12月に施行された消費者教育を総合的・一体的に推進することを目的とする
「消費者教育の推進に関する法律」第10条第 ２ 項において、「市町村は、その区域における消
費者教育の推進に関する施策についての計画（「市町村消費者教育推進計画」）を定めるよう努
めなければならない。」と定められていることを踏まえ、第 ２ 次基本計画に「消費者教育推進
計画」に相当する内容を記載することで、「広島市消費者教育推進計画」としても策定するも
のです。

２ 　計画の位置付け
　　『広島市基本計画』における部門計画に位置付けます。

３ 　計画期間
　　平成30年度から平成34年度までの ５ 年間とします。
　　なお、社会情勢の変化や計画の進捗状況等に応じて必要な見直しを行います。
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Ⅱ　消費者行政を取り巻く状況
１ 　第 １次広島市消費生活基本計画の振り返り

＜６つの消費者の権利＞

（　）内…条例の体系

（

（危害の防止）

広島市消費生活条例

条例の目的
市民の消費生活の安定及び向上の確保

消費者の権利の尊重、消費者の自立の支援

市民の消費生活における基本的な需要が満
たされ、その健全な生活環境が確保される
中で、次のことが消費者の権利であることを
尊重するとともに、消費者の自立を支援する
ことを基本として消費者施策を推進する。

条例の基本理念

第1次広島市消費生活基本計画の施策体系 計画に掲げた課題と計画期間における対応状況

消費者の自立の支援に関する配慮事項
１．事業者による適正な事業活動の確保
２．消費者の年齢その他の特性に配慮

消費者施策の推進に関する配慮事項
１．高度情報通信社会の進展に的確に対応
２．国際化の進展に的確に対応
３．環境の保全に配慮

＊第 1次消費生活基本計画では、消費者基本法、広島市消費生活条例に掲げられた 6つの消費者の権利を擁護するため、消費者アンケートの意見を中心に17項
目の【課題】を掲げ、食品の安全性や不当な取引行為について事業者への指導や改善要求、消費者啓発イベントや講座の実施等による情報提供、消費者教育
の推進、消費生活相談での被害救済等の課題解決に向けた取組を実施し、消費生活の安全・安心の確保、消費者教育・啓発、消費者被害の救済を図った。

＊第 2次消費生活基本計画においては、第 1次基本計画を基に実施してきた事業成果を踏まえ、消費者行政を取り巻く現状、消費生活相談の状況、消費者・事業者・
教員のアンケート結果を基に、重点施策と達成目標を掲げ計画を策定する。

計画の基本的な方向 項　　　目

1 　危害の防止
（ 1）食品の安全性の確保
（ 2）商品・サービスの

安全性の確保
（ 3）住まいの安全性の

確保
2 　適正に商品・サービス
を選ぶことのできる取
引環境の確保
（ 1）表示・規格・計量の

適正化の推進
（ 2）生活関連物資の安

定供給
3 　事業者への指導
（ 1）事業者指導の強化
（ 2）事業者を対象とし

た啓発の推進

1 　消費者教育の推進
（ 1）消費生活に関する

情報提供の推進
（ 2）消費者の年齢その他

の特性に配慮した消
費者教育の推進

（ 3）高齢者への見守りの
充実

2 　消費者団体等の活動の
促進
（ 1）消費者団体等への支援

1 　消費生活の安全・安心の確保

【課題】事業者に対する啓発・指導やコンプライアンス推進の
働きかけ
・消費生活相談の対応において、電話または面談による事業
者への改善要求
・電気通信事業者の勧誘、説明、契約手続きについて代理店
への指導要請
・医務関係施設及び薬務関係施設への指導

【課題】食品の安全性の確保
・食品関係施設に対する監視指導
・違反食品に対する措置命令等
・食品の収去検査
・食中毒等の公表

【課題】条例に基づく基準の策定の必要性の調査・研究
・策定の必要な事案がある場合には検討

【課題】条例の周知・啓発
・ホームページへの掲載及び消費生活相談の対応において、
条例上の規定についての説明、周知

【課題】消費生活センターの周知
・消費生活情報紙、新聞広告、リーフレット、ステッカー、講座、
消費者力向上キャンペーン事業等での周知

3 　消費者の被害の救済

【課題】身近で気軽に相談できる消費生活センターの確立と相
談体制の充実
・専門資格のある消費生活相談員による相談
・相談員の専門性を高めるための研修への派遣
・弁護士による相談員に対する助言業務
・消費生活相談の推移（H25～H28年度減少）

【課題】少額被害の救済
・消費生活センターの周知

【課題】多重債務相談体制の充実
・消費生活情報紙、ホームページに相談窓口の掲載
・消費者力向上キャンペーン事業等での啓発
・関係課長会議の開催及び関係課の窓口担当者を対象とした
研修会の実施

【課題】消費者の意見の反映
・消費生活相談での消費者の意見・要望等の把握
・公募市民参画による消費生活審議会の開催
・基本計画策定時の消費者アンケートの実施

2 　消費者力の向上

【課題】年齢等消費者の特性に応じた消費者被害の発生及び拡
大の防止対策の強化

【課題】消費者教育のあり方の検討
・高齢者向けの啓発資料の配付
・広島市高齢者配食サービス事業でチラシの配付
・民生委員、地域包括センター職員、区社会福祉協議会、ケ
アマネージャー等高齢者や障害者の支援を行う者を対象と
した講座の実施
・特別支援学校の教職員を対象とした研修会の実施
・国民生活センターから提供される情報や消費者庁の障害者
の「見守りガイドブック」をホームページにリンク設定　
・学校向けに「子どもサポート情報」のメール配信
・学校での出前講座の実施
・若年者向け消費者トラブルのホームページやＳＮＳによる
注意喚起
・学校の教職員を対象とした消費者教育に関する研修会の実施

【課題】急増しているインターネット関連の消費者被害の発生
の防止に係る啓発
・消費生活情報紙、広報番組、ラジオ、ホームページ、新聞
広告等で事例の情報提供

【課題】特殊販売に対する重点的な啓発
・消費生活情報紙、広報番組、ラジオ、ホームページ等で情
報提供

【課題】幅広い消費者に対しての啓発
【課題】年齢その他のニーズに応じた情報提供

・消費者力向上キャンペーン事業の実施
【課題】条例の周知・啓発（上記１　再掲）
【課題】消費生活センターの周知（上記１　再掲）

１ 消費者の安全が確保される権利

1  消費生活の
　 安全・安心
　 の確保

） 表示等の適正化
 不当な取引行為の防止
 物価の安定

２ 商品及び役務について消費者の
　 自主的かつ合理的な選択の機会
　 が確保される権利

（ ）

３ 消費者に対し必要な情報が提供
　 される権利

 啓発活動及び教育の推進
 消費者団体の自主的な活動の促進

４ 消費者に対し教育の機会が提供
　 される権利

2  消費者力
　 の向上

（消費者の意見の反映等）

５ 消費者の意見が消費者施策に反
　 映される権利

（消費者の被害の救済）

６ 消費者に被害が生じた場合には
　 適切かつ迅速に救済される権利

1 　消費者の意見の把握・
反映
（ 1）消費者の意見・要望

等の把握・反映
（ 2）事業者への情報提供
2 　消費生活相談体制の充実
（ 1）相談内容に応じた

関係機関等との連
携の強化等

（ 2）消費生活相談員の
研修体制の充実

（ 3）消費生活相談窓口
の環境整備

3 　多重債務相談対策
（ 1）多重債務者への相談

窓口の周知
（ 2）関係機関等の連携の

強化

3  消費者の
　 被害の救
　 済
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２ 　社会経済情勢の現状	
　�　消費者を取り巻く環境は、高齢化の進行、高度情報通信化や国際化、グローバル化の進展な

ど大きく変化しており、それに伴う商品・サービスの多様化、契約の複雑化を背景に、消費者
と事業者との間には、情報の質及び量並びに交渉力の格差が広がっています。

　�　一方で、我が国の消費者の消費活動を見ると、家計が支出する消費額の総額は、平成28年に
約293兆円で、経済全体（名目国内総生産（ＧＤＰ）約537兆円）の約 ５ 割を超え、社会経済活
動の中で大きなウエイトを占めています。

　�　こうした中、消費者の消費行動は、我が国の経済社会全体に大きな影響を及ぼしており、経
済の持続可能な発展のためには、消費者が安心して消費行動を行える市場を構築することが重
要になっています。

　　　　
（ １ ）高齢化

本市の65歳以上の高齢者の数は289, 051人（平成29年 ３ 月31日）で、総人口の24. 2％を占
めています。今後も高齢化は進み、平成37年度には高齢者の人口は309, 427人、高齢化率も
26. 2％と市民の ４ 分の １ 以上が高齢者となります。

高齢者は、「経済（お金）」「健康」「孤独」の ３ つの大きな不安を持っていると言われてい
ます。悪質業者は言葉巧みにこれらの不安をあおり、親切にして信用させ、年金や貯蓄など
の大切な財産を狙っています。高齢者は自宅にいることが多いため、電話勧誘販売や訪問販
売による被害に遭いやすいのも特徴です。

また、高齢者の単身世帯や高齢者夫婦のみの世帯が増加しており、こうした世帯に周囲の
目が届きにくく、悪質事業者に狙われやすい上、消費者トラブルに巻き込まれた際に相談す
ることもできず、被害が深刻化する傾向もあります。

国においては、改正「消費者安全法」を平成28年 ４ 月 １ 日から施行し、近年消費者被害が
深刻な高齢者等の被害防止・救済を重要な課題とし、地方自治体による「消費者安全確保地
域協議会」の設置を可能とし、高齢者等の見守りネットワークの構築を推進するとともに、
消費生活相談員の登録試験機関による試験の実施を同法で定め、より質の高い消費生活相談
及びあっせんが実施できる体制づくりを目指しています。

（ ２ ）国際化・グローバル化
経済社会のグローバル化の進展に伴い、消費者は世界中の国や地域から輸入された多くの

商品に囲まれて日常生活を送っているように、消費生活においてもグルーバル化が進んでい
ます。日常生活に見られる輸入商品は、耐久消費財である家庭用電気機器等だけでなく、衣
料製品のほか、野菜や果物、加工食品など、衣・食・住全体にわたっています。

また、事業者による輸入製品を購入するだけでなく、インターネット等を通じて消費者が
直接海外から商品を購入するケースも増加しています。

こうした中、消費生活相談においても「外国」関連の相談も増加しており、国境を越えた
取引を安心して行うことができる環境が求められており、消費者も購入時に、原産地表示や
販売者情報など情報収集を念入りに行い、商品選択に当たって慎重な判断が必要となってい
ます。

さらに、外国人市民や観光客の増加に伴い、外国人の消費者問題への対応も重要な課題と
なっています。
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（ ３ ）情報化
情報通信技術の発達と情報通信機器・サービスの急速な普及により、パーソナルコンピュー

タ（以下「ＰＣ」という。）やタブレット、スマートフォンなどの情報通信機器は、今や生
活に欠かせない生活手段となり、大量の情報が瞬時に入手できる環境が整備され、消費者の
ライフスタイルにも大きな変化をもたらしています。

このような高度情報通信社会の進展等を背景として、インターネットによる様々な商品・
サービスの取引は、時間や場所を選ばないなどの高い利便性を有することから、広く消費者
に受け入れられています。

その一方で、電子商取引の匿名性、非対面性等を悪用した詐欺的な商法や、国境を越えた
グローバルサービスは、ひとたびトラブルが発生すると円滑な解決が導かれにくくなってい
ます。

さらに、情報通信技術の発達により膨大なデータが蓄積されるようになり、そのデータの
取り扱いについては、個人情報やプライバシーの保護が課題となっています。

最近では、若年層だけでなくアクティブシニアと呼ばれる高齢者が、情報通信機器を使用
し、様々な活動を行うなど、世代を超えて情報化が進み、情報通信関連の消費生活相談も急
増しています。

　　　　　
（ ４ ）成年年齢引下げの動き

成年年齢を現行の20歳から18歳に引き下げる民法改正の検討が行われています。現行の民
法においては、法定代理人の同意なく未成年者が単独で行った法律行為については、法定代
理人が取り消すことができます（未成年者取消権）。

このため、成年直後に勧誘を受け、法定代理人の同意なくクレジットやローン契約で、購
入金額の大きな取引を行い、副業の勧誘、エステティックサービスなどを原因とした消費生
活相談が成年になった途端に増加しています。

このような若者の消費者被害の特徴として、法的知識や社会経験が乏しいところにつけ込
まれる、契約についての知識が不足している、適正な金銭感覚が身についておらず安易な借
金により高額な契約代金の支払いをする、ソーシャル・ネットワーキング・サービス（以下
「ＳＮＳ」という。）がトラブルのきっかけになっている、といったことが指摘されています。

成年年齢の引下げが具体的になれば、18歳から単独で契約行為が行えるようになることか
ら、若者についての制度整備や、若者が段階的に社会・経済における様々な責任を伴った経
験を積んで、成熟した成人に成長することができるよう、自立を支援していくことが早急な
課題となってきます。

このため、学校における消費者教育が重要性を増してくることから、消費者教育の取組を
強化していくことが必要です。

（ ５ ）持続可能な社会の形成に参画する消費者（消費者市民社会）
消費生活と経済社会との関わりが、グローバル化、高度情報化の進展等により多様化・複

雑化する中、消費者一人一人の消費活動が、社会経済全体に大きな影響を与える状況になっ
ています。
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平成24年12月に「消費者教育の推進に関する法律」が施行され、同法において消費者教育
とは、消費者の自立を支援するために行われる消費生活に関する教育として、消費者が自ら
の消費生活に関する行動が、現在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環
境に影響を及ぼし得るものであることを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的
に参画する社会、すなわち『消費者市民社会』についての理解や関心を深めるための教育を
含む、と定められています。

消費者は、被害に遭わない、合理的意思決定ができ自立するというだけにとどまらず、社
会の一員として、経済社会の発展をけん引する質の高い市場の形成のために、積極的に関与
する主役となることが求められています。

３ 　広島市の消費生活相談の状況
（ １ ）平成25年度～平成28年度の実績

現行「消費生活基本計画」期間（平成25年度から平成29年度までの ５ 年間）のうち、平成
25年度から平成28年度の消費生活相談の実績の傾向や特徴について分析し、今後の消費生活
に関する問題を予測しながら、消費者行政の方向性について検討する基礎とします。

（ ２ ）消費生活相談分析
　　ア　消費生活相談の件数

平成25年度から平成28年度の消費生活相談の実績件数は、平成25年度9, 709件、平成26
年度9, 339件、平成27年度8, 498件、平成28年度8, 465件と減少傾向にありますが、政令指
定都市20市の消費生活相談件数を、人口千人あたりの件数で比較すると、相談件数の少な
い順で広島市は、平成25年度第16位、平成26年度第15位、平成27年度第11位、平成28年度
第11位となっており、依然として多数の相談が寄せられています。

都市名 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２8年度
人口千人当たり相談件数 人口千人当たり相談件数 人口千人当たり相談件数 人口千人当たり相談件数

札幌市 ６．３１（ ７ ） ６．0１（ ４ ） ６．５７（ ６ ） ６．２５（ 8 ）
仙台市 ６．５９（ 8 ） ７．２７（１２） ７．１７（１２） ７．２8（１３）
さいたま市 ７．４５（１４） ７．３９（１３） ７．２９（１３） ７．00（１0）
千葉市 ５．8６（ ５ ） ６．７２（ ９ ） ６．７６（１0） ７．１１（１２）
横浜市 ６．９１（１0） ６．４8（ 8 ） ６．６４（ 8 ） ６．２５（ ７ ）
川崎市 ５．６７（ ４ ） ６．0６（ ５ ） ６．0６（ ４ ） ６．２0（ ５ ）
相模原市 ７．２8（１３） ７．２６（１１） ７．７１（１６） ７．９５（１５）
新潟市 ５．0９（ ２ ） ５．４４（ ２ ） ５．７９（ ３ ） ４．8４（ ２ ）
静岡市 ６．６９（ ９ ） ６．３8（ ７ ） ６．６２（ ７ ） ６．２５（ ６ ）
浜松市 ４．３１（ １ ） ４．１５（ １ ） ４．２９（ １ ） ４．１0（ １ ）
名古屋市 ７．0９（１１） ７．0２（１0） ６．７0（ ９ ） ６．３４（ ９ ）
京都市 ６．３0（ ６ ） ６．３0（ ６ ） ６．２４（ ５ ） ５．９0（ ４ ）
大阪市 8．３0（１７） 8．６１（１７） 8．６４（１8） 8．２９（１７）
堺市 ７．２５（１２） ７．５７（１４） ７．４９（１４） ７．５９（１４）
神戸市 ７．６２（１５） ７．９0（１６） ７．６２（１５） 8．0３（１６）
岡山市 ５．５９（ ３ ） ５．９５（ ３ ） ５．７8（ ２ ） ５．５９（ ３ ）
広島市 8．１8（１６） ７．8６（１５） ７．１４（１１） ７．0９（１１）
北九州市 １４．３４（２0） １４．４0（２0） １３．５５（２0） １２．２２（２0）
福岡市 １0．0５（１９） １0．0６（１９） 8．９２（１９） 8．３２（１8）
熊本市 8．５９（１8） 8．６７（１8） 8．５６（１７） ９．７９（１９）
（　）内は少ない方からの順位

図表 １　人口千人当たり消費生活相談件数（政令指定都市）

　　イ　高齢者からの相談
年齢別に見ると、70歳以上の高齢者からの相談件数の減少が全体の相談件数の減少の大

きな要因となっています。相談の商品・役務別の相談件数も、高齢者からの相談が多い、
健康食品やファンド型投資商品に関する相談が減少しています。また、相談内容について
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も、高齢者からの相談が多い劇場型勧誘は、平成25年度をピークに減少しています。
これは、高齢者団体や民生委員・児童委員などへの出前講座や、高齢者への配食サービ

スへ情報提供のチラシの添付、地域包括支援センターとの連携、警察による詐欺被害防止
の広報活動など、高齢者への啓発が徐々に効果を上げていることが原因になっていると考
えられます。

しかしながら、高齢者からの相談件数を見ると、年齢別の割合で60歳以上が約 ４ 割（年
齢不明分を除く）を占め、依然として高い割合となっています。

高齢者は、生活において大きな不安を抱えていることや、悪質事業者による巧妙な手口
についての情報が入りにくい状況もあり、相談相手等がいない「孤独」の中で、自身の不
安を背景に、事業者からの勧誘を受け、消費者被害に遭う場合も多く、また、トラブルに
遭っている認識が持てないなど、問題が顕在化せず、高齢者本人からの相談が遅れ、被害
が拡大する恐れもあります。

このため、継続して高齢者を対象とした消費者啓発・教育が必要であることはもちろん、
高齢者等消費者被害に遭いやすい人の見守りを強化していくなど、地域社会で取り組むこ
とが必要といえます。

H25
総件数9,709件

H26
総件数9,339件

H27
総件数8,498件

H28
総件数8,465件

（年度）

（件数）
0 2000

20歳未満

4000 6000 8000 10000

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

2,222
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282
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（11.0％）
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1,224
（16.3％）
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（12.6％）

1,075
（14.4％）

2,075
（27.7％）

2,259
年齢不明

2,218
年齢不明

2,273
年齢不明

243
（3.4％）

778
（11.0％）

1,011
（14.3％）
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（12.1％）

1,227
（17.3％）

1,141
（16.1％）

1,823
（25.8％）

230
（3.7％）

750
（11.9％）
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（15.2％）

1,161
（18.5％）

1,128
（18.2％）

973
（15.7％）

990
（16.0％）

1,257
（20.3％）

963
（15.3％）

1,412
（22.5％）

808
（12.9％）

176
（2.9％）
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（12.0％）

923
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図表 ２　相談事案の契約当事者年齢別相談件数

14.7% 14.4% 15.6% 14.9% 
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住民基本台帳の
60歳以上人口割合
（年度末時点）

※相談者の割合は総件数から年齢不明分を除いて算出したもの
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︿２﹀

図表 ３　高齢者・若年者の相談割合の推移
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　　ウ　若年者からの相談
20歳未満の者からの相談は、他の年代と比較すると少ないものの、毎年200件程度を超

える一定数の相談があります。
特徴としては、アダルトサイトのワンクリック詐欺やオンラインゲームの課金に関する

相談が約 ６ 割を占めており、近年のインターネットの利用やスマートフォンの普及などの
世情を如実に反映しています。

また、20歳前後の若年層は、一人暮らしを始める者も多く、それに伴うトラブルとして、
「テレビ放送サービス」、「インターネット接続回線」、「不動産賃貸」、「新聞」といった相
談が多いことも特徴です。

なお、若年層の相談の特徴として、成年年齢に達した途端に消費生活相談が増加すると
いう傾向が見られます。

未成年者との契約は、本人や法定代理人が後で取り消すことができる、現行民法の「未
成年者契約取消権」が認められ、悪質商法に対する抑止効果が働いていると考えられます。

成人になれば、自らが契約主体になれることから、成人に成りたての年齢層が悪質な商
法に狙われやすくなっています。

本市の相談においても、20歳を境にして、相談件数が急激に伸びており、学校における
消費者教育の必要性がますます高まっています。

苦情・問合せ・要望
順位 H２５/２0１３年度 件数 H２６/２0１４年度 件数 H２７/２0１５年度 件数 H２8/２0１６年度 件数

１ アダルト情報サイト １３６ アダルト情報サイト １３0 アダルト情報サイト １0２ アダルト情報サイト ５６

２ オンラインゲーム ２３ オンラインゲーム １６ オンラインゲーム １５ デジタルコンテンツ@ １４

３ デジタルコンテンツ@ １２ テレビ放送サービス＠ １１ 他の健康食品 １0 オンラインゲーム １４

４ 他のデジタルコンテンツ １１ デジタルコンテンツ@ ９ テレビ放送サービス＠ １0 テレビ放送サービス＠ １２

５ 出会い系サイト ７ 相談その他＠ ７ 出会い系サイト ５ 相談その他＠ ７

６ テレビ放送サービス＠ ６ 商品一般＠ ４ 賃貸アパート ４ 野菜飲料 ５

７ 相談その他＠ ５ 賃貸アパート ４ 他のデジタルコンテンツ� ４ 賃貸アパート ５

8 健康食品＠ ４ 出会い系サイト ４ コンサート ４ 他のデジタルコンテンツ� ５

９ 腕時計 ４ 財布類 ３ 携帯電話サービス ３ 出会い系サイト ４

１0 外食� ４ 腕時計 ３ デジタルコンテンツ@ ３ 興信所 ４

図表 ４　相談事案の契約当事者（20歳未満）商品役務別件数
� （上位10位）
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図表 ５　18歳から22歳までの １歳きざみの相談件数

　　エ　情報通信に関する相談
平成25年度から平成28年度の消費生活相談を内容別に見ると、デジタルコンテンツやイ

ンターネット接続回線等の通信サービスに係る相談が全体の約 ３ 割を占め、他の商品・サー
ビスと比べ突出しています。

また、インターネットを利用した通信販売や、ＳＮＳやメールを利用して知人を呼び出
し各種成功法の情報を販売する情報商材、アダルト情報サイトによる不当請求、オンライ
ンゲームによる課金、ワンクリック請求など、情報通信技術の進歩により、消費生活相談
の内容や被害の経緯などが著しく変化しています。

なお、インターネットを通じた取引は、海外事業者との取引を簡単にしたばかりでなく、
海外事業者との取引であることに気づかないまま取引を行い、相手方と連絡がつかずに交
渉すらできないといった不利な状況になる事例も増えています。

これらの実態を踏まえ、電気通信サービス（携帯電話サービスやインターネット接続サー
ビス等）の利用者保護の観点から改正「電気通信事業法」が平成28年 ５ 月に施行され、契
約の解除にかかる制度が新たに設けられ、消費者被害の防止に寄与しています。
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なお、情報通信に係る相談件数の増加傾向は、年齢層を問わず共通したもので、インター
ネットの利便性による利用者の増加に比例しており、情報化の進展に応じた消費者教育が
重要となっています。　　　　　

　　　

（件数） （割合）

（件数）
（年度）

0

1,000

2,000

3,000
30.5%31.2%

27.6%

22.0％

2,5812,6542,5822,134
H28H27H26H25

0%

10%

20%

30% 情報通信に
関する
相談件数
相談総件数に
占める割合

図表 ６　情報通信に関する相談件数・割合

H25 H26 H27 H28 （年度）
325 607 604 717（件数）

H25 H26  H27 H28 （年度）
248 451 476 553（件数） H25 H26 H27 H28 （年度）

24 46 81 99 （件数）

図表 ７　情報通信機器に関連した架空請求
　　　　相談件数

図表 ８　インターネット通信契約
　　　　相談件数

図表 ９　ＳＮＳに関連したトラブル
　　　　相談件数

　　オ　特定商取引（＊ １ ）等特殊販売に関する相談
消費者トラブルを生じやすい特定の取引形態として、「特定商取引に関する法律」（以下

「特商法」という。）が定められており、不公正な勧誘等を規制しています。
こうした特性から、消費生活センターへの消費者からの相談もほぼ半数が特定商取引の

一部を含む特殊販売に関するものが占めています。
訪問販売については、昼間でも在宅の確率が高く対象となりやすい70歳以上の高齢者か

らの相談が約半数を占めています。
通信販売では、インターネットの普及等による購入トラブルが多く、全ての年齢層にお

いて相談件数が突出して多くなっています。
電話勧誘販売は、訪問販売と同様に、昼間でも在宅の確率が高い70歳以上の高齢者から

の相談が約半数を占めていますが、光ファイバー通信契約やプロバイダ等の通信契約など、
30歳代から50歳代の相談が急増しています。

連鎖販売取引やマルチまがい取引は、販売組織の全員が友人・知人等を組織に加入させ、
新たに会員になった人が更に新しい会員を加入させる、ということを次々に繰り返し、ピ
ラミッド型に組織を拡大していく商法で、若年層の相談が多く、相談内容としては、「絶
対もうかる」などという呼びかけで勧誘する悪質な手口や、友人からの勧めにより契約を
断れないなど、社会経験の不足につけ込むものが多いと考えられます。

ネガティブオプション（＊ ２ ）は、過去の購入歴や、流出した個人情報を利用して、購
入申込みもしていないのに、健康食品や生鮮食品を一方的に送りつける商法で、商品を受
け取った以上代金を支払う義務があるのではないか、と消費者が思い込む場合も多く、高
齢層に被害が多くなっています。
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訪問購入についても、昼間でも在宅の確率が高い70歳以上の高齢者からの相談が半数近
くを占めています。平成29年 ３ 月には、訪問買取業者に対し、都道府県で初めての業務停
止命令が広島県と中国経済産業局から命じられました。

特商法では、消費者と事業者との間のトラブルを防止し、その救済を容易にするなどの
機能を強化するため、消費者による契約の解除（クーリング・オフ）、取り消しなどが認
められており、発見や気付きが早ければ、消費者自らその問題を解決することが可能な取
引であり、その対応について在宅高齢者の見守りなどにより、被害の未然防止・被害拡大
を図るとともに、消費者への教育・啓発を行うことで、被害を減らしていくことが可能です。

また、悪質な事業者については、県への情報提供を行い、行政規制の対応の促進に協力
していくことが重要です。

� 　（単位：件）

区　　　　　分 平成２５年度
（２0１３年度）

平成２６年度
（２0１４年度）

平成２７年度
（２0１５年度）

平成２8年度
（２0１６年度）

特　殊　販　売（Ａ） ４，９08 ４，8７３ ４，３１７ ４，４１２
訪問販売 ６２１ ５７７ ４９９ ５５７
通信販売 ２，80５ ３，0５７ ２，80９ ２，8９７
マルチ販売 １0４ １２９ １４１ １１７
電話勧誘販売 １，１９２ ９７１ ７１8 ７２４

ネガティブオプション（送りつけ商法） 8５ １７ １４ ２４
訪問購入 ４４ 8２ ７７ ５５

その他無店舗販売 ５７ ４0 ５９ ３8
相　談　件　数（Ｂ） ９，７0９ ９，３３９ 8，４９8 8，４６５
相談件数に占める割合（Ａ/Ｂ） ５0．６％ ５２．２％ ５0．8％ ５２．１％

図表10　特殊販売の年度別相談件数・割合

＊ １ 　 特定商取引
訪問販売：�事業者が消費者の自宅へ訪問して、契約することで、商品や権利の販売又は役務の提供を行う等の取

引や、キャッチセールス、アポイントメントセールス等のこと。
通信販売：�事業者が新聞、雑誌、インターネット等で広告し、郵便、電話等の通信手段により申込みを受ける取

引のこと。
電話勧誘販売：�事業者が電話で勧誘を行い、申込みを受ける取引のこと。
連鎖販売取引：�個人を販売員として勧誘し、更にその個人に次の販売員の勧誘をさせるかたちで、販売組織を連

鎖的に拡大して行う商品・役務（サービス）の取引のこと。
特定継続的役務提供：�長期・継続的な役務の提供と、これに対する高額の対価を約する取引のこと。現在、エス

テティックサービス、語学教室、家庭教師、学習塾、結婚相手紹介サービス、パソコン教
室の ６ つの役務が対象とされています。

業務提供誘引販売取引：�｢仕事を提供するので収入が得られる｣ という口実で消費者を誘引し、仕事に必要であると
して、商品等を売って金銭負担を負わせる取引のこと。

訪問購入：事業者が消費者の自宅等を訪問して、物品の購入を行う取引のこと。
＊ ２ 　ネガティブオプション：�事業者から消費者に対して、突然一方的に商品を送り付けてくる商法のこと。
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　　カ　悪質化・巧妙化する商法
消費生活相談の近年の傾向として、詐欺的な勧誘による悪質化したものが様々な手法で

消費者被害をもたらしています。
その手口は、人々に知れ渡ると消費者を欺くために更に巧妙化し、絶えず変化していく

ことから、消費者被害を広範化、深刻化させるとともに、年によっても相談件数の増減が
大きい傾向のものもあります。

相談内容としては、
・�ニュースで話題になるようなその時々の社会情勢に合わせたテーマで、複数の業者が役

回りを分担し、あたかも現実の話のように信じ込ませ、実態不明の様々な商材等を買わ
せようとする劇場型勧誘

・�販売員が公的機関や有名企業の職員や関係者であるかのように思わせて、商品やサービ
スを販売する身分詐称

・�インターネットによる通信販売で、「お試し」などの体裁を装い、商品を特価で購入さ
せたり無料で送付するが、実は継続購入であることを明確に知らせていない不適切な表
示・広告

・�「内職・副業（サイドビジネス）になる」、「脱サラできる」などのトークでもうけ話を装っ
て商品やサービスを販売したり、広告媒体のウェブサイトに設置した広告によって閲覧
者が商品・サービス等を購入すると、それで生じた利益に応じて成功報酬を与える（ア
フィリエイト）等の副業ビジネスで報酬が支払われないなどの被害

・�以前契約した商品・サービスについて、「解約してあげる」、「損を取り戻してあげる」
などと説明し、これまで被った被害の救済を装って被害に遭った人を勧誘して、金銭を
支払わせる手口による二次被害

などが特徴的なものです。
こうした事態は、いずれも冷静に考えると、どうも怪しいと思うものであり、客観的な

視点で判断したり、注意深く調べてみたりすることができない状況を逆手に取った手口です。
悪質な商法に対しては、指導権限を持つ行政関係機関との情報共有・連携を図るととも

に、事業者とのあっせんの推進や報告聴取、条例による調査・指導を行っていく必要があ
ります。

また、消費者には常に最新の消費者被害情報を提供し、注意を促すことが必要であると
ともに、不審に思ったら、周囲の人に相談する、又は消費生活センターに連絡してもらう
ように、地域連携を深めていく必要があります。

H25 H26 H27 H28 （年度）
453 368 139 61 （件数）

H25 H26 H27 H28 （年度）
105 245 211 240（件数）

H25 H26 H27 H28 （年度）
33 38 81 156（件数）

図表11　劇場型勧誘相談件数 図表12　身分詐称相談件数 図表13　定期購入・継続購入相談件数

10

Ⅱ　
消
費
者
行
政
を
取
り
巻
く
状
況



H25 H26 H27 H28 （年度）
57 77 104 91 （件数） H25 H26 H27 H28 （年度）

279 141 46 33 （件数）
H25 H26 H27 H28 （年度）
86 132 142 132（件数）

図表14　サイドビジネス商法相談件数 図表15　利殖商法相談件数 図表16　二次被害相談件数

４ 　消費者行動・意識の状況（消費者・事業者アンケート集計）
「第 ２ 次基本計画」の策定の基礎資料とするため、広島市の消費者・事業者を対象に、消費

行動や意識、事業者の取組に関するアンケートを実施しました。
このアンケートによる回答から読み取れる、消費生活に関する消費者・事業者の傾向や今後

の消費生活行政の課題をとりまとめました。
○消費者向けアンケート
　　調査対象：広島市全域の15歳以上の男女3, 000人　無作為抽出
　　有効回答：1, 447人（有効回収率48. 2％）
　　調査期間：平成29年 １ 月12日～ ２ 月10日
○事業者向けアンケート
　　調査対象：�平成26年経済センサス基礎調査広島市全域の事業所、企業1, 500社無作為抽出
　　有効回答：592社（有効回収率39. 5％）
　　調査期間：平成29年 １ 月12日～ ２ 月10日

（ １ ）安全・安心の確保について
　　ア�　消費者は、消費者問題の中では、食品の安全性、製品の欠陥等による事故など、生命・

身体に係る安全性について高い関心を持ってはいますが、大きな不安は感じていません。
しかし、悪質商法については、強い関心があるとともに不安も大きいという特徴があり

ます。特に注意が必要なのは、被害に遭いやすい高齢者について、悪質商法についての関
心度や不安感が高いとはいえず、警戒心が弱いことが懸念されるところであり、高齢層へ
の注意喚起等の対応が必要です。
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１0代 ２0代 ３0代 ４0代 ５0代 ６0代 ７0代 80歳以上
悪質商法 ５４．8 ６９．8 ７６．４ ７７．8 85．1 ７６．0 ７２．４ ６0．７

84.7% 

74.4% 

66.7% 

65.7% 

63.8% 

43.0% 

1.9% 

1.8% 

1.4% 

3.6% 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

食品の安全性 

悪質商法 

インターネット利用により生じるトラブル 

製品・施設の欠陥等により生じる事故 

事業者による商品やサービスに関する偽りの情報 

事業者間での価格やサービスの競争 

その他 

わからない 

消費者問題に関心がない 

無回答 

≪その他≫
・おれおれ詐欺、絵画商法
・悪質な勧誘トラブル
・通販で割引が多い商品のチラシに小さい文字で定期購
　入だと記されていた。わかりにくい表記だと思った。
・サプリメントや医薬部外品等の過剰広告
・大手インターネットプロバイダーの代理店による不誠
　実な契約

（単位：％）悪質商法に対する関心（年代別）
１0代 ２0代 ３0代 ４0代 ５0代 ６0代 ７0代 80歳以上

悪質商法 ５４．8 ６９．8 ７６．４ ７７．8 85．1 ７６．0 ７２．４ ６0．７

図表18　［消費者アンケート］消費者を取り巻く状況について

かなり
当てはまる

7.0

5.0

3.7

2.8

0.4
18.9

2.3

5.4

ある程度
当てはまる

52.5

48.1

25.5

30.8

9.5

45.9

16.5

32.0

どちらも
いえない

28.8

36.6

37.8

39.8

40.2

26.3

46.6

41.5

あまり
当てはまらない

8.7

7.4

23.2

21.3

35.7

4.6

26.1

15.0

全く
当てはまらない

1.3

1.0

7.4

2.9

9.6

1.0

5.8

3.5

無回答

1.6

2.0

2.3

2.5

4.7

3.2

2.6

2.6

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

凡例

流通している食品は安全・安心である

流通している商品（食品以外）や
提供されているサービスは安全・安心である

悪質・詐欺的な販売行為等を心配せず
安全に購入・利用できる

商品等の表示・広告の内容は信用できる

インターネットにより提供される
サービスや取引等は、安心して利用できる

事業者間で価格やサービスの
競争が行われている

行政から消費者への情報提供や啓発が
十分になされている

トラブルの際に相談できる行政の
消費生活センターまたは消費生活

相談窓口が整備されており、信頼できる

１0代 ２0代 ３0代 ４0代 ５0代 ６0代 ７0代 80歳以上
流通している食品は安全・安心である 71．0 65．5 ６0．６ ５３．１ ５8．４ ５９．５ ６0．５ ５8．９
流通している商品（食品以外）や提供
されているサービスは安全・安心である 62．9 58．6 61．9 ４６．５ ５３．0 ５２．９ ５0．６ ５0．0

悪質・詐欺的な販売行為等を心配せず
安全に購入・利用できる ２７．４ ３0．１ ３２．７ ２４．３ ２７．３ ３１．６ ２７．５ 35．7

商品等の表示・広告の内容は信用できる 40．3 ２６．７ ２５．４ ２8．0 ３５．７ ３６．９ 39．5 ３４．９
インターネットにより提供されるサー
ビスや取引等は、安心して利用できる 21．0 １１．２ １３．３ ９．６ 8．４ １0．２ ７．8 ４．５

事業者間で価格やサービスの競争が行
われている ６９．３ 72．4 ６９．７ 70．3 ６９．３ ６４．５ ５３．５ ５１．8

行政から消費者への情報提供や啓発が
十分になされている 27．4 ２0．７ 25．4 １３．8 １8．３ １8．４ １７．２ １９．７

トラブルの際に相談できる行政の消費
生活センターまたは消費生活相談窓口
が整備されており、信頼できる

３8．７ ３１．0 ３６．３ ２７．６ ３３．２ ４0．8 44．0 50．9

図表17　［消費者アンケート］関心がある消費者問題について

（年代別　単位：％）

　　イ�　消費生活上の不満についての相談先は、同居家族や友人など身近な人の割合が最も高く
なっていますが、高齢層は、独居の状況が多いことも影響しているためか、相談先として
家族の割合が低くなり、行政機関、近所の人、民生委員、地域包括支援センターを頼りに
している人が多くなっていることから、高齢者を中心に消費者被害に遭いやすい人の地域
における見守り体制を形成していくことが必要といえます。
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63.9% 

46.7% 

33.6% 

25.8% 

13.9% 

9.3% 

8.4% 

7.4% 

6.3% 

4.9% 

2.6% 

1.5% 

3.1% 

5.3% 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

同居している家族・親族に相談する 

友人・同僚などに相談する 

 市役所・区役所や消費生活センターなどの
行政機関の相談窓口に相談する  

同居していない家族・親族に相談する 

警察に相談する 

消費者団体に相談する 

 弁護士、司法書士などの専門家や
法テラスに相談する  

相談できる機関がわからない 

近所の人に相談する 

民生委員、ホームヘルパー、
地域包括支援センターなどに相談する 

誰かに相談しようとは思わない 

わからない 

その他 

無回答 

≪その他≫ 
・販売店のお客様サービス係 
・ネットの掲示板等 
・学校の先生 
・自己解決する。 
・インターネットでどこに相談するか調べる。 

１0代 ２0代 ３0代 ４0代 ５0代 ６0代 ７0代 80歳以上
全体（件数） ６２ １１６ １６５ ２３９ ２0２ ３0４ ２４３ １１２
同居している家族・親族に相談する 91．9 74．1 75．2 69．0 ６４．４ ５8．９ ５8．４ ３４．8
同居していない家族・親族に相談する １２．９ ２７．６ 41．8 ３0．５ １8．8 ２２．７ ２２．６ ２５．0
友人・同僚などに相談する ４8．４ 62．9 55．2 58．6 ５１．0 ４４．７ ３２．９ １９．６
近所の人に相談する １．６ 0．９ ４．２ ６．３ ６．９ ７．２ ７．４ 11．6
民生委員、ホームへルパー、地域包括
支援センターなどに相談する １．６ １．７ １．8 １．７ ２．５ ３．６ ９．５ 18．8

市役所・区役所や消費生活センターな
どの行政機関の相談窓口に相談する １４．５ １５．５ ２３．６ ２９．３ 39．1 48．4 39．1 ２４．１

警察に相談する １１．３ ９．５ １１．５ １４．２ １３．９ 16．1 １５．６ １２．５
弁護士、司法書士などの専門家や法テ
ラスに相談する １．６ 0．９ １0．３ 11．3 １0．９ ９．９ ６．６ ７．１

消費者団体に相談する ６．５ ６．９ ４．8 ７．９ 13．4 １３．２ １0．７ ２．７
相談できる機関がわからない ４．8 ６．0 ７．９ 10．0 ６．４ ６．６ ７．４ 8．0
誰かに相談しようとは思わない １．６ 4．3 0．６ ２．９ １．0 ３．６ ３．７ １．8
わからない 0．0 ２．６ １．２ ２．５ 0．５ １．３ １．２ 2．7
その他 ３．２ ３．４ ３．６ ２．５ 5．0 ３．３ ２．１ １．8
無回答 １．６ １．７ ２．４ ２．１ ３．0 ４．６ ９．１ １９．６

（年代別　単位：％）

図表19　［消費者アンケート］困ったときの相談先について

　　ウ�　行政から消費者への情報提供の不足や、事業者への監視や指導などを望む回答の割合が
高く、行政の情報発信、事業者への積極的な働きかけを行っていく必要があります。

59.2%

48.7%

40.1%

31.9%

27.3%

17.1%

15.6%

7.5%

4.8%

4.4%

0.9%

9.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

不適正・悪質な事業者に対する監視や指導強化

消費者被害を未然に防ぐための制度の充実

消費者問題に関する情報提供

消費生活相談窓口の充実強化

表示や計量の適正化や商品
（製品・サービス）の安心・安全性の確保

不公正な価格形成の防止

学校や社会教育施設等での消費者教育

消費者と行政、企業との交流・連携

消費者グループ・消費者団体の育成

消費者啓発や消費者教育に、事業者が
積極的に取り組むような働きかけ

その他

無回答

≪その他≫
・高齢者への教育
・相談受理機関、取締り機関の連携、悪質業者
　に対する厳罰化。
・トラブル時の連絡先の説明の義務化
・子供たちが携帯やネットで商品などを購入し
　たりサービスを利用する時のルールや注意点
　をきちんと教育する機会（授業）がいる。
・相談窓口の認知度を上げる。

図表20　［消費者アンケート］行政が充実すべき分野について
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53.5%

47.9%

38.6%

34.9%

22.3%

17.8%

17.1%

8.5%

4.6%

4.2%

1.0%

8.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%
不適正・悪質な事業者に対する

監視や指導強化

消費者問題に関する情報提供

消費生活相談窓口の充実強化

消費者被害を未然に防ぐための
制度の充実

表示や計量の適正化や商品
（製品・サービス）の安心・安全性の確保

不公正な価格形成の防止

学校や社会教育施設等での消費者教育

消費者と行政、企業との交流・連携

消費者啓発や消費者教育に、事業者が
積極的に取り組むような働きかけ

消費者グループ・消費者団体の育成

その他

無回答

≪その他≫
・消費生活センターを知らない人が多いように思います。又名前は
　知っていても何をするところなのか、どんなことなら相談できる
　のか知らない人が多い。もっとPRしたらよいのでは。
・消費者の商品、サービス購入時の確認や責任を持って購入する
　義務意識の向上に対する働きかけ（消費者はあまりにも人任せ
　でクレームだけを上げる場合が多い）。
・相談窓口をもっと案内し、対応も24時間年内無休にして欲しい
　し、全ての業種の人が相談し易いように。

図表21　［事業者アンケート］消費者行政に対する期待について

（ ２ ）消費者被害の救済について
　　ア�　消費生活センターについての認知度（62. 1％）が、前回（平成22年）アンケート（75. 6％）、

消費者庁が実施（平成27年）した全国調査（80. 0％）と比較して顕著に低いことから、消
費者への周知が喫緊の課題といえます。

なお、消費生活センターを知るきっかけとして、高齢者は広報やチラシ、若年層は学校
の授業が効果的であることがわかります。

知らない
27.4％

知っている
62.1％無回答

10.5％

知らなかった
19.8％

無回答
0.2％

信頼している
14.4％

知っていた
65.6％

80.0％

知らない
20.5％

知っている
75.6％

無回答
3.9％

図表22　［消費者アンケート］
　　　　広島市消費生活センターの認知について

図表24　［消費者庁全国調査］
　　　　消費生活センターの認知度・信頼度比較

図表23　［前回（平成22年）アンケート］
　　　　広島市消費生活センターの認知について
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29.6%
26.1% 

13.5% 
8.2% 

6.0% 
3.9% 

2.8% 
2.3% 

0.9% 
0.6% 
0.6% 

3.8% 
1.8% 

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%
地域の広報紙やチラシ 

テレビ・ラジオ 
何がきっかけか覚えていない 

新聞・雑誌・書籍 
家族や知人からの情報 

学校の授業 
通りがかりで知った 

インターネット 
公共施設や駅等の掲示物やアナウンス 

地域のイベント 
弁護士や各種相談窓口等の紹介 

その他 
無回答 

≪その他≫
・仕事柄知っている
・消費生活センターに問い合わせをしたこと
　がある。
・昔利用したから
・行政からの情報により。
・キャッチセールスに出会って電話しました。 

１0代 ２0代 ３0代 ４0代 ５0代 ６0代 ７0代 80歳以上
全体（件数） ２９ ５２ ９６ １４４ １５0 ２１６ １５７ ５２
地域の広報紙やチラシ ６．９ １１．５ ２４．0 ２６．４ ３0．７ ３２．９ 42．0 ２６．９
新聞・雑誌・書籍 0．0 １．９ ２．１ ７．６ ３．３ １３．0 １１．５ 17．3
テレビ・ラジオ １７．２ 36．5 ２４．0 ２７．8 ２５．３ ２8．２ ２１．７ ２６．９
学校の授業 51．7 19．2 ５．２ ２．8 0．0 0．0 0．0 0．0
地域のイベント 0．0 0．0 0．0 0．0 0．７ 0．５ 1．9 0．0
インターネット 0．0 0．0 ４．２ ２．１ 5．3 0．５ ３．２ 0．0
家族や知人からの情報 ６．９ ５．8 ９．４ ２．8 ６．７ ３．７ ７．0 11．5
公共施設や駅等の掲示物やアナウンス 0．0 1．9 0．0 １．４ 0．７ 0．９ １．３ 0．0
弁護士や各種相談窓口等の紹介 0．0 0．0 0．0 0．0 １．３ 0．0 １．３ 1．9
何がきっかけか覚えていない １３．8 １５．４ 25．0 18．8 18．7 １0．６ ３．２ ３．8
通りがかりで知った 0．0 ３．8 １．0 6．9 ２．0 １．９ ２．５ １．９
その他 ３．４ １．９ ４．２ ２．8 ４．0 6．0 １．３ ５．8
無回答 0．0 １．９ １．0 0．７ １．３ １．９ ３．２ ３．8

（年代別　単位：％）

図表25　［消費者アンケート］広島市消費生活センターを知ったきっかけについて

　　イ�　購入した商品・サービスにより経済的被害があった場合に、消費生活相談の窓口に相談
しようと思う消費者の割合（80. 8％）は、消費者庁が実施（平成27年）した全国調査（77. 0％）
と比較して高く、また、5, 000円以下の比較的低額の被害についても相談するとした者の
割合（17. 9％）も消費者庁が実施（平成27年）した全国調査（7. 2％）と比較して高く、
広島市民の経済的被害に対する意識や、消費生活相談の潜在的ニーズは高いと考えられる
ことから、相談体制の充実が必要といえます。

　　

被害金額が
一定以上なら相談する

39.5%

金額に関係なく
相談する
41.3%

金額に関係なく
相談しない
9.1%

無回答
10.2%

金額に関係なく
相談しない
21.6％

無回答
1.5％

一定金額以上
40.0％

金額に関係なく
相談する
37.0％

1円～
5,000円
17.9%

5001～
10,000円
32.0%10,001～

50,000円
23.8%

50,001～
100,000円
19.4%

100,001円以上
4.6%

無回答
2.3%

5,000円以上
10,000円未満
10.7％

10,000円以上
50,000円未満
45.2％

100,000円以上
21.3％

無回答
0.4％

1円以上
1,000円未満
1.1％

1,000円以上
5,000円未満
6.1％

50,000円以上
100,000円未満
15.2％

10,000円以上と回答
している人の割合

81.7%

図表26　［消費者アンケート］
　　　　消費生活相談窓口への相談基準（金額）について

図表28　［消費者庁全国調査］
　　　　消費生活センターへの相談基準（金額）

図表27　［消費者アンケート］
　　　　被害金額が一定以上なら相談する人が相談しようと思う
� 被害金額

図表29　［消費者庁全国調査］
　　　　消費生活センターへの相談基準（具体的金額）
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　　ウ�　しかしながら、消費生活相談窓口へ相談しない人の割合が比較的高いこと（p13　図表
19を参照）、トラブルを誰かに相談しない人は自分で解決しようと考えている人の割合が
高いことから、気軽に相談できる体制づくりが必要といえます。

47.4%
44.7%

39.5%
21.1%

18.4%
13.2%

7.9%
0.0%

10.5%
5.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%
相談しても仕方ないと思う

相談するほどの被害には遭わない
相談せずに自分で解決しようと思う

自分にも責任があると思う
面倒なことに巻き込まれたくない

相談する適切な相手がいない
どこに相談すればよいのか分からない

恥ずかしいので、誰にもいえない
その他

特に理由はない

≪その他≫
・相手が怖かった。脅された様で・・金で済む
　ならと支払った。
・不運だと諦める。
・悪い会社に「他の人に相談する」と言ったら
　仕返しされたから。

図表30　［消費者アンケート］相談しない理由について

（ ３ ）消費者力の向上について
　　ア�　若年層において、消費者を取り巻く現状に対する安心感が比較的高く（ｐ12　図表18を

参照）、危機意識が低いことが懸念されること、さらに、若年層において、商品・サービ
ス購入時の不満は高く、商品・サービス購入時の注意不足が懸念されることから、若年層
の消費者教育の強化が必要といえます。

不満があった

2.3

3.9

3.5

3.0

2.3

2.3

1.3

4.4
0.7

満足できなかった

10.4

31.7

17.6

22.1

9.8

6.9

3.5

20.9

3.5

不満はなかった

67.8

46.3

58.6

54.1

65.4

68.0

70.8

53.2

47.0

無回答

19.5

18.1

20.3

20.7

22.5

22.7

24.3

21.5

48.9

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

凡例

けが、病気をする等、安全性や衛生

機能・品質やサービスの質が
期待より劣っていた

思っていたより高い金額を請求された

表示・広告と実際の商品・
サービスの内容が違っていた

問題を感じる販売手口や
セールストークにより契約・購入した

契約・解約時にトラブルがあった

詐欺によって事業者に
お金を払った（又はその約束をした）

事業者の対応等で不快な思いをした

その他

※「不満があった」…被害にあうなどして、不満があった 「満足できなかった」…被害とまではいかないが、満足できなかった 

１0代 ２0代 ３0代 ４0代 ５0代 ６0代 ７0代 80歳以上
けが、病気をする等、安全性や衛生 １６．１ 17．3 １５．１ １３．0 １３．９ １0．２ １１．５ ９．0
機能・品質やサービスの質が期待より
劣っていた 45．1 44．8 43．7 ４0．１ ３６．２ ３１．５ ３0．8 １９．７

思っていたより高い金額を請求された ２１．0 33．6 ２６．１ ２２．６ ２0．8 １8．７ １７．２ １３．４
表示・広告と実際の商品・サービスの
内容が違っていた ２９．0 31．8 ２６．６ ２8．９ ２９．２ ２２．７ ２１．４ １３．４

問題を感じる販売手口やセールストー
クにより契約・購入した ６．４ １３．8 １２．１ 14．2 １１．９ １0．５ １４．0 １0．７

契約・解約時にトラブルがあった 8．１ １１．２ １２．２ 8．４ ９．９ ５．６ 13．2 ６．３
詐欺によって事業者にお金を払った
（又はその約束をした） ４．8 7．7 ４．２ ５．５ ２．0 ４．９ ６．１ ３．６

事業者の対応等で不快な思いをした １９．３ 36．2 ２９．１ 36．0 ２９．２ ２１．１ １8．１ ９．0
その他 ３．２ 6．0 ３．６ ３．７ ５．0 ４．６ ３．７ ２．７

図表31　［消費者アンケート］商品・サービスに関する不満について

（年代別　単位：％）

イ�　消費生活相談が多い高齢層において、契約ルール等への関心が低いことから、高齢層への消
費者教育の強化が必要といえます。
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58.3%

41.3%

38.8%

38.6%

37.2%

28.6%

1.0%

3.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

安全・安心な商品の選び方・表示の見方

契約のルールや取引のトラブル防止策

家計の管理、生活設計

情報通信の有効活用、安全確保

製品事故や取引被害に遭ったときの解決手段

環境に配慮した生活

その他

無回答

≪その他≫
・製品事故や取引被害の現状・動向
・年寄りにはどのように啓発活動を
　してもらえるかが問題
・基礎的法律知識

１0代 ２0代 ３0代 ４0代 ５0代 ６0代 ７0代 80歳以上
全体（件数） ４５ ９２ １３0 １９４ １６３ ２0９ １５９ ５１
安全・安心な商品の選び方・表示の見方 ４４．４ ５６．５ ５8．５ ５９．３ 60．7 ５７．９ ６0．４ ５６．９
契約のルールや取引のトラブル防止策 51．1 50．0 46．9 48．5 ３５．６ ３９．７ ３0．２ ３３．３
家計の管理、生活設計 ４２．２ 57．6 50．0 49．5 ３９．３ ２６．8 ２３．９ ２３．５
環境に配慮した生活 ２8．９ ２0．７ ２１．５ ２７．３ ２７．0 34．9 ３３．３ ２９．４
情報通信の有効活用、安全確保 51．1 ３１．５ 49．2 46．9 46．6 ３６．４ ２２．６ １７．６
製品事故や取引被害に遭ったときの
解決手段 ４２．２ ３２．６ 44．6 ３６．６ ４１．７ ３７．３ ２９．６ ３１．４

その他 2．2 0．0 0．8 １．0 １．8 0．0 １．３ ２．0
無回答 0．0 0．0 ２．３ 0．0 １．２ ４．8 ９．４ １５．７

図表32　［消費者アンケート］参加したい消費者教育・啓発の内容について

（年代別　単位：％）

　　ウ�　契約のルールや取引のトラブル防止策に関する消費者教育への参加経験（44. 1％）が、
消費者庁が実施（平成26年）した全国調査（74. 9％）と比較して低いこと、トラブルに備
えた行動に関心が低いことから、消費者教育の強化が必要といえます。

51.7%

49.8%

44.1%

32.4%

27.5%

15.8%

1.8%

4.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

安全・安心な商品の選び方・表示の見方

環境に配慮した生活

契約のルールや取引のトラブル防止策

情報通信の有効活用、安全確保

家計の管理、生活設計

製品事故や取引被害に遭ったときの解決手段

その他

無回答

≪その他≫
 ・製品事故にあわないための
　適切な扱い方。
・ワンクリック詐欺や訪問販売
　の時の対応など。
・小学校の時の工場見学

74.9%

52.8%

41.5%

36.9%

36.5%

16.9%

1.5%

0.2%

0.0% 40.0%30.0%20.0%10.0% 50.0% 80.0%70.0%60.0%

契約のルールや取引のトラブル防止策
（例えばクーリング・オフの仕方）

安全・安心な商品の選び方・表示の見方

環境に配慮した生活
（例えば環境に配慮した製品の購入やゴミの減量）
製品事故や取引被害に遭ったときの解決手段

（例えば相談機関の情報）
情報通信の有効活用、安全確保

（例えばインターネット、携帯電話の安全な利用法）

家計の管理、生活設計

その他

無回答

図表33　［消費者アンケート］参加したことがある消費者教育・啓発の内容について

図表34　［消費者庁全国調査］ 受講したことがある消費者教育・啓発の内容
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かなり
心掛けている

21.9

5.8

12.9

9.5

23.2

10.4

ある程度
心掛けている

58.9

31.2

36.7

37.7

44.5

41.7

どちらとも
いえない

11.5

32.8

26.5

26.1

18.0

29.5

あまり
心掛けていない

4.1

22.7

15.9

17.8

8.4

11.7

全く心掛けて
いない

0.2

3.6

3.6

4.5

2.0

2.6

無回答

3.2

4.0

4.4

4.6

4.0

3.9

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

凡例

表示や説明を十分確認し、その内容を
理解した上で商品やサービスを選択する

トラブルに備えて、対処方法を
あらかじめ準備・確認する

商品やサービスについて
問題があれば、事業者に申し立てを行う

ライフステージや景気・物価の
変化等、将来を見通した生活設計を考える

個人情報の取扱いに注意し、
情報が流出しないように適切な行動をとる

環境に配慮した商品や
サービスを選択する

意識率

80.8

37.0

49.6

67.7

52.1

※意識率：「かなり心掛けている」と「ある程度心掛けている」の合計値。

47.2

図表35　［消費者アンケート］消費者として行動するときに心掛けていることについて

　　エ�　消費者教育の実施は、若年層は学校での授業、高齢層は地域活動、中間年齢層には職場
での体験実績が高く、それぞれの場における消費者教育が有効であることがいえます。

27.5% 

20.5% 

12.5% 

9.8% 

9.7% 

6.3% 

6.3% 

4.6% 

2.1% 

38.6% 

7.3% 

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0%
 小・中学校、高等学校の授業（家庭科、

社会科等）、課外授業、施設・工場見学等 

消費生活に関する本やパンフレット等を読んだ 

職場での講習会・勉強会等 

 事業者主催の講演会・講習会、
施設・工場見学会等  

 地域での消費生活に関する講演会・
講習会、勉強会、施設・工場見学会等 

大学・専門学校等の講義、オリエンテーション等 

 事業者主催の衣食住などの
暮らしに関する展示などのイベント 

 行政主催の消費生活に
関する情報の展示などのイベント 

その他 

 消費者教育・啓発に参加
もしくは経験したことがない 

無回答 

≪その他≫  

・テレビのドキュメントで見た 
・地域の役員として動く時に参加する。 
・興味はあるが時間がとれない。その情
　報もなかなか目につかず、残念に思う。 
・余り機会がない。 

・新聞、ＴＶ 

１0代 ２0代 ３0代 ４0代 ５0代 ６0代 ７0代 80歳以上
全体（件数） ６２ １１６ １６５ ２３９ ２0２ ３0４ ２４３ １１２
小・中学校、高等学校の授業（家庭科、
社会科等）、課外授業、施設・工場見学等 90．3 66．4 47．9 32．6 ２0．8 １0．５ ７．４ １３．４

大学・専門学校等の講義、オリエンテー
ション等 ６．５ 26．7 12．7 ５．９ ４．５ １．３ １．６ ３．６

地域での（消費生活センター・消費者団
体等の）消費生活に関する講演会・講
習会、勉強会、施設・工場見学会等

１．６ １．７ ３．0 ７．５ １0．９ １0．９ 18．9 １２．５

事業者主催の講演会・講習会、施設・
工場見学会等 １．６ ２．６ １１．５ １0．0 14．4 ７．６ １２．8 １0．７

職場での講習会・勉強会等 １．６ １１．２ 21．8 １３．8 22．3 １１．５ ５．8 ３．６
行政主催の消費生活に関する情報の展
示などのイベント 0．0 0．９ ３．0 ２．１ ４．0 ６．３ 8．6 ６．３

事業者主催の衣食住などの暮らしに関
する展示などのイベント 0．0 ４．３ ７．９ ２．９ 10．9 ５．６ ９．５ ３．６

消費生活に関する本やパンフレット等
を読んだ １２．９ １２．１ １３．３ １９．７ ２４．8 ２３．４ 26．3 １７．９

その他 0．0 0．0 １．8 ２．５ １．５ １．３ 4．1 ３．６
消費者教育・啓発に参加もしくは経験
したことがない ６．５ ２１．６ ３8．8 ４３．５ ３６．６ 47．4 ４１．２ ３６．６

無回答 0．0 0．９ 0．0 ４．６ ４．５ 8．６ １１．５ ２７．７

図表36　［消費者アンケート］参加したことがある消費者教育・啓発の機会について

（年代別　単位：％）
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　　オ�　事業者の消費者に対する経営意識や法令遵守・情報開示の意識を高めることによって、
従業者を含め事業者自体の消費者志向経営が図ることができると見込まれます。

知っている
35.7%

知らない
42.0%

無回答
22.3%

行っている
16.4%

行っていない
59.4%

無回答
24.2%

図表37　［事業者アンケート］
　　　　「公益通報者保護制度」の認知について　　

図表38　［事業者アンケート］
　　　　「公益通報者保護制度」の理解促進について

34.9%

27.9%

22.5%

19.3%

17.1%

8.1%

7.8%

4.4%

1.5%

0.7%

28.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

公益のためになる制度だと思う

コンプライアンスの推進となる

制度についてより深い理解が必要

内部告発ができやすい環境づくりに役立つ

内部告発の精神的なバックアップになる

企業にとって有益な制度である

企業としてどう取り組めば良いかわからない

機能するとは思わない

企業にとってはデメリットな制度である

推進したくない

無回答

図表39　［事業者アンケート］「公益通報者保護制度」の意義について

　　カ�　インターネットに対する安心感が総じて低く、高度情報化に対応した消費者教育が必要
といえます。（ｐ12　図表18を参照）

　　
　　キ�　事業者の社会的責任を追求した法令遵守の姿勢や、事業者の社会貢献度を消費者が余り

評価しておらず、より良い事業者の育成を消費者が消費行動により積極的に行っていくこ
と、消費者自身が、他の消費者のために行動したり、行政の事業者への行政処分のきっか
けを作るといった意識が低いことから、消費者が消費行動を社会的責任を持って積極的に
行う、消費者市民社会への参画意識の醸成が必要といえます。

　　　　　

62.2%

55.0%

49.1%

43.7%

39.3%

23.9%

18.1%

2.2%

8.2%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

親身になって相談に応じてくれる

相談すれば解決する

他の人が同様の
被害に遭わないようにする

被害を受けて失った
金銭等を取り戻せる

事業者に行政処分をしたり、
処罰したりするきっかけとなる

他の相談機関では
解決しなかったことが解決できる

消費生活上の情報を入手できる

その他

無回答

≪その他≫
・自分自身では考えられない点を教えてもらえること。
・自分だけなのか、他の方もいるのかによって心の傷が
　小さくなる気がする。 
・他機関（警察等）との緊密な連携、情報共有。 
・期待していない。 

図表40　［消費者アンケート］消費生活センターに相談する理由について
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60.6%

55.0%

52.9%

48.4%

19.5%

16.8%

1.3%

1.0%

0.0% 40.0%30.0%20.0%10.0% 50.0% 70.0%60.0%

他の人が同様の被害に遭わないようになる

相談すれば解決する

被害を受けて失った金額等を取り戻せる

事業者を行政処分にしたり、
処罰したりするきっかけとなる

他の相談機関では
解決しなかったことが解決できる

消費生活上の情報を入手できる

その他

無回答

図表41　［消費者庁全国調査］消費生活センターに相談する理由について

68.8%

44.6%

32.3%

26.7%

13.7%

10.9%

10.9%

10.5%

10.0%

9.3%

6.5%

5.1%

2.2%

1.1%

13.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

安全性の高い商品・サービスの提供

修理などのアフターサービスの実施

商品・サービスによる事故やトラブル発生時の対応

誰にでも使いやすい商品・サービスの提供

環境に配慮した商品・サービスの提供
従業者に対する消費者対応についての

教育・訓練
商品・サービスについての説明や表示

リコールや事故の情報の開示

個人情報保護のためのマニュアル整備

法令や条例を守った上での企業経営
品質管理を適切に行う体制
（ＩＳＯの取得など）

消費者の志向や意見を参考にした
商品の開発や販売体制整備

消費者とのコミュニケーションの充実

外国人への配慮（外国語対応など）

無回答

図表42　［消費者アンケート］事業者に積極的に取り組んでほしいことについて

41.8%

23.7%

17.3%

14.9%

13.9%

11.7%

11.0%

9.5%

9.5%

9.1%

8.5%

6.1%

0.7%

0.3%

31.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

安全性の高い商品・サービスの提供

法令や条例を守った上での企業経営

商品・サービスについての説明や表示

環境に配慮した商品・サービスの提供

誰にでも使いやすい商品・サービスの提供

修理などアフターサービスの実施

商品・サービスによる事故やトラブル発生時の対応

消費者とのコミュニケーションの充実
消費者の志向や意見を参考

にした商品の開発や販売体制整備
個人情報保護のためのマニュアル整備

従業者に対する消費者対応についての教育・訓練

品質管理を適切に行う体制（ＩＳＯの取得など）

外国人への配慮（外国語対応など）

リコールや事故の情報の開示

無回答

図表43　［事業者アンケート］重視している取組について
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21.5%

15.1%

13.5%

11.0%

7.8%

5.9%

1.7%

1.9%

34.2%

23.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%

地域のコミュニティ行事等への参加・協力

環境美化・環境保全活動

災害等における被災者や被災地への支援

学校教育等への協力
（講師派遣や事業所見学の受け入れなど）
一般消費者を対象とした講習会等の
実施（商品の宣伝が主であるものを除く）

高齢者等の見守り活動

海外支援活動

その他

特にない

無回答

≪その他≫
・リサイクル活動
・子育て支援
・障害者支援
・交通事故削減取組
・児童の見守りなど

図表44　［事業者アンケート］社会・地域活動について
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Ⅲ　第 ２ 次基本計画
１ 　基本目標
　　消費者が主役となる社会の形成－消費者被害のない社会と消費者市民社会の構築を目指して－

自立した消費者一人一人が消費者力を生かし、合理的意思決定や商品・サービスの選択な
どの行動をすることによって、消費者が主役となって、安全な商品・サービスを安心して消
費できる消費者被害のない社会を形成します。

また、消費者が社会の一員として、地域の活性化や雇用なども含む、人や社会、環境に配
慮した消費行動を行うことにより、消費者市民社会の構築を目指します。

２ 　基本計画の柱

　　 消費生活の安全・安心の確保
消費者施策の推進及び地域連携ネットワークの構築により、消費者が商品・サービスに

関する正確で十分な情報を入手でき、取引が適正に行われるよう、消費者の視点に立った
安全・安心な取引環境づくりを確立します。

　　 消費者の被害の救済
仮に被害が発生した場合でも、消費者が気軽に消費生活センターに相談し、消費者から

の相談への支援や事業者とのあっせん等により、適切・迅速な救済が行われるよう、消費
生活問題の解決のための環境を構築します。

　　 消費者力の向上（消費者教育推進計画）
被害の発生について分析した要因を被害の拡大・再発防止に生かすため、消費者への啓

発や教育を行い、消費者力のある消費者の育成に重点を置き、消費者自身が一層豊かな消
費生活を営むことが可能になるよう、消費者力の向上を図ります。

また、消費者力の向上により、消費者が、自らの消費生活に関する行動で、現在と将来
の世代にわたって社会経済情勢や地球環境に影響を及ぼし、公正で持続可能な社会の形成
に積極的に参画する「消費者市民社会」につなげていきます。
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３ 　基本計画の基本目標と概念図

消費者が主役となる社会の形成
－消費者被害のない社会と消費者市民社会の構築を目指して－（概念図）

※　倫理的消費
　地域の活性化や雇用などを含
む人や社会、環境に配慮した消
費行動で、消費者それぞれが各
自にとっての社会的課題の解決
を考慮したり、そうした課題に
取り組む事業者を応援しながら
消費行動を行うこと

消費者被害の
救済

（相談・あっせん等
問題解決のための
環境整備）

安全・安心の
確保

（安全・安心な
取引環境の確立）

被害発生

合理的
意思決定

要因分析の
反映

啓発・教育

消費者力の
向上

（消費者の育成）

消費者被害の
ない社会

（消費者が合理的に
選択・行動するととも
に、被害に遭っても救
済される社会）

消費者市民社会
（公正で持続可能な
社会の形成のために
積極的に消費者が関
与する社会）

倫理的消費 ※

安全・安心な取引環境の確立、消費者被害の救済、消費者力の向上が
循環し、消費者への啓発や教育、消費者の倫理的消費行動により、「消
費者被害のない社会」の形成と、「消費者市民社会」の形成を目指します。
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４ 　重点課題
（ １ ） 地域づくり

高齢者等被害に遭いやすい消費者の安全・安心な消費生活の確保のための地域連携
Ⅱ－ ２ －（ １ ）でも記述したように、本市の高齢化率は今後も上昇が見込まれており、高齢

消費者の増加が予測されます。また、Ⅱ－ ３ －（ ２ ）で平成25年度から平成28年度の ４ 年間の
本市の相談状況で分析したとおり、70歳以上の高齢者の相談の割合は、相談件数のうちでも
年代別で最高の割合であり、60歳代を含めると約 ４ 割を占めています。

さらに、Ⅱ－ ４ の消費生活アンケートによる消費者意識を見てもわかるように、被害が多
い70歳代の高齢者が消費生活への不安感が希薄であり注意が必要なこと、高齢者については、
独居化も影響し、消費生活の問題について家族に相談する割合が減少し、地域の人や行政に
相談する割合が高くなるなど、地域ぐるみでの対応が必要になってきます。

加えて、Ⅱ－ ２ －（ ２ ）、（ ３ ）でも記述したように、高齢者の消費者被害が増加している背
景には、国際化・グローバル化、情報化の進展など、高齢者が経済社会状況の変化に対応で
きないなどの状況も考えられます。

こうした中、消費生活の被害を防止するためには、行政、ＮＰＯ法人、民間機関などが協
働し、地域の連携や、人々のネットワークを構築することによって、見守り体制づくりを行
うことが重要になっています。

平成28年 ４ 月 １ 日に施行された改正消費者安全法においても、地方公共団体は、消費者の
安全確保のための取組を効果的かつ円滑に行うため、関係機関により構成された「消費者安
全確保地域協議会」を組織することができる旨が定められました。

これらのことから、消費者行政の役割として、行政規制という公助に加えて、行政が中心
となって、新たに地域連携により共助、互助の体制づくりを行い、高齢者等被害に遭いやす
い消費者の安全・安心な消費生活の確保を図っていく必要があります。

（ ２ ）「地域づくり」・「人づくり」のための行政体制の強化
消費者被害の未然防止・拡大防止のための環境づくりと相談・支援の資の向上
消費生活センターにおける、ここ数年の苦情・相談の受付件数は減少傾向にありますが、

Ⅱ－ ３ －（ ２ ）－アにも示したように、人口千人当たりの消費生活相談件数を政令指定都市で
比較すると、依然として相談件数が多いことがわかります。

また、消費者からの相談内容を見ると、Ⅱ－ ３ －（ ２ ）－エでも示したように、近年は通信
機器が普及する中、携帯電話のスマートフォンへの移行により、消費者一人一人がインター
ネットにアクセスする機会も増え便利になった反面、トラブルに巻き込まれるケースが増加
しています。

加えて、通信環境に関する機器・サービスも多様化し、契約の複雑化に伴って関連した相
談も増加しています。

さらに、Ⅱ－ ３ －（ ２ ）－カでも示したように、消費者を欺く商法は日に日に巧妙化し、消
費者被害を複雑化・多様化・深刻化させています。

このように消費者からの相談は、社会経済の変化に伴って目まぐるしく変化しており、消
費者が変化に対応し難い状況や事業者との情報の格差が生じやすくなることから、その格差
を無くしていくための行政の対応が必要です。

消費者被害を未然防止するためには、法令を所管する行政機関の連携により、事業者が法
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的規制に違反するなどの不適正取引行為を行った場合に、事業者への指揮監督、指導や処分
が適切に行われなければなりません。

また、消費者被害が発生した場合には、直ちに消費者への相談・支援が必要であるととも
に、日頃から相談・支援の資の向上に努めることが必要です。

消費生活相談業務は、情報・交渉力が不足する消費者を支援するため、相談員が消費者と
事業者の間に入って苦情の解決に向けてあっせん処理を行うことが求められており、相談員
のあっせん処理能力の向上が重要な課題です。

Ⅱで記述したように、現代社会は、高齢化、国際化・グローバル化、高度情報化する中、
消費生活に関する問題は、多様化・複雑化・深刻化するとともに、日々新たな問題が起きて
おり、経済社会の変化に対応していく必要があり、行政による不適正取引を行う事業者への
働きかけや、相談員の知識・技能等の維持・向上を始めとした相談業務の質の向上は、すな
わち、消費者の生命・財産に係る被害救済に直結する問題です。

行政体制を強化することにより、消費者被害の未然防止・拡大防止につながることはもと
より、消費生活センターが消費者にとって頼りになる相談窓口であることの実績を上げるこ
とで、実質的に消費生活センターの周知と被害防止を喚起する情報提供が可能となります。

（ ３ ） 人づくり
消費者力向上に向けた消費者教育の充実
Ⅱ－ ３ で記述したとおり、年代によって消費者被害は異なる特徴があり、消費者被害を未

然に防止するためには、小児期から高齢期に至るまでの生涯を通じて、それぞれの時期に応
じ、また、学校、地域、家庭、職域など様々な場において消費者教育を推進していく必要が
あります。

特に、Ⅱ－ ２ －（ １ ）で記述したように、現在本市の高齢化は急速に進展しており、不安を
持った高齢者や、孤立しがちな高齢者からの消費者問題の相談は約 ４ 割を占め、高齢者の被
害を未然に防止することは、消費者被害の最大の課題であり、高齢者に対する消費者教育が
不可欠です。

また、Ⅱ－ ２ －（ ４ ）で記述したように、現在国において、成年年齢を現行の20歳から18歳
に引き下げる民法改正の検討が行われており、消費者被害が低年齢化する危険が指摘されて
います。こうした中、学校において未成年者のうちから、消費者教育を充実・徹底し、消費
者として若年者の自立を促すことが急務といえます。

消費者が安心して、安全・安心で豊かな消費生活を営むことができる社会を実現するため
には、消費者自身が合理的な意思決定を行い、被害を認識し、危害を回避し、被害に遭った
場合に適切に対処することができる能力を身に付けることが重要であり、「自ら考え自ら行
動する」自立した消費者の育成が喫緊の課題です。

さらに、ＧＤＰの ５ 割以上を個人消費支出が占めているという現状を見ると、消費者の日々
の意思決定や行動が、経済社会に大きな影響を与え、経済社会の在り方を決定するといって
も過言ではない中、被害に遭わない消費者、合理的意思決定ができる自立した消費者の育成
にとどまらず、社会の一員として、経済社会の発展をけん引し、質の高い市場の形成のため
に、積極的に関与する消費者を育成する教育が不可欠となっています。

Ⅱ－ ２ －（ ５ ）にも記述したように、「消費者教育の推進に関する法律」が平成24年12月に
施行され、消費者が自らの消費生活に関する行動が、現在及び将来の世代にわたって内外の
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社会経済情勢及び地球環境に影響を及ぼし得るものであることを自覚して、公正かつ持続可
能な社会の形成に積極的に参画する社会、すなわち『消費者市民社会』についての理解や関
心を深めるための消費者教育を国としても推進しているところです。

特に、持続可能な社会を形成する上では、消費者が大量生産、大量流通、大量消費、大量
廃棄の経済の流れの主体であり、環境、資源エネルギー等に与える影響を自覚することが必
要であり、様々な消費者問題、社会問題への対応やその問題解決に主体的に関わり、消費者
市民社会の形成に参画することが重要です。

５ 　基本計画の体系（　　　、太字は施策）

消
費
生
活
の
安
全
・
安
心
の
確
保

消
費
者
の
被
害
の
救
済

消
費
者
力
の
向
上

消
費
者
教
育
推
進
計
画

（１）消費者教育の推進の必要性
ア　消費者教育の意義
イ　消費者市民社会
ウ　学校における消費者教育
エ　教員アンケート

（２）様々な場・ライフステージにおける消費者教育の取組
ア　学校
イ　地域
ウ　家庭
エ　職場

（３）啓発活動
ア　消費者力向上キャンペーン
イ　情報紙の発行
ウ　各種啓発活動

（４）消費者団体の育成・支援

（１）相談体制
ア　相談受付
イ　広域連携

（２）相談の質の向上
ア　有資格相談員の確保
イ　相談員の研修
ウ　事業者へのあっせん
エ　他の専門相談機関との連携

（３）消費生活センターの周知と身近な消費生活センターの実現
ア　消費生活センターの周知
イ　多重債務問題

（４）消費者意見の反映、消費者紛争・訴訟への支援
ア　消費者の意見・要望等の把握
イ　消費者紛争・訴訟への支援
ウ　消費者団体訴訟

（１）危害・危険防止
ア　事故の防止・原因究明のための取組
イ　食品等の安全性の確保
ウ　住まいの安全性の確保

（２）自主的かつ合理的な選択ができる取引環境の確保
ア　表示・規格・計量等の適正化
イ　生活関連物資の安定供給

（３）事業者への働きかけ
ア　国・県と連携した事業者指導等

（４）安全・安心な地域づくり
ア　地域連携による安全・安心な環境づくり
イ　高齢者及び障害者等の権利擁護の推進
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条例の目的（第1条）
市民の消費生活の安定及び向上の確保

条例の基本理念（第2条）
市民の消費生活における基本的な需要が満
たされ、その健全な生活環境が確保される
中で、次のことが消費者の権利であることを
尊重するとともに、消費者の自立を支援する
ことを基本として消費者施策を推進する。

基本計画（第7条の2）
市長は、消費者施策の推進に関する基本的
な計画（基本計画）を定めるものとする。

）

広島市消費生活条例 基本計画の体系 基本目標と概念図

消費者が主役となる社会の形成

－消費者被害のない社会と
消費者市民社会の構築を目指して－

安全・安心な取引環境の確立、消費者被害の救
済、消費者力の向上が循環し、消費者への啓発
や教育、消費者の倫理的消費行動により、「消
費者被害のない社会」の形成と、「消費者市民
社会」の形成を目指します。

※倫理的消費 :地域の活性化や雇用などを含む人や社
会、環境に配慮した消費行動で、消費
者それぞれが各自にとっての社会的課
題の解決を考慮したり、そうした課題
に取り組む事業者を応援しながら消費
行動を行うこと

太字は重点課題に掲げた重点施策

消費者の権利の尊重、消費者の自立の支援

＜６つの消費者の権利＞

（　）内：条例の体系

（ ）

（

（危害の防止）

１ 消費者の安全が確保される権利

３ 消費者に対し必要な情報が提供
　 される権利

（消費者の意見の反映等）

５ 消費者の意見が消費者施策に
　 反映される権利

（消費者の被害の救済）

６ 消費者に被害が生じた場合には
 　適切かつ迅速に救済される権利

 表示等の適正化
 不当な取引行為の防止
 物価の安定

２ 商品及び役務について消費者の
　 自主的かつ合理的な選択の機会
　 が確保される権利

 啓発活動及び教育の推進
 消費者団体の自主的な活動の促進

４ 消費者に対し必要な教育の機会が
　 提供される権利

（１）危害・危険防止
　ア　事故の防止・原因究明のための取組
　イ　食品等の安全性の確保
　ウ　住まいの安全性の確保
（２）自主的かつ合理的な選択が
　　 できる取引環境の確保
　ア　表示・規格・計量等の適正化
　イ　生活関連物資の安定供給
（３）事業者への働きかけ
　ア　国・県と連携した事業者指導等
（４）安全・安心な地域づくり
　ア　地域連携による安全・安心な
　　　環境づくり
　イ　高齢者及び障害者等の権利擁護の
　　　推進

１ 消費生活の安全・安心の確保

消費者の現状と実態

○高齢化
　高齢化率の上昇、３Ｋの不安（お金、健康、
孤独）、「消費者安全法」改正（消費者安全確
保地域協議会の設置、相談員の国家資格化な
ど相談の質の向上）
○国際化・グローバル化
　市場の輸入商品の増加、インターネットで海
外との直接取引
○情報化
　情報通信技術の進展、情報通信機器・サービ
スの急速な普及
○成年年齢引下げの動き
　未成年者保護の見直し、若年者への消費者教
育の必要性
○持続可能な社会の形成に参画する消費者
　（消費者市民社会）
　「消費者教育の推進に関する法律」の制定
　公正かつ持続可能な社会の形成を担う消費者
行動（個人消費支出：ＧＤＰの５割超）

消費者行政を取り巻く状況

○消費生活相談の件数
　依然として多い相談件数
○高齢者からの相談
　総相談件数の約４割は高齢者から
　在宅時間の長さがターゲットとなる
○若年者からの相談
　成年年齢に達した途端に消費生活相談が増加
○情報通信に関する相談
　情報通信関連の相談が年齢を問わず増加
○特定商取引等特殊販売に関する相談
　相談の約半数が特定商取引等特殊販売
　県との連携が必要
○悪質化・巧妙化する商法
　常に変化する消費者を欺く商法

広島市の消費生活相談の状況

○授業科目の垣根を越えた消費者教育の実施手
法の検討が必要
○学校の授業段階に応じたニーズに対応し、教
材の作成や具体的な授業モデルの提案等が必
要
○教員の消費者教育の学習機会へのニーズは高
く、教員が参加しやすい環境で実施すること
が必要

消費者教育に関する教員アンケート結果

○悪質商法等の被害に遭いやすい高齢者が、消
費者トラブルの相談先として、地域の人を頼
りにする傾向が高い
○行政の事業者への積極的な働きかけが求めら
れている
○消費生活センターの認知度が顕著に低く、周
知が必要
○潜在的な消費生活相談ニーズは高く相談受付
体制の充実が必要
○消費者教育の遅れが懸念され、強化が必要
○消費者教育は、若年層は学校の授業、中間年
齢層は職場、高齢層は地域活動が効果的
○消費者行動で積極的な社会参画を行う消費者
市民社会への意識の醸成が必要

消費者・事業者への消費生活に関するアン
ケート結果

（１）相談体制
　ア　相談受付
　イ　広域連携
（２）相談の質の向上
　ア　有資格相談員の確保
　イ　相談員の研修
　ウ　事業者へのあっせん
　エ　他の専門相談機関との連携
（３）消費生活センターの周知と
　　 身近な消費生活センターの実現
　ア　消費生活センターの周知
　イ　多重債務問題
（４）消費者意見の反映、消費者紛争・
　　 訴訟への支援
　ア　消費者の意見・要望等の把握
　イ　消費者紛争・訴訟への支援
　ウ　消費者団体訴訟

２ 消費者の被害の救済

（１）消費者教育の推進の必要性
　ア　消費者教育の意義
　イ　消費者市民社会
　ウ　学校における消費者教育
　エ　教員アンケート
（２）様々な場・ライフステージに
　　 おける消費者教育の取組
　ア　学校
　イ　地域
　ウ　家庭
　エ　職場
（３）啓発活動
　ア　消費者力向上キャンペーン
　イ　情報紙の発行
　ウ　各種啓発活動
（４）消費者団体の育成・支援

消費者教育推進計画
３ 消費者力の向上

重
点
課
題
の
絞
り
込
み
と
重
点
目
標
の
設
定消費者被害の

救済
（相談・あっせん等
問題解決のための
環境整備）

安全・安心の
確保

（安全・安心な
取引環境の確立）

被害発生

合理的
意思決定

要因分析の
反映

啓発・教育

消費者力の
向上

（消費者の育成）

消費者被害の
ない社会

（消費者が合理的に
選択・行動するととも
に、被害に遭っても救
済される社会）

消費者市民社会
（公正で持続可能な
社会の形成のために
積極的に消費者が関
与する社会）

倫理的消費（※）

重点課題と重点目標

高齢者等被害に遭いや
すい消費者の安全・安心
な消費生活の確保のた
めの地域連携
○高齢化率の上昇
○高齢者からの消費生活
相談が約４割
○在宅時間の長さがター
ゲットの被害が多数
○地域の人を頼りにす
る高齢者
○地域活動の中で効果的な
高齢者への消費者教育
○「消費者安全法」の改正
　（消費者安全確保地域
協議会の設置）

重点目標

地域づくり

★消費者安全確保地域協議会
の設置
　行政、消費者、事業者、地
域団体等関係団体で構成

★地域連携による見守り力
の向上
　見守りネットワークの
構築、活動マニュアル
の作成と活用

★消費生活サポーターの
　育成
★消費生活協力団体の育成

重点課題

消費者被害の未然防止・
拡大防止のための環境
づくりと相談・支援の質
の向上
○消費生活問題の多様
化・複雑化・巧妙化
○依然として多い消費生
活相談件数と相談へ
のニーズの高さ
○求められる事業者へ
の積極的な働きかけ

○消費生活センターの認
知度の向上の必要性

○「消費者安全法」の改正
　（消費生活相談員国家
資格化・責任の明確化）

重点目標

｢地域づくり｣・｢人づくり｣のための行政体制の強化

★事業者への働きかけ
　国・県との連携による
指導等

★「地域づくり」・「人づくり」
を行うための組織体制の
強化

★有資格相談員による質の
　高い相談
　　あっせん解決率の
　　維持向上
★相談の質の向上のための
　研修参加

★消費生活センターの
　認知度の向上

重点課題

★地域の見守りの主体となる
人材の育成

★消費者被害の未然防止

消費者力向上に向けた
消費者教育の充実
○「消費者教育の推進に
関する法律」の制定
○公正かつ持続可能な
社会形成を担う消費
者行動
　（消費者市民社会の確立）
○急速な情報化に対応し
た消費者教育の必要性
○高齢者の消費者被害
の未然防止
○若年層への消費者教
育の実施の緊急性
　（民法改正の検討：成
年年齢の引下げ）
○学校における消費者
教育の強化の重要性

重点目標

人づくり

★小・中・高等学校、特別
支援学校における消費者
教育の推進
★大学・専門学校における
消費者教育の推進
★地域における消費者教育
の推進
★情報化の進展に対応した
消費者教育の推進
★消費者市民社会の構築

重点課題

６ 　第 ２次基本計画の構成
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Ⅳ　計画の内容
１ 　消費生活の安全・安心の確保
（ １ ）危害・危険防止

消費者被害の中でも最も重大・深刻で緊急を要する問題は、消費者の生命・身体への危害
や危険を及ぼす問題です。このため、こうした問題が発生した場合には、一刻も早い情報収
集と、続いて被害が発生しないための情報提供、被害の原因究明とその対策が求められます。

消費者安全法では、生命・身体に影響するような重大事故等が発生した場合には、関係行
政機関や地方自治体等から消費者事故に関する情報を消費者庁に直ちに通知する義務が課せ
られています。

また、情報を収集・分析した消費者庁では、「事故情報データバンク」サイトへの掲載により、
インターネット上で簡単に検索・閲覧できるようにしているほか、地方自治体や関係事業者
への情報提供を行い、類似事故の発生防止、注意喚起を図っています。

　　ア　事故の防止・原因究明のための取組
　　（ア）的確かつ迅速な事故情報の収集と提供

生命・身体への危害や危険を及ぼす重大事故等（＊）について、消費生活センターが
収集し、消費者庁に通知した件数は、以下のとおりです。

年　度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

通知件数 12 12 ５ ３

こうした事故が発生すれば、取り返しのつかない大きな被害に発展してしまうことか
ら、類似の被害が続いて発生することを防ぐためにも、いち早い情報の入手と、情報の
公開が必須となります。

消費生活センターでは、身近な相談窓口として、こうした事故情報を連絡してもらう
よう消費者へ周知・啓発をしていくとともに、事故情報をホームページや情報紙、掲示
板へ掲載し、消費者への注意喚起を行うなどの対応を行うほか、緊急性・危険性が特に
高く、家庭用品の事故で国からも事業者へ強い回収指導がある場合については、消費生
活センターから地域の民生委員・児童委員協議会などを通じて、各戸へのリコール情報
の提供などを行います。

また、消費者庁では、商品に関する何らかの欠陥、不具合、又は品質上の理由等により、 
消費者が保有する商品に関して、事業者がその回収や無償修理など、又は注意喚起を行っ
ている情報を提供する「リコール情報サイト」を開設するとともに、登録者へのメール
サービスの発信をしており、これらの取組についての情報提供も消費生活センターで積
極的に行っていきます。

＊�重大事故等：消費者による、商品等・役務の使用等に伴い生じた事故で、死亡、負傷又は疾病（30日以
上の治療期間）、一酸化炭素中毒

　　（実施事業）
　　　●消費者庁への重大事故等の通知（市民局消費生活センター）
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　　　●�ホームページや消費生活情報紙、掲示等での消費生活の緊急情報の提供（市民局消費生
活センター）

　　（イ）事故原因の究明
事故原因の究明について、消費者事故等の通報や相談があった場合には、苦情処理テ

ストや商品テストが行える独立行政法人国民生活センターや独立行政法人製品評価技術
基盤機構（通称「ＮＩＴＥ」）に原因究明の調査を消費生活センターから依頼しています。

年　度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

商品テスト依頼件数 10 12 12 ９

なお、専門機関での調査結果については、相談者への個別回答を行うほか、不特定多
数の消費者に影響があると判断されたものについては、広く消費者への注意喚起や事業
者への商品改善要望などの措置が取られています。

消費生活センターは、消費者事故等の原因究明につながるように、収集した事故情報
を迅速かつ的確に調査専門機関に提供していきます。

　　（実施事業）
　　　●�商品テスト依頼による製品の性能・品質・欠陥等に対する原因究明の支援（市民局消費

生活センター）

　　イ　食品等の安全性の確保
重大事故等を除く生命身体事故等の中でも最も多いのが、食品による「中毒」です。食

品は消費者の毎日の生活に関わる商品であるとともに、身体に取り込むこと、健康被害に
直結するという点で、安全が重要視される商品です。

このため、消費者の関心も高く、食品の安全確保のための行政、事業者による対応が重
要です。

　　（ア）食品関係施設への監視・指導の実施
本市では、食品衛生法の規定に基づき、食品の生産・製造・流通状況や、食中毒や違

反食品などの食品衛生上の危害の発生状況を考慮して「広島市食品衛生監視指導計画」
を策定しています。

この計画に基づき、飲食店や販売店、食品製造施設などの食品関係施設に対し、食品
の種類や食中毒の発生状況、施設の規模などを考慮し、施設や食品取扱者の衛生管理、
食品などの取扱いについての立入検査を行っています。

また、市内で生産・製造・流通している食品、食品添加物などを検査し、安全性を確
認するとともに、検査結果を分析して衛生指導に活用しています。

立入検査や食品の検査などにより、製造基準などの違反を発見した場合は、違反の内
容に応じて、製造・販売の中止や製品を回収・廃棄させることにより、迅速に違反食品
の流通防止対策を実施し、原因究明、改善指導を行い、再発防止を図ります。
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食中毒の発生を探知した場合は、「広島市食中毒対策実施要領」に基づき、速やかに
患者の喫食状況・行動状況などを調査するとともに、関係施設の調査や食品などの検査
を行い、原因を究明します。原因施設を特定した場合においては、営業禁止などの行政
処分を行い、健康被害の拡大を防ぐとともに再発防止指導を行います。

食品の安全・安心を確保するためには、事業者が第一次的に責任を有していることを
認識し、自主的な衛生管理を実施することが重要であるため、衛生知識を普及・啓発す
ることにより、衛生意識の向上を図り、自主的な衛生管理を促進しています。

　　（実施事業）
　　　●食品関係施設への立入検査（健康福祉局食品保健課・食品指導課）
　　　●食品などの検査（健康福祉局食品保健課・食品指導課）
　　　●�食中毒等健康被害発生時の迅速・的確な調査等の実施（健康福祉局食品保健課・食品指

導課）
　　　　
　　（イ）食品衛生等に関する情報提供と知識の普及

市民の視点に立った食品衛生行政を推進するため、市ホームページやテレビ、リーフ
レットなどの様々な媒体を通じて、食中毒、食品安全、食品等の自主回収等の情報など、
食の安全・安心の確保に関する情報を発信します。

また、市民や事業者を対象とした講習会、事業者や事業団体との会議などで、食中毒
予防対策や食の安全・安心に関する事項について意見交換を行い、相互理解を深めると
ともに、今後の取組に反映させます。

そのほか、農林水産物については、広島市内で生産される“ひろしまそだち”産品を通
じた地産地消を推進することにより、安全・安心の確保に努めています。

具体的には、“ひろしまそだち”産品のうち農産物については、農薬安全使用基準の遵
守や栽培管理記録記帳の義務化に加え、国が推奨している食品安全、環境保全、労働安
全等の持続可能性を確保するための生産工程管理に関する取組である「GAP」として、
ひろしまそだち農業生産工程管理表を作成し、生産者にそれを普及することにより、産
品に対する信頼の確保を図ります。加えて、“ひろしまそだち”産品については、意見交
換会・産地交流会・料理講習会などの開催、直売やポップ表示による販売、生産者によ
る店頭販売など、顔の見える産地づくりの取組を充実させ、生産・流通・消費にわたる
相互理解と信頼関係の構築を図ります。

　　（実施事業）
　　　●食品衛生に関する講習会及び意見交換会の実施（健康福祉局食品保健課・食品指導課）
　　　●�市内で生産した新鮮、安心な“ひろしまそだち”産品の地産地消の推進（経済観光局農政課）
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　（ウ）医療の安全性の確保
医療は、人の生命・身体に関わるサービスであり、不適切なサービスを受けた場合の

被害は、他の分野に比べ著しいことからその安全性の確保は極めて重要です。
病院（病床数20床以上）、診療所（病床数19床以下又は無床）、助産所、歯科技工所、

施術所などの医療関係施設については、「医療法」、「歯科技工士法」、「あん摩マッサー
ジ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律」及び「柔道整復師法」（以下「医療法等」
という。）により、広島市内に開設された施設の開設後、変更時、廃止時等に、立入検
査や書類審査を行い、許認可等を実施しています。

また、定期的に医療関係施設に立ち入り、人員や清潔保持の状況、構造設備、診療録、
帳簿書類等の検査も行っています。違反があった場合には違反事項の改善や適正な申請
等を行うよう指示します。さらに、施設内でノロウイルスやインフルエンザ等の院内感
染が発生したときには、感染の拡大防止対策や患者に関する報告をさせ、感染した患者
と他の患者・院外からの来院者等を接触させないようにすることや院内各所の清潔保持
の徹底など感染の拡大防止を指示します。

さらに、広島市内の薬局、店舗販売業、卸売販売業等の薬事関係施設については、「医
薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」（以下「薬機法」
という。）により開設、変更等の際には、立入検査を行い、許認可等を実施しています。

その他、医薬品についてはリスクに応じた分類があり、そのリスクにより対応する資
格者、陳列場所等が定められており、こうした医薬品の管理・販売が適正に行われるよ
う薬事関係施設に定期的な立入検査を行っています。違反が認められた場合は、その改
善の指導や必要な処置（改善報告書徴収等）を行い、医薬品の管理・販売の適正化を図
ります。

　　（実施事業）
　　　●医療関係施設の開設等の許認可等（健康福祉局環境衛生課）
　　　●医療関係施設への立入検査（健康福祉局環境衛生課）
　　　●薬事関係施設の開設等の許認可等（健康福祉局環境衛生課）
　　　●薬事関係施設への立入検査（健康福祉局環境衛生課）

　　ウ　住まいの安全性の確保
生活の基本である「衣・食・住」の中で、住居は生活の安定を確保するために欠かせな

い場所であり、賃貸、購入にかかわらず、消費者にとってその選択は、重要な判断と決断
が必要となるとともに、その選択基準の最大の指標であり必須条件となるのが、安全性の
確保といえます。

建築物に関する相談には、欠陥住宅や工事不良などがあり、建築事業者による工事監理
や法令遵守が問題になる内容もあります。

また、近年は、自然災害の多発化や大規模化などもあり、住宅の安全性の確保について
の消費者の関心は高まっています。

　　（ア）安全確保のための支援等
「住宅を長く大切に使う」ことが求められていることや安全・安心に対する意識の高

まりなどから、住宅のバリアフリー化、省エネルギー化などのリフォームの需要が高まっ
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ています。このような中で、広島市では、住宅のリフォームを検討する方に、中立的な
立場の専門家（建築士等）である「アドバイザー」を派遣し、個々の居住ニーズや身体
状況等に応じた適切な助言を行う「広島市住まいのアドバイザー派遣」を実施しています。

また、住宅のリフォームや耐震化など住まいづくりに関する相談や、マンション管理、
不動産取引など住まいの法律に関する相談に、建築士・弁護士が助言等を行う住宅相談
を行っています。

さらに、主要な居住形態として定着しているマンションについては、一つの建物を多
くの人が区分して所有するため、区分所有者間の合意形成の難しさ、権利・利用関係の
複雑さ、建物構造上の技術的判断の難しさなど、多様な課題を有していることから、マ
ンション管理士がマンション管理の実務、維持管理、トラブル事例などを説明する分譲
マンション管理運営講座や、マンション管理士・建築士・弁護士等によるマンション管
理セミナーを開催し、マンション管理に必要な情報提供を行っています。

その他、住まいに関する補助・融資制度、税制等の情報をまとめた冊子「住まいのガ
イド」の作成や、住生活に関するイベントの開催等の機会を捉えて、住まいに関する情
報を提供します。

なお、行政による取組のみならず、広島においては、平成11年 ５ 月に、弁護士、建築
士の方々がメンバーとなり、「広島欠陥住宅研究会」が設立され、現地調査や欠陥住宅
被害110番等の欠陥住宅の被害救済活動が行われています。

消費生活センターは、同研究会の相談事業の会場の提供を行うとともに、日頃の消費
者からの相談において、欠陥住宅に関する専門的な見地が必要な場合には、同研究会を
紹介するなど、密接に連携して消費者の住まいの安全確保のための支援を行っていきま
す。

　　（実施事業）
　　　●住まいのアドバイザー派遣（都市整備局住宅政策課）
　　　●住宅相談の実施（都市整備局住宅政策課）
　　　●マンション管理セミナーの開催（都市整備局住宅政策課）
　　　●住宅に関する情報の提供（都市整備局住宅政策課）
　　　●欠陥住宅110番の実施支援（市民局消費生活センター）
　　　
　　（イ）災害予防のための情報提供と知識の普及

地震に対する住まいの安全性を確保するため、耐震化の促進にかかる、住宅の耐震診
断の実施に要する費用の一部を補助する「広島市住宅耐震診断補助事業」や、住宅の耐
震改修工事の実施に要する費用の一部を補助する「広島市住宅耐震改修補助事業」など
のほか、経済的な理由等で耐震改修が行えない戸建木造住宅に居住する高齢者や障害者
等を対象に、耐震シェルター等の設置費用の一部を補助する「耐震シェルター等設置補
助事業」を実施しています。

また、火災に対する住まいの安全性の確保については、住宅用火災警報器設置義務化
に伴い、ホームページ等を通じて、住宅用火災警報器の設置や既設の住宅用火災警報器
の適正な維持管理に関する啓発を行っています。
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　　（実施事業）
　　　◯新耐震シェルター等設置補助（都市整備局住宅政策課）
　　　●住宅耐震診断補助（都市整備局住宅政策課）
　　　●住宅耐震改修設計補助（都市整備局住宅政策課）
　　　●住宅耐震改修補助（都市整備局住宅政策課）
　　　●住宅用火災警報器の普及啓発（消防局予防課）
　　　
（ ２ ）自主的かつ合理的な選択ができる取引環境の確保
　　ア　表示・規格・計量等の適正化
　　（ア）表示・規格等の監視

正しい表示は取引を行う上での判断の基本となるものです。消費者は、商品を購入し
たり、サービスを利用したりする場合、その表示を基に選択しているため、その表示に
嘘や偽りがあると、自主的かつ合理的な選択ができなくなってしまいます。

このため、表示の規制、表示の義務化、品質保証のための表示の実施など、商品やサー
ビスに関する表示が各種法令により定められています。

家庭で使用する製品については、電気用品安全法（ＰＳＥマーク）や消費生活用製品
安全法（ＰＳＣマーク）、ガス事業法（ＰＳＴＧマーク）、家庭用品品質表示法に基づく
安全基準を満たした製品の表示や品質に関する表示について、各法令に基づき、主務大
臣の権限事務として市長名で市内の販売店に立入検査を行っており、違反があった場合
には、制度や法令遵守の対応について説明を行い、その後、直ちに主務大臣への報告を
行います。

食品表示については、食品表示法や健康増進法などに基づき、広島市内の食品製造業
者や販売業者に対し、アレルギー物質や原材料が正しく表示されているかどうか、虚偽
誇大な表示により健康の保持に関して消費者を誤った認識に導くような表示をしていな
いかどうか、立入検査などを実施して確認しています。違反があった場合は、適正な表
示に是正するなどの指導を行い、必要に応じて回収、業務停止などの措置を命令し、ま
た、市内に流通する食品に対し、表示されている内容に誤りがないかを確認するために、
食品の成分検査を実施しています。

また、医事については、医療法等に基づき、誇大広告や客観的事実であることを証明
できない内容の広告等は禁止されており、正確な情報を伝えられるよう、市内の医療機
関や歯科技工所及び施術所に対し、適正な広告表示を行わせるための点検調査や指導を
実施しています。

薬事に関する製品の広告表現については、「薬機法」の規制対象となり、虚偽又は誇
大広告が禁止されており、適正な広告を行うよう、市内の販売事業者等に対し、監視、
指導を実施しています。

その他、消費者から不適切な表示や広告等についての情報提供があった場合には、公
正取引委員会をはじめ、所管する行政官庁への問い合わせや連絡等を行い、表示の充実
と消費者の信頼の確保に努めます。

なお、広島市消費生活条例においては、商品、役務について品質、価格、事業者の名
称その他消費者が誤りなく選択するために表示すべき事項、表示の方法その他の表示に
関し事業者が遵守すべき基準（表示基準）を、広島市消費生活審議会の意見聴取をした
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上で、市長が定めることができるとしており、市独自の表示基準の必要性について今後
も検討していきます。

表示、規格等に関する主な法律と行政指導内容

関係法律 処分権限を持つ
行政機関　　　 主な行政規制の内容

不当景品類及び不当表示防止法（以
下「景表法」という。）

内閣総理大臣
（＊ １）
都道府県知事

指示、措置請求、合理的根拠
の提出要求、措置命令、その
他行政指導

食品表示法

内閣総理大臣
農林水産大臣
財務大臣（酒類）
広島市長
（＊ ２）

指示、公表、命令、
立入検査

健康増進法 内閣総理大臣
広島市長 勧告、命令、立入検査

家庭用品品質表示法
内閣総理大臣 指示、命令、報告聴取、

立入検査

広島市長 指示

食品衛生法 内閣総理大臣
広島市長

措置命令、営業の禁止、
許可の取消

医療法 広島市長 報告命令、立入検査、
改善命令

歯科技工士法 広島市長 報告命令、立入検査

あん摩マッサージ指圧師、はり師、
きゅう師等に関する法律 広島市長 報告命令、立入検査

柔道整復師法 広島市長 報告命令、立入検査

医薬品、医療機器等の品質、有効性
及び安全性の確保等に関する法律

厚生労働大臣
都道府県知事
広島市長

立入検査、命令

消費生活用製品安全法 主務大臣（＊ ３） 報告聴取、立入検査
改善命令、表示の禁止

電気用品安全法 経済産業大臣 改善命令、表示の禁止

ガス事業法 経済産業大臣 許可取消

＊ １ 　�内閣総理大臣は、景表法第33条で定める消費者庁長官（消費者庁長官が委任する公正取引委員会、金
融庁長官）に委任することができる。

＊ ２ 　�食品表示法第15条により、内閣総理大臣は消費者庁長官に、財務大臣は国税庁長官等に、農林水産大
臣の権限の一部は都道府県知事等に委任することができる。

＊ ３ 　消費生活用製品安全法第54条で定める製品製造に係る主務大臣
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　　（実施事業）
　　　●食品表示法に基づく食品表示の適正化事業（健康福祉局食品保健課・食品指導課）
　　　●健康増進法に基づく食品表示の適正化事業（健康福祉局食品保健課・食品指導課）
　　　●医事指導事業（健康福祉局環境衛生課）
　　　●薬事指導事業（健康福祉局環境衛生課）
　　　●�電気用品安全法、消費生活用製品安全法、ガス事業法、家庭用品品質表示法に基づく立

入検査（市民局消費生活センター）
　　　●広島市が定めるべき表示基準の必要性等についての検討（市民局消費生活センター）

　　（イ）適正な計量のための検査・指導
統一的で合理的な計量制度は、経済活動の便益と安全の確保を通じて、経済の発展等

に寄与するものです。
消費者基本法第13条において、「国は、消費者が事業者との間の取引に際し計量につ

き不利益をこうむることがないようにするため、商品及び役務について適正な計量の実
施の確保を図るために必要な施策を講ずるものとする。」と規定されています。

消費者と事業者の間の取引に係る計量については、特に適正な計量の実施の確保が要
請されます。

計量法では、「消費者が一方の当事者となる蓋然性の高い取引」について、商品の販
売に係る計量に関する規制を行ったり、使用する計量器の検定を行っています。

計量検査所においては、商店など取引に使用する「はかり」の定期検査を行うほか、
スーパー等へ立ち入り、内容量が表記してある商品の内容量の検査を行うとともに、有
効期限のある計量器（ガス、水道、電気、ガソリン、タクシーなどのメーター）の検査
を行い、公正な商取引の環境を整備していきます。

　　（実施事業）
　　　●「はかり」の定期検査（経済観光局計量検査所）
　　　●�量販店の商品の量目検査、有効期限のある計量器の検査等立入指導取締（経済観光局計

量検査所）
　　　●計量の普及啓発（経済観光局計量検査所）

　　イ　生活関連物資の安定供給
　　（ア）生活関連物資の調査

消費者が安心して消費生活を営むためには、生活関連物資が安定的に適正な価格で供
給されることが必要です。

特に日々の生活に欠かせない食品の価格は、天候のほか、国際情勢の変化などによる
輸入価格の変動など、様々な要因が関わっています。

このため、日常生活に関連の深い日用品や食料品の生活物資について、消費生活モニ
ターにより、価格動向や受給状況等の必要な調査を行うとともに、生鮮食料品等につい
ては、中央卸売市場における取引の適正化とその流通の円滑化に努めていきます。

また、災害時などの非常時には、流通網などの影響を受け、生活関連商品の安定した
供給ができず、物資の不足や価格の高騰が起きやすくなるほか、混乱に便乗した悪質な
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商法による価格の引上げなども生じます。
消費生活条例においては、生活関連物資の供給が著しく不足し、若しくは価格が著し

く上昇し、又はそのおそれがある場合において、市民の生活に重大な影響が及ぶと認め
るときは、当該生活関連物資を特別の調査を要する物資として指定（特定生活関連物資）
し、事業者がその円滑な流通を妨げ、適正な利益を著しく超える価格で販売していると
認めるときは、当該事業者に対し、これらの事業活動を是正するよう指導し、又は勧告
することとしています。

　　（実施事業）
　　　●物価の監視・調査（市民局消費生活センター）
　　　●特定生活関連物資の指定及び調査等（市民局消費生活センター）
　　　●�中央卸売市場における生鮮食料品等の取引の適正化及び流通の円滑化（経済観光局中央

卸売市場）

　　（イ）物価情報の提供
消費者が毎月の物価の推移をわかりやすく把握できるよう、広島市で実施した生活関

連物資の価格調査結果や、総務省統計局が実施・調査する広島市の費目別消費者物価指
数について、ホームページで情報提供します。

また、中央卸売市場での取引価格等の市況情報についてはホームページに掲載し、日々
の取引状況が把握できるようにしています。

　　（実施事業）
　　　●物価情報の提供（市民局消費生活センター）
　　　●中央卸売市場における生鮮食料品等の市況情報の提供（経済観光局中央卸売市場）

（ ３ ）事業者への働きかけ
　　ア　国・県と連携した事業者指導等
　　（ア）不当な取引行為に対する国・県との連携

新たな悪質商法が日々登場し、複雑・巧妙な手口で消費者の安全を害したり、多額の
財産被害を与える不正な取引が横行している一方で、従来から変わらない手口による消
費者の財産被害も後を絶ちません。

事業者の悪質性が高く、法令に違反するような取引行為については、事業者に対して
行政規制が行われます。

行政規制は、行政処分や刑事処罰などの不利益処分を伴うもので、関係各法令で定め
られた行政機関が権限を行使します。

不当な取引に関する消費者保護に関連する現行の法制度では、国や県が、資料の提出、
指示、勧告、回収命令、業務停止等、事業者への行政処分権限を執行しています。

このため、日頃の消費生活相談において、法による行政処分が必要な可能性がある情
報については、詳細な情報提供を国・県に行うことが必要です。

国・県との連携については、情報交換会への参加や、法令に基づく処分行政庁からの
被害情報の照会に対し、被害に遭われた消費者の方々が処分行政庁からの事情聴取に応
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じていただけるよう、本市から積極的に働きかけます。

　　　　消費者保護に密接な主な法規制

関係法律 処分権限を持つ
行政機関　　　 主な行政規制の内容

特定商取引に
関する法律

主務大臣（＊ １）
都道府県知事

合理的資料の提出制度（＊ ２）、
指示、業務停止

消費者安全法
内閣総理大臣

重大生命身体被害に係る事業者に対する
勧告、命令、譲渡等の禁止・制限、回収
等の命令
多数消費者財産被害事態に係る事業者に
対する勧告、命令

内閣総理大臣
都道府県知事等（＊ ３） 事業者からの報告徴収、立入検査

不当景品類及び
不当表示防止法 内閣総理大臣 措置命令、課徴金納付命令

＊ １ 　主務大臣とは、内閣総理大臣、経済産業大臣のほか特定商取引に関する法律第67条に定める大臣
＊ ２ 　�合理的資料の提出制度：事業者が広告の表示、勧誘時の説明が事実であることを裏付ける資料を提出

しない場合には、誇大広告、不実告知として指示や業務停止などの行政処分ができる制度
＊ ３ 　「等」は、消費生活センターを置く市町村長

　　（イ）広島市消費生活条例に定める不当な取引行為の禁止
「広島市消費生活条例」においては、不当な取引行為（＊）を禁止しており、苦情件

数が多数あるとともに、苦情が増加する傾向にあり、事業者が当該不当な取引を行って
いる信憑性が高いと認めるときは、文書等により取引行為の改善要請を行い、改善要請
後も不当な取引行為があると認める場合には、調査や事情聴取を行い、それでもなお事
業者が不当な取引を引き続き行うなどするときは、市長は、事業者に対し、当該不当な
取引を行わないよう指導し、又は勧告、公表する旨を定めています。

広島市では、まず、不当な取引行為が懸念されるような相談が複数あった場合には、
事業者に状況聴取や改善要求を行ったり、相談した消費者とともに事業者と協議（三者
面談）を行うことによって、実態を把握し、不当とはいえないまでも誤解を与えかねな
い取引行為については、取引行為の改善について事業者と協議を行い、事業者の活動の
是正を図ります。

その上で、是正が図れないような悪質なケースについては、文書による改善要請、調
査、指導、勧告、公表を行うこととしています。

なお、消費生活条例の運用については、今後とも相談情報を基にした対応を実施する
とともに、不当な取引行為の防止のための他都市の取組について調査・研究していきます。
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事業者からの事情聴取、三者面談の実績件数

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

事情聴取 28 63 18 31

三者面談 ７ ４ ６ ４

＊：不当な取引行為
・契約の締結を勧誘しようとして、消費者に迷惑を及ぼし、消費者を欺いて接触する行為
・契約の締結、勧誘に際し、契約等に関する事項を正確に認識することを妨げるおそれがある行為
・�契約の締結、勧誘に際し、消費者に害を与え、威迫し、困惑させる等自由意思の形成を妨げるおそれがあ

る行為
・消費者の利益を不当に害する内容の条項を含む契約等を締結させる行為
・消費者を欺き、威迫し、困惑させる等により、債務の履行を請求又は履行させる行為
・債務の全部又は一部の履行を不当に拒否し、又は遅滞させる行為
・法律上定められた消費者の権利の行使を妨げるおそれがある行為
・消費者の利益を不当に害することを知り、与信契約を勧誘、締結させる行為
・消費者の利益を不当に害する方法で、与信契約等に基づく債務の履行を迫り、又は履行させる行為

　【重点目標】
　　★悪質な事業者の指導に係る国・県との連携及び情報提供
　　★消費生活条例に基づく不当な取引行為への対応
　　★不当取引防止のための他都市の取組についての調査・研究

　≪達成目標≫
　　◆悪質事業者の行政指導に向け、国・県との連携を強化する

　　（実施事業）
　　　◯新�他都市における不当取引防止のための取組情報の収集及び分析（市民局消費生活セン

ター）
　　　●中国地方悪質事業者対策会議への参加（市民局消費生活センター）
　　　●国・県の関係機関との情報交換会への参加（市民局消費生活センター）
　　　●中国ブロック消費生活センター所長会議への参加（市民局消費生活センター）
　　　●事業者からの事情聴取、消費者を交えた三者面談の実施（市民局消費生活センター）
　　　●県生活センターとの情報交換（市民局消費生活センター）
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（ ４ ）安全・安心な地域づくり
　　ア　地域連携による安全・安心な環境づくり
　　（ア）消費者安全確保地域協議会の設置

近年増加している高齢者や障害者等の消費者被害の背景には、生活困窮や認知力の低
下、社会的孤立などの問題が潜んでいることも多く、被害を受けても被害者本人からの
相談ができず、対応が遅れることで被害がより拡大している面もあることから、これら
の問題に地域社会で取り組むことが必要です。

このような社会経済状況の変化、悪質商法の手口の巧妙化などを踏まえ、消費者被害
に遭いやすい人を把握し、地域のネットワークによる「見守り」や「消費者教育」を実
施し、消費者被害の早期発見と防止につなげていくことが喫緊の課題となっています。

このため、行政機関と民間機関が協働し、「地域連携」による被害防止対策を展開す
ることが重要となっており、平成28年 ４ 月 １ 日に施行された改正「消費者安全法」では、
「消費者安全確保地域協議会」（以下「地域協議会」という。）の設置について新たに定
められました（法第11条の ３ ～第11条の ６ ）。

この地域協議会の構成員には、消費者安全法第11条の ５ により秘密保持義務が定めら
れ、地域協議会の円滑な情報交換を可能にし、被害防止の実効性を確保できるようになっ
ています。

この新たな取組は、これまでの行政が行ってきた事業者への行政規制による被害防止
の方法ではなく、地域の官民連携によって消費者被害防止の体制づくりを行うという、
消費者施策の新たな展開を目指すものです。

具体的には、地域の構成員が、近隣の住人の消費生活上のちょっとした変化に「気付
き」、「声かけ」をし、「相談につなげる」という互助・共助の体制を作って、安全・安
心な地域づくりを行うことです。

こうした地域の互助・共助体制は、本市においても高齢者福祉、障害者福祉、地域福
祉、介護、防犯、自治活動、災害対応などの様々な目的で形成されつつあり、これら既
存のネットワークを活用しながら、日々の消費生活の見守りを実施していくことにより、
多様で柔軟性のある地域連携につながり、地域の結束の強化を図ることができます。

消費生活センターでは、これらの既存の地域ネットワークの市レベルの代表者を構成
員として全市ベースで地域協議会を設置し、それぞれのネットワークが主目的としてい
る行政施策や日頃の見守りの視点に消費者被害の未然防止の問題意識を持っていただ
き、そのために必要な情報や仕組み、消費生活センターに期待される役割等について意
見交換や具体的な取組を検討しながら見守り体制を構築し、安全・安心な地域づくりを
行っていきます。

さらに、民生委員・児童委員や地域包括支援センター、社会福祉協議会など見守りの
主体となる人への被害防止対策の研修などを行い、見守りのための人材育成を行ってい
きます。
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消費者安全確保地域協議会概念図

地方公共団体
(消費者行政担当課)

相談窓口

地域協議会
構成員間での情報共有

（個人情報保護法の例外）

高齢者等
３つの不安

「お金」 「健康」 「孤独」

警 察
保健所 教育機関

病 院 消費生活
協力団体

地域包括支援
センター

消費生活
協力員

消費生活センター
消費生活相談員

庁内連携

情報共有

情報共有 情報共有
※秘密保持義務を課す

※事業者、
　消費者団体等

※民生委員等

　【重点目標】
　　★消費者安全確保地域協議会の設置
　　★消費者安全確保地域協議会における見守り体制の検討
　　　　消費者安全確保地域協議会と地域団体との連携等についての検討
　　　　地域見守り実践マニュアルの検討・作成
　　　　マニュアルを活用した見守り活動の試行・検証・普及
  　    　地域見守り活動の実践継続
　　★地域の見守りの主体となる人材の育成
　　★「地域づくり」・「人づくり」を行うための組織体制の強化

　≪達成目標≫
　　◆�消費者安全確保地域協議会を設置し、消費者被害防止のための地域連携ネットワーク

を確立する

　　（実施事業）
　　　◯新消費者安全確保地域協議会の設置（市民局消費生活センター）
　　　◯新消費者安全確保地域協議会の運営（市民局消費生活センター）
　　　◯新地域見守り実践マニュアルの作成（市民局消費生活センター）
　　　◯新高齢者への消費生活相談周知事業（市民局消費生活センター）
　　　◯新食材配達サービスを利用した情報提供事業（市民局消費生活センター）
　　　◯新�消費者安全確保地域協議会の設置・運営や見守り主体となる人材育成、学校における消

費者教育推進のための組織体制の強化（市民局消費生活センター）
　　　●広島市消費者行政ネットワーク会議の開催（市民局消費生活センター）
　　　●高齢者等の消費者被害防止対策講座（市民局消費生活センター）
　　　●配食サービスを利用した高齢者への情報提供事業（市民局消費生活センター）
　　　●消費生活出前講座（市民局消費生活センター）
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　　（イ）消費生活サポーター
高齢者等判断力が不足した消費者を狙った悪質な商法は、日々手口が巧妙化し、被害

の回復が困難なケースが増加しており、被害に遭わないためには、「自己防衛」と「見守り」
が欠かせません。

このため、広島市では、地域や団体、職場などの身の周りで、消費生活に関する相談
を受けたり、被害を発見した場合に、消費生活センターの相談窓口を案内するなど、消
費者と消費生活センターをつなぐボランティア活動を行う「広島市消費生活サポーター」
を育成しています。

「広島市消費生活サポーター」には、消費者本人が気づいていない、又は人に相談で
きないといった、顕在化していない消費者問題をいち早く、消費者に気づかせ、アドバ
イスを行ったり、消費生活センターを始めとした適切な機関や団体を紹介するなど、消
費者に最も身近なアドバイザーとしての役割を担っていただいており、今後も消費生活
サポーターを育成していきます。

　【重点目標】
　　★消費生活サポーターの育成

　≪達成目標≫
　　◆消費生活サポーターを増やす

　　（実施事業）
　　　●消費生活サポーター育成のための講座（市民局消費生活センター）

　　（ウ）消費生活協力団体
地域連携による見守りは、行政や行政関係機関、市民個人だけでなく、消費者団体、

町内会・自治会、防犯組合、自主防災会、自主防災組織などの地域団体の協力が必須です。
また、弁護士会、司法書士会などの専門家の組織団体のほか、地域の高齢者や障害者

の方々の家庭を直接訪問する介護訪問事業者など福祉関係事業者、戸別訪問配達などに
関わる宅配事業者、新聞配達事業者、検針で各戸を訪問する電気・ガスなどの消費生活
の基盤となるインフラ関係事業者、金銭払込みの窓口となる金融機関やコンビニエンス
ストアなどの事業者にも地域連携の一員になっていただき、行政、消費者、事業者が一
体となった見守り体制の構築が必要です。

消費者安全法第11条の ７ で、地方公共団体の長は、消費者の利益の擁護又は増進を図
るための活動を行う民間の団体のうちから消費生活協力団体を委嘱することができると
定められています。

広島市は、今後地域生活に密着した民間団体を対象として、地域における消費者被害
に遭いやすい人の見守りに役立つ講座を実施しながら、消費生活協力団体の委嘱につな
げ、地域の見守りの役割を担っていただきます。
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　【重点目標】
　　★消費生活協力団体の育成
　　　　消費生活協力団体への委嘱モデル事業
　　　　各種団体の消費生活協力団体への委嘱の推進
　　　　消費生活協力団体による見守り活動の実施

　≪達成目標≫
　　◆消費生活協力団体を増やす

　　（実施事業）
　　　◯新消費生活協力団体育成のための見守り講座（市民局消費生活センター）
　　　◯新消費生活協力団体への委嘱（市民局消費生活センター）
　　　◯新消費生活協力団体と消費生活センターの連携（市民局消費生活センター）

　　イ　高齢者及び障害者等の権利擁護の推進
障害や認知能力の低下などのために、判断する能力が不十分だったり、意思や権利を主

張することが難しい方々は、財産管理が困難となるほか、消費生活に関わる契約の締結に
当たって、自分に不利益な場合でもその判断が難しく、悪質商法の被害に遭ってしまう場
合があります。

このような意思や権利を主張することが難しい方々を支援し、財産侵害等から保護する
制度が成年後見制度や福祉サービス利用援助事業「かけはし」です。

消費生活センターでは、悪質商法の被害などの相談の中で、自らが消費者として自立し
た活動が難しいと思われる場合には、御家族や介護支援専門員（ケアマネージャー）など
に権利擁護のための制度について説明し、行政の福祉関係窓口の紹介などを行い、制度の
利用を促すことにより、消費者被害の未然防止につながるよう努めます。

　　（実施事業）
　　　●消費生活相談における高齢者及び障害者の権利擁護の推進のための関係機関の紹介
　　　　（市民局消費生活センター）
　　　●�地域包括支援センターとの連携による高齢者の消費者被害の発生及び拡大の防止（市民

局消費生活センター）

２ 　消費者の被害の救済
（ １ ）相談体制

消費生活センターは、昭和49年11月に「消費生活に関する情報の収集及び提供等を行い、
もって市民の消費生活の安定及び向上に寄与する」ことを目的として設置されました。

設置当初から市民の消費生活のニーズを踏まえ、利便性の高い市内中心部の商業施設の中
に位置するとともに、市民の消費活動の頻度が高く、在宅時間が長い土曜日、日曜日、祝日
にも開所し、消費生活の相談に応じています（毎週火曜日、年末年始休館）。
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消費生活相談の多様化、複雑化に伴って、全国的にも消費生活センターの土曜日、日曜日
の開所が行われつつありますが、広島市は先端となる対応を行ってきました。

今後とも、消費者のニーズに応え、サービスの向上を図っていける相談体制を整備してい
くことが必要です。

　　ア　相談受付
消費生活センターへの相談は、電話によるものが約 ８ 割、来所によるものが約 ２ 割となっ

ています。
消費生活相談は、消費者本人の意思の尊重、契約内容や契約に至る経緯など、複雑で状

況把握に時間を要することが多く、直接相談者と対話することが不可欠です。
しかし、電話では相談が困難な障害者の方については、ＰＣ等により情報を発信するこ

とが可能な場合もあり、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（いわゆる「障
害者差別解消法」）」の観点や、消費者の生活時間や都合に合わせた相談受付、開館時間の
制限への対応、消費者の利便性の向上を図る手段となることから、情報通信技術を活用し
て相談を充実させていくことにより、消費生活センターがより身近な相談機関として機能
すると考えられます。今後、情報化の進展や通信技術の発達などを生かした相談受付の在
り方について研究していきます。

なお、日本語が話せない外国人の方については、国際会議場の国際交流ラウンジの外国
人市民の生活相談コーナーの通訳相談員事業を活用していただき、消費生活センターへの
相談を利用していただくよう、国際交流ラウンジとの連携を図ります。

また、消費生活相談は、契約者本人からの相談がほとんどですが、契約者以外の人が消
費者被害に気付いて、消費生活センターに相談されるケースも ２ 割程度あります。

特に高齢者等被害に遭いやすい消費者が、自らが被害に遭っているとは気が付かない、
もしくは、被害を相談するところがわからない、といった場合の対応が必要です。

このため、近隣の住民、民生委員・児童委員、訪問介護事業所職員、地域包括支援セン
ターなど、高齢者等被害に遭いやすい消費者に身近な人が、消費者被害についての知識や
対応を学べる機会を提供し人材育成を図るとともに、地域ネットワークにおいて見守りが
必要な高齢者等被害に遭いやすい消費者の情報を共有しながら、その方々の生活の変化に
「気付き」、「声かけ」をし、消費生活センターへの相談につながる体制づくりを図ります。

　　（実施事業）
　　　◯新�情報通信技術の発達を生かした相談受付の在り方についての研究（市民局消費生活セン

ター）
　　　◯新�国際会議場国際交流ラウンジの外国人市民の生活相談コーナーの通訳相談員事業との　

連携（市民局消費生活センター）
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　　イ　広域連携
高度情報化、ボーダレス社会の進展に伴い、消費者被害は特定の地域だけでなく、全国

どこでも同様の問題が発生しています。
また、被害は即時的に全国に広まることから、一刻も早い情報共有が必須です。
国民生活センターでは、ＰＩＯ－ＮＥＴ（全国消費生活情報ネットワークシステム）で

国民生活センターと全国の消費生活センターをネットワークで結び、消費者から消費生活
センターに寄せられる消費生活相談情報の収集を行っています。

このため、消費生活センターに寄せられた相談をいち早くＰＩＯ－ＮＥＴに入力し、全
国の消費生活センターと情報を共有するとともに、被害の解決に向けて、密接な連携を図っ
ていくことが重要です。

          
相談受付からＰＩＯ－ＮＥＴ登録までの日数

年　度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

所要日数 19. 3 12. 1 13. 1 8. 1

一方、相談の中でも、直接家庭を訪問する訪問販売や、人的ネットワークを利用した連
鎖販売取引等については地域性を有することが多く、近隣市町間で活動の場を移して被害
が拡散するものも多いため広域連携がよりいっそう必要になってきます。

こうしたことから、広島広域都市圏（※）の市町の消費生活センターで地域性のある相
談情報を入手した場合には、電子メールにより早急な情報共有を図り、消費者被害に関す
る広域的情報の共有体制の構築に努め、広域連携を密接にして消費者被害の未然防止・拡
大防止に努めていきます。

また、消費生活相談体制について、「消費者安全法」は、全国の市町村に消費生活センター
の設置の努力義務を定めていますが、小規模な市町村では、単独で専門相談員を配置し、
消費生活センターや相談窓口を設置することが必ずしも容易ではない状況があります。

広島市周辺においても、相談窓口が設置されていても常設化されていないなどの小規模
な市町にとって、当面の現実的な取組として、相談体制の広域連携などが課題になりつつ
あります。

今後、国の「地方消費者行政推進交付金」の縮減など、ますます各自治体が相談体制を
独自に維持することが困難になることが見込まれる中、相談体制の広域連携についての検
討の必要性が高まっていくことが予想されます。

広島市においても、こうした動きを念頭に置きながら、相談体制の広域連携の在り方に
ついて周辺の市町と協議しながら研究していきます。

※�　広島市の都心部からおおむね60㎞の圏内にある、東は三原市から西は山口県柳井市までの次の24市町で構
成されています。

　広島県：�広島市、呉市、竹原市、三原市、大竹市、東広島市、廿日市市、安芸高田市、江田島市、府中町、海田町、
熊野町、坂町、安芸太田町、北広島町、大崎上島町、世羅町

　山口県：岩国市、柳井市、周防大島町、和木町、上関町、田布施町、平生町
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　　（実施事業）
　　　◯新広域連携による相談体制についての研究（市民局消費生活センター）
　　　●ＰＩＯ－ＮＥＴへの情報登録日数の短縮（市民局消費生活センター）
　　　●消費者被害に関する広域的情報共有体制の構築（市民局消費生活センター）

（ ２ ）相談の質の向上
　　ア　有資格相談員の確保

平成28年 ４ 月に施行された改正「消費者安全法」において、地方公共団体における消費
生活相談体制を強化するために、新たに「消費生活相談員資格試験」に関する規定が設け
られ、同法施行規則において、消費生活センターには、「消費生活相談員資格試験」に合
格した者（これと同等以上の専門的な知識及び技術を有すると認められた者）を消費生活
相談員として置くことが定められました。

これによって、消費生活相談員は国家資格となり、消費生活問題の専門家として
・事業者に対する消費者からの苦情に係る相談・あっせん
・消費者による主体的な問題解決の促進・支援
・他の専門家等への橋渡し
・相談結果の整理・分析及び消費者教育・消費者啓発への活用
・消費生活相談員の現場で把握した問題点等の関係部局に対する情報提供

　　　の職務を担います。
消費生活センターにおいては、現在、全ての相談員が上記資格試験合格者（一定の要件

を満たし合格者とみなされる者を含む。）であり、今後とも有資格相談員の配置を行うと
ともに、弁護士との連携により、消費者からの相談対応について高い質を保ちます。

【重点目標】
　★有資格相談員による消費生活相談を実施する

　≪達成目標≫
　　◆�相談員全員を国家資格の有資格者（一定の要件を満たし合格者とみなされる者を含

む。）とする

　　（実施事業）
　　　●有資格相談員による消費生活相談（市民局消費生活センター）
　　　●弁護士による助言業務実施（市民局消費生活センター）
　　　●弁護士との連携による相談会の開催（市民局消費生活センター）
　　　●弁護士会との事例検討会（市民局消費生活センター）
　　　●相談員募集に当たっての有資格者への案内（市民局消費生活センター）
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　　イ　相談員の研修
　　　　消費生活相談員に求められる知識は、
　　　　・消費者問題に関する法律知識
　　　　・商品・サービスや生活に関する知識
　　　　・関連分野や家計管理等に関する知識
　　　　・行政法規や行政組織等に関する知識
　　　が、また技能としては、
　　　　・ヒアリング力
　　　　・コミュニケーションスキル・交渉力
　　　　・法令を活用する技能
　　　　・理論的な思考力
　　　　・問題提起力
　　　が求められます。

消費生活相談員がこれらの知識や技能を発揮して、質の高い相談に応じるためには、絶
えず変化する経済社会において、関連する法律や制度、商品・サービスについての最新の
情報を修得し、知識を更新するための学習の機会を確保するとともに、必要な情報を聞き
出すスキルや消費者に合わせたアドバイスなど、対応能力の向上のためのＯＪＴを充実し
ていくことが必要です。

このため、相談員を、国民生活センターが実施する専門研修や、県が実施する研修に参
加させ、常にその能力の維持向上に努めるとともに、各相談員が研修で学んだ内容につい
て、相談員の情報交換会を通じて共有し、相談の質の向上を図ります。

また、消費生活センター内において、専門講師を招へいするなどして、相談傾向や時流
を踏まえた研修を実施します。

【重点目標】
　★消費生活相談員の専門研修の受講

　　（実施事業）
　　　●相談業務に係る研修の実施（市民局消費生活センター）
　　　●�国民生活センターや広島県等が主催する研修への相談員の派遣（市民局消費生活セン

ター）

　　ウ　事業者へのあっせん
消費者と事業者との間の適正な取引の確保のため、消費者保護を目的とした様々な法令

が定められており、それらの法令の適正な執行により、消費者被害の救済を図っていかな
ければなりません。

これら法令には、消費者と事業者の格差を埋めるための民事ルール（＊ １ ）が定められ
ており、近年の社会経済の変化や新たな消費者問題に対応した改正が行われています。

複雑・高度な内容の消費生活相談で事業者との交渉が必要な場合には、この民事ルール
を適用しながら、相談員が消費者と事業者の間に入って交渉し、問題解決のためのあっせ
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んをします。
特に、高齢者等を狙った悪質な商法は依然として絶えず、手口も巧妙化・複雑化してい

ることからも、消費者が自ら事業者と交渉することが困難な場合には、相談員が消費者と
事業者の間をあっせん・調整して対応する取組が必要です。

このため、常に法令の改正の情報を適切に把握し、消費者からの相談に当たって、消費
者への説明不足や手続等の不備について事業者の過失等を指摘しながら、民事ルールを活
用し消費者利益を保護する、相談員によるあっせんによる問題解決を行っていきます。

年　度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

相談員のあっせん件数 586 543 479 457

あっせんによる解決件数（率） 514
（87. 7）

496
（91. 3）

407
（85. 0）

414
（90. 6）

＊ １ 　民事ルール：�事業者と消費者の当事者間で、契約問題を解決するために、消費者が契約を解除したり、 
取り消したりするための根拠法が定められているもの

　　　消費者関連法の主な民事ルール

関係法律 主な民事ルール

特定商取引に関する法律 クーリング・オフ（＊２）、取消制度、中途解約、差止請求（＊３）、
過量販売規制（訪問販売、電話勧誘）

電気通信事業法 初期契約解除制度（＊ ４）、確認措置（＊ ５）

消費者契約法 取消制度、無効、差止請求

不当景品類及び不当表示防
止法 差止請求

割賦販売法 クーリング・オフ、過量販売規制（訪問販売）、
取消制度、支払停止の抗弁権（＊ ６）

電子消費者契約及び電子承
諾通知に関する民法の特例
に関する法律
（電子消費者契約法）

取消制度

製造物責任法（ＰＬ法） 製造物の欠陥（無過失責任）
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＊ ２ 　クーリング・オフ：�一定の契約に限り、一定期間、説明不要で無条件で申込みの撤回又は契約を解除で
きる法制度

＊ ３ 　差止請求：�違法又は不当な行為を行っている場合や行うおそれがある場合において、当該行為をやめる
よう請求する権利。内閣総理大臣が認定した適格消費者団体が行う。

＊ ４ 　初期契約解除制度：�契約書面の受領日（一部例外的な場合あり）を初日とした ８ 日が経過するまでの間は、
契約先である電気通信事業者の合意なく、消費者の申出により電気通信サービスを
契約解除できる制度。対象は、光回線サービスや主な携帯電話サービス等。ただし、
電気通信サービスと一緒に購入した端末・サービス等の契約は対象ではない。また、
事業者は契約解除までの期間のサービス利用料・工事費・事務手数料を消費者に請
求することが可能

＊ ５ 　確認措置：�電波のつながり具合が不十分な場合と、事業者による説明等が不十分な場合は、消費者の申
し出により、携帯電話等の端末も含めて電気通信サービスが違約金なしで契約解除できる。
申出が可能な期間は最低 ８ 日で、事業者が定める。なお、本措置の対象サービスは店舗販売
及び通信販売で契約した移動通信サービスで、総務大臣が認定する。

＊ ６ 　支払停止の抗弁権：�販売業者に問題が生じている場合（抗弁事由がある）に、クレジット会社に対して、
その生じている問題（抗弁事由）を主張して、クレジット会社からの支払を拒否す
る権利

　　【重点目標】
　　　★事業者への相談員によるあっせん解決率の維持・向上

　　≪達成目標≫
　　　◆消費生活相談の相談員によるあっせん解決率を90％以上とする

　　（実施事業）
　　　●相談員のあっせんによる契約トラブル等の解決（市民局消費生活センター）
　　　●相談員の交渉力向上のための研修の実施（市民局消費生活センター）

　　エ　他の専門相談機関との連携
昨今の商品やサービスの専門化、高度化、複雑化や、事業者の業界としての消費者保護

の取組の推進から、各種業界において、商品や役務の提供について基準となるガイドライ
ンを定めたり、消費者相談窓口を設けるなどの対応を行っており、行政機関以外にも、消
費生活の苦情・相談を受け付ける窓口は多様化していることから、相談機関との情報交換
や連携が必要です。

関係機関の相互の連携により、悪質な事業者の様々な手口や、それによる被害の実態、
対応方法などの情報を共有することが可能となり、被害回復のために役立てることができ
ることから、業界団体との情報交換や会議の場を通じて連携を深めていきます。
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　　【重点目標】
　　　★関係団体との連携構築

　　（実施事業）
　　　●弁護士による助言業務実施（市民局消費生活センター）
　　　●弁護士との連携による相談会の開催（市民局消費生活センター）
　　　●弁護士会との事例検討会（市民局消費生活センター）
　　　●�適格消費者団体との連携による消費者被害の発生の未然防止、拡大の防止（市民局消

費生活センター）
　　　●�警察を含む関係相談窓口等の連携の強化（市民局消費生活センター）
　　　●各種業界の相談窓口への紹介（市民局消費生活センター）

（ ３ ）消費生活センターの周知と身近な消費生活センターの実現
　　ア　消費生活センターの周知

Ⅱ－ ４ －（ ２ ）の消費者の意識調査でも記述したように、消費生活センターの認知度は、
62. 1％となっており、前回（平成22年）アンケートの75. 6％、消費者庁が実施（平成27年）
した全国調査結果の80. 0％と比較して顕著に低くなっています。　

また、消費生活センターを知っていると回答した人のうち、消費生活センターの業務内
容までも知っていると回答した消費者も35. 1％と低いことから、消費者への消費生活セン
ターの存在や業務内容の周知が喫緊の課題といえます。

消費生活センターへの相談件数は、ここ数年減少傾向にありますが、相談先として消費
生活センターの周知が十分とはいえない状況では、相談件数の減少は、消費者の孤立化や
泣き寝入りを意味することとなりかねません。

逆に、消費生活相談件数が増加したとしても、市民の皆さんに周知された上での効果で、
それが被害の未然・拡大防止に役立つのであれば、消費生活センターの存在意義が高まる
といえます。

このため、消費生活センターへの相談件数の推移については、毎年相談対応結果を分析
し、消費者教育や啓発に生かしていく必要があります。

さらに、消費生活センターの存在や、業務内容を認識していただき、顕在化していない
消費者問題の事例について、地域全体で助け合うため、地域の官民連携による消費者安全
確保地域協議会の機能の活用や消費生活サポーター、民間機関などの消費生活協力団体の
活動を通じて、今後、多くの消費者が消費生活センターの存在を認知し、トラブルが生じ
た場合には、まずは消費生活センターへ相談していただけるよう市民に周知していきます。

　　【重点目標】
　　　★消費生活センターの認知度の向上
　　　★消費者被害に遭う前の消費生活相談の促進
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　　≪達成目標≫
　　　◆市民アンケートで消費生活センターの認知度を80％以上とする

　　（実施事業）
　　　◯新高齢者への消費生活相談周知事業（市民局消費生活センター）　　　
　　　◯新食材配達サービスを利用した情報提供事業（市民局消費生活センター）
　　　◯新�消費者安全確保地域協議会、消費生活サポーター、消費生活協力団体を活用した消費生

活センターの周知（市民局消費生活センター）
　　　●広島市広報番組による広報（市民局消費生活センター）
　　　●消費生活情報紙の発行（市民局消費生活センター）
　　　●消費者力向上キャンペーン事業の実施（市民局消費生活センター）
　　　●配食サービスを利用した高齢者への情報提供事業（市民局消費生活センター）

　　イ　多重債務問題
消費者金融の利用や多重債務者の増加に伴う生活苦や自殺者が増加する中、国は、平成

18年12月に改正「貸金業法」を公布し、貸金業への参入条件の厳格化、総借入残高の総量
規制等の過剰貸付の抑制、上限金利の引下げ等金利体系の適正化、ヤミ金融対策の強化を
図るとともに、政府に「多重債務者対策本部」が設置されました。

翌年、同本部において、国、地方公共団体及び関係機関（業界団体、弁護士会、司法書
士会等）が実施すべき取組を定めた「多重債務問題改善プログラム」が決定されました。

このプログラムの中で、地方公共団体は、「複数の部署で住民への様々な接触機会があり、
多重債務者の掘り起し（発見）について、他の主体に比べて機能発揮を期待できるものと
考えられる」とされ、多重債務者が抱え得る多重債務以外の問題も含めて関係部署が連携
し、総合的に問題を解決する機能を効果的に発揮することが求められています。

本市では、消費生活センターが多重債務に関する相談窓口となり、多重債務についての
相談については、債務整理による法的救済の方法について説明し、解決方法が必ずあるこ
とを伝えた上で、弁護士会、民間支援団体、公益財団法人日本クレジットカウンセリング
協会など、各種専門機関を紹介し相談を引き継いでいます。

年　度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

多重債務相談件数 236 203 169 153

また、福祉、税・保育料、家賃、給食費等の徴収、保健・医療、雇用、教育などの関係
各課と「広島市多重債務問題関係課長連絡会議」を設置し、多重債務の相談状況や実状等
について情報交換、意見交換を行うとともに、窓口で市民と接する関係各課職員を対象と
して、「多重債務問題に関する研修会」を開催し、多重債務に苦しむ市民の早期発見と、
相談窓口への誘導が確実に実行されるよう取組を着実に実施していきます。
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年　度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

研修参加者数 146※ 56 70 67

※平成25年度は同内容で ２ 回開催

　　（実施事業）
　　　●消費生活情報紙等による多重債務相談窓口の市民への周知（市民局消費生活センター）
　　　●多重債務問題対策における関係機関等の連携の強化（市民局消費生活センター）
　　　●多重債務問題に関する研修会（市民局消費生活センター）

（ ４ ）消費者意見の反映、消費者紛争・訴訟への支援
　　ア　消費者の意見・要望等の把握

消費生活の主役は、何と言っても消費者自身です。消費生活がどうあるべきか、どうあっ
てほしいかは、消費者自らが商品・サービスを選択することによって、消費者の意見を社
会経済活動に反映させているといえます。

具体的な消費者からの声は、消費生活センターへの相談・苦情・意見を受けて、消費者
への助言、事業者への改善要求、事業者へのあっせん等により、問題の解決を図っていま
すが、消費生活センターに寄せられる苦情や相談の特徴や傾向は、消費者の不満や納得で
きない状況の訴えが反映されたものといえ、苦情・相談内容の分析と消費者行政施策への
展開は、まさに消費者の意見の反映といえます。

しかし、苦情・相談という形で入手した消費者の声は、既に被害に直面している、又は
被害を被った後のものも多く、被害の未然防止のためには、被害に遭う前の消費者の声を
積極的に把握する必要があります。

このため、この第 ２ 次基本計画を策定するに当たっては、消費者を対象に「消費生活に
関するアンケート」を実施し、消費者の意識や行動を把握し、今後の消費者施策の検討に
役立てたほか、消費者代表として市民委員二人を消費生活審議会の構成メンバーとし、市
民意見を反映させるとともに、計画案に対するパブリックコメントの募集・反映を行い、
計画策定を行っています。

なお、消費生活条例第28条には、同条例に違反する事業活動が行われ、条例に基づく措
置が講じられないために消費者の権利が侵害されていることについて相当な理由がある場
合は、市長に対してその旨を申し出て適切な措置を講ずることを求めることができます。

　　（実施事業）
　　　●消費生活相談における消費者の意見・要望等の把握・反映（市民局消費生活センター）
　　　●広島市消費生活審議会への消費者団体、公募市民の参画（市民局消費生活センター）
　　　●�消費生活基本計画案へのパブリックコメントの募集と意見の計画への反映（市民局消費

生活センター）
　　　●�消費生活モニター、ホームページにおける消費者の意見の募集（市民局消費生活センター）
　　　●市長への申出制度（市民局消費生活センター）
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　　イ　消費者紛争・訴訟への支援
消費生活相談の内容によっては、法律の専門家の見識が必要な場合があります。
そうした場合、消費生活センターでは、消費者の意思に基づき、以下の二つの方法によ

る解決のための支援の制度を設けています。
　　（ア）消費生活紛争調停委員会による調停

消費生活センターで受け付けた商品若しくは役務又は事業者の取引行為に関する苦情
で、助言、あっせんその他の措置によって解決できなかった苦情のうち、同一又は同種
の原因による被害が多数発生し、又は発生するおそれがあり、かつ、紛争解決基準又は
紛争解決指針を示す必要があるものについては、「広島市消費生活紛争調停委員会」（以
下「委員会」という。）の調停に付することができます。

調停は、消費者と事業者の合意による自主的解決を補助するものです。
学識経験者で構成された委員会に付された苦情は、消費者、事業者双方の紛争当事者

に通知され、当事者から事実関係等の事情を聴取し、委員会が必要に応じ調停案を作成
し、期限を定めて当該調停案を承諾するか否かについて、当事者が回答します。

なお、調停に係る苦情について紛争当事者に合意が成立する見込みがないと認められ
るときは、当該紛争を打ち切ることができます。

調停の手続きは、公開されません。
消費者団体訴訟（次頁ウ）制度の発足等、消費者の紛争に係る環境も変化しているこ

とから、当該制度の周知を行いながら、消費者のニーズに応えた制度運用を図っていき
ます。

　　（実施事業）
　　　●広島市消費生活紛争調停委員会における調停（市民局消費生活センター）

　　（イ）消費者訴訟費用の貸付け
商品若しくは役務又は事業者の取引行為に関し、消費者が事業者を相手に訴訟を提起

しようとする場合、又は消費者が事業者から訴訟を提起された場合で、
　　　　・同一又は同種の原因による被害が多数発生し、又は発生するおそれがあること
　　　　・�当該消費者が訴訟費用の貸付けを受けなければ当該訴訟を提起、維持、応訴すること

が困難であること
　　　　・上記（ア）の調停に付されていること
　　　　・上記（ア）の調停委員会が訴訟費用の貸付けを適当と認めたものであること
　　　　・当該消費者が本市の区域内に住所を有する者であること

�のいずれにも該当する場合に、訴訟 １ 件につき100万円を限度に無利子で訴訟費用の貸
付けを受けることができます。

貸付対象は、上記（ア）の調停に付されていることが条件になっていることから、調
停制度の周知と併せて貸付制度の運用についても広報していきます。

　　（実施事業）
　　　●消費者訴訟の援助（市民局消費生活センター）
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　　ウ　消費者団体訴訟
民事訴訟の原則的な考え方では、被害者である消費者が、加害者である事業者を訴える

ことになりますが、
　　　・消費者と事業者の間には情報の質・量・交渉力の格差があること
　　　・訴訟には時間・費用・労力がかかり、少額被害の回復に見合わないこと
　　　・個別のトラブルが回復されても、同種のトラブルがなくなるわけではないこと

などから、消費者契約法に基づき、事業者が不特定多数の消費者に対して行う不当行為に
ついて、内閣総理大臣が認定した消費者団体が、消費者に代わって事業者に対して訴訟等
をすることができます。

これまで消費者団体が消費者に代わって事業者に対して訴訟などを行えるのは、差止請
求（＊ １ ）に限られていましたが、平成28年10月 １ 日に施行された「消費者の財産的被害
の集団的な回復のための民事の裁判手続の特例に関する法律」で、不当な事業者に対して
適格消費者団体（＊ ２ ）の中から内閣総理大臣が新たに認定した特定適格消費者団体が、
消費者契約に関して相当多数の消費者に生じた財産的被害について、消費者に代わって被
害の集団的な回復を求めることができるようになりました。

差止請求の制度を一歩進めて、被害者である消費者の金銭的な被害の回復を図ることが
できます（ただし、いわゆる拡大損害、逸失利益、人身損害、慰謝料は対象外となります）。

＊ １ 　差止請求：事業者の不当な行為に対して、当該行為を停止、予防するよう措置を求める訴訟
＊ ２ 　適格消費者団体：�不特定多数の消費者の利益を擁護するために、差止請求を適切に行使できる専門性など

の要件を満たした上で、内閣総理大臣によって認定された、特定非営利活動法人（ＮＰ
Ｏ）又は一般社団法人若しくは一般財団法人の消費者団体

　　　　　
このため、現在広島の適格消費者団体である「特定非営利活動法人消費者ネット広島」

が特定適格消費者団体として認定を受けられるよう、その活動の活性化を支援していくた
めにも、消費生活センターに寄せられた消費者被害の相談についての情報提供を行うなど
の密接な関係を構築し、個別の消費者被害ではなく、集団としての消費者被害として問題
対応ができるように連携を深めていきます。

　　（実施事業）
　　　◯新特定適格消費者団体への情報提供等の協力（市民局消費生活センター）
　　　●�適格消費者団体との連携による消費者被害の発生及び拡大の防止（市民局消費生活セン

ター）
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消費者教育推進計画
３　消費者力の向上
（ １ ）消費者教育の推進の必要性

「消費者基本法」では、消費者に対し必要な情報及び教育の機会が提供されることは消費
者の権利であると位置付け、同法第 ２ 条第 １ 項では、「消費者施策は、消費者が自らの利益
の擁護及び増進のため自主的かつ合理的に行動することができるよう消費者の自立を支援す
ることを基本として行わなければならない」とされています。

また、同法第 ７ 条第 １ 項では、「消費者は自ら進んで消費生活に関して必要な知識を修得
し、必要な情報を収集する等自主的かつ合理的な行動に努めなければならない」とされてお
り、同法第17条第 １ 項において、「国は、消費者の自立を支援するため、消費生活に関する
教育を充実する等必要な施策を講ずる」ものとされ、同条第 ２ 項において、「地方公共団体は、
国の施策に準じて、地域の社会的、経済的状況に応じた施策を講ずるよう努めること」とさ
れています。

さらに、平成24年12月に施行された「消費者教育の推進に関する法律」においては、基本
理念の一つとして、「消費者教育は、消費生活に関する知識を修得し、これを適切な行動に
結びつけることができる実践的な能力が育まれることを旨として行わなければならない」こ
とを掲げています。

加えて、同法第10条第 ２ 項においては、「市町村は、その区域における消費者教育の推進
に関する施策についての計画（「市町村消費者教育推進計画」）を定めるよう努めなければな
らない」と定められています。

経済社会の環境が著しく変化する中で、消費者を取り巻く取引関係は複雑化し、また情報
量も増大していることから、消費者がそれらの情報を十分かつ的確に活用し、小児期の早い
段階から経済行為の主体としての基礎的な知識を身に付け、社会の変化に主体的、積極的に
対応できるよう、消費者教育を推進していかなければなりません。

このため、本市は、消費者教育の重要性に鑑み、消費者教育を実践的なものにするため、
「第 ２ 次基本計画」の策定にあたり、当該項目建て（ ３ 　消費者力の向上）を「広島市消費
者教育推進計画」としても位置付け、計画策定するものです。

　　ア　消費者教育の意義
高度情報化の進展と同時に、グローバル化やボーダレス化の急速な進展、高齢化の一層

の進行など消費者はこれらの社会経済情勢の変化に翻弄され、契約取引などで様々な被害
に直面する一方で、消費者自身の消費行動が地球環境問題や資源エネルギー問題など経済
社会に大きな影響を及ぼす時代となっています。

こうした中、消費者は、それぞれの生活実態の中で、消費者被害を防止し、自ら安全・
安心を確保するとともに、自らの行動が社会経済に与える影響を自覚しながら、様々なルー
ルや社会情勢を知る努力をし、適切な意思決定に基づいて行動することが求められていま
す。

このため、行政は、消費者一人一人の豊かな生活の実現や社会の安定を確保するため、
消費者が全てのライフステージ（小児期から高齢期までの生涯の発達段階）を通じて、自
らの意思決定により、自らの利益の擁護や権利の保護を実現することだけにとどまらず、
消費行動がもたらす影響と消費者の社会的役割を自覚・行動し、社会の担い手としてモラ
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ルとマナーを備えた市民としての諸能力を発揮させることができるよう、系統的な教育を
受ける機会を創出することが求められています。

　　イ　消費者市民社会
消費者の社会的役割や消費者教育推進の在り方を考える際、重要となる概念が消費者市

民社会です。「消費者教育の推進に関する法律」第 ２ 条第 ２ 項では、消費者市民社会とは、
「消費者が、個々の消費者の特性及び消費生活の多様性を相互に尊重しつつ、自らの消費
生活に関する行動が現在及び将来の世代にわたって内外の社会経済情勢及び地球環境に影
響を及ぼし得るものであることを自覚して、公正かつ持続可能な社会の形成に積極的に参
画する社会をいう。」としています。

また、「消費者行政推進基本計画」（平成20年 ６ 月27日閣議決定）において、消費者市民
社会とは、「個人が、消費者としての役割において、社会倫理問題、多様性、世界情勢、
将来世代の状況等を考慮することによって、社会の発展と改善に積極的に参加する社会を
意味しており、生活者や消費者が主役となる社会そのものと考えられる。」と記載されて
います。

消費者市民社会の形成に寄与する消費者を育む消費者教育とは、被害に遭わない消費者、
合理的意思決定ができる自立した消費者にとどまらず、社会の一員として、よりよい市場
とよりよい社会の発展のために積極的に関与する消費者を育成する教育を意味しています。

　
　　ウ　学校における消費者教育

近年の急速な高度情報化により、小学生、中学生、高校生、大学生等未成年者がインター
ネットを利用したアダルトサイトやオンラインゲーム等のデジタルコンテンツ等について
のトラブルに関する相談件数が増加しています。

また、Ⅱ－ ２ －（ ４ ）で記述したように、成年年齢の引下げが検討される中、学校教育に
おいて、契約の主体となる消費者としての教育の重要性が高まっています。

こうした中、学習指導要領が改訂され、小・中・高等学校の社会科、公民科、家庭科、
技術・家庭科などの教科書において、消費生活、消費者保護等についての内容も充実され、
その教育の実施が準備されています。

学校における消費者教育は、消費生活に関する知識を一方的に与えるだけでなく、その
知識を日常生活の中で、適切な行動に結びつけることができる実践的な能力を育むことが
目標です。

　　
　　エ　教員アンケート

「第 ２ 次基本計画」として「消費者教育推進計画」を策定するに当たり、消費者教育の
重要な場となる学校の教員を対象に、消費者教育の教育現場での実態や教員の意識につい
てのアンケートを実施しました。

このアンケートによる回答から読み取れる、学校教育現場における消費者教育の現状や
今後の課題をとりまとめました。
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　　○教員向けアンケート
　　　　調査対象：�広島市立の小・中（中高一貫校含む）・高等学校、特別支援学校の計214校の

家庭科・社会科等を担当する教員等1, 353人
　　　　有効回答：880人（有効回収率65. 0％）
　　　　調査期間：平成28年11月21日～平成29年 ２ 月10日

　　（ア）学校での消費者教育全般について
　　　　◯ア �　消費者教育のイメージについて、複数の教科で実施できる教育という回答が半数以

上の教員から回答がありました。
　　　　　�　具体的には、社会科、家庭科、総合的な学習の時間、言語・数理運用科、情報など

の授業が上げられたほか、学級活動やホームルームで実施できるとの回答も多く、学
校の教育現場で授業の垣根を越えて、消費者教育の要素を組み入れていけるよう、実
施手法の検討が必要です。

　　　　　　

54.2%

50.9%

35.9%

30.2%

29.5%

27.2%

21.3%

17.7%

16.7%

16.3%

12.0%

3.1%

0.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

複数の教科で実践されるものである

消費者被害の未然防止について扱う

各家庭で行うべきである

教科書に内容が記述されている

家計管理・金銭管理について扱う

学校教育の場で行うべきである

身近な問題を学習内容として
取り扱うことができるのでおもしろい

どう授業展開すればいいのか困っている

市民教育である

学習指導要領に内容が記述されている

環境問題について扱う

その他

無回答

≪その他≫
・あまり聞いたことがない。
・消費者教育がよく分からない。
・勉強不足でわかりません。
・すみません初耳です。
・時代によって変化の激しいもの
　なので、常に更新しないといけな
　いものだと思う。

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
全体 ６３0 １９９ ２５ ２５
複数の教科で実践されるものである ４７．９ 73．4 88．0 ２8．0
学習指導要領に内容が記述されている ９．５ 36．7 28．0 8．0
教科書に内容が記述されている ２３．0 53．8 36．0 １６．0
消費者被害の未然防止について扱う ４１．９ 72．4 80．0 76．0
家計管理・金銭管理について扱う ３0．３ ２７．１ ２４．0 32．0
どう授業展開すればいいのか困っている １９．8 １２．６ ４．0 20．0
各家庭で行うべきである 38．6 ２8．６ ２４．0 ３６．0
学校教育の場で行うべきである ２３．0 34．2 52．0 48．0
環境問題について扱う １0．３ １６．１ 32．0 ４．0
市民教育である １３．３ 26．6 24．0 １２．0
身近な問題を学習内容として取り扱うこ
とができるのでおもしろい １５．２ 35．2 52．0 28．0

その他 ３．２ ２．５ 0．0 8．0
無回答 0．8 0．0 0．0 0．0

図表45　［教員アンケート］「消費者教育」に対するイメージについて 「全体」は回答数
それ以外は回答数の割合（％）
合計が100％を超えるのは重複回答のため
以下の表について同様 � （学校の種類別）

41.5%
32.4%

23.2%
3.5%
3.5%
2.1%
2.1%
2.1%
1.4%
1.4%
0.7%
0.7%
0.7%
0.7%
0.7%

16.9%
6.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%
家庭、技術・家庭

社会科（地理・歴史・公民）
言語・数理運用

情報
特別活動
国語

算数、数学
道徳
音楽
生活
理科

図工、美術、芸術
保健体育
外国語
総合

その他
無回答

図表46　［教員アンケート］「消費者教育」で連携を図っている授業について

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
全体 １１３ ２５ ３ １
国語 １．8 4．0 0．0 0．0
社会科（地理・歴史・公民） 32．7 ３２．0 ３３．３ 0．0
算数、数学 2．7 0．0 0．0 0．0
理科 0．9 0．0 0．0 0．0
音楽 1．8 0．0 0．0 0．0
図工、美術、芸術 0．9 0．0 0．0 0．0
家庭、技術・家庭 ３8．９ 56．0 ３３．３ 0．0
保健体育 0．9 0．0 0．0 0．0
外国語 0．0 4．0 0．0 0．0
生活 0．9 0．0 0．0 １00．0
情報 4．4 0．0 0．0 0．0
道徳 2．7 0．0 0．0 0．0
総合 0．9 0．0 0．0 0．0
特別活動 4．4 0．0 0．0 0．0
言語・数理運用 29．2 0．0 0．0 0．0
その他 16．8 １６．0 ３３．３ 0．0
無回答 8．0 0．0 0．0 0．0

� （学校の種類別）

（学校の種類別）
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30.6%

29.1%

23.3%

13.3%

7.3%

6.7%

2.1%

1.8%

1.5%

0.3%

0.3%

0.3%

0.3%

0.3%

0.0%

11.5%

8.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0%
家庭、技術・家庭

社会科（地理・歴史・公民）

言語・数理運用

総合

情報

道徳

算数、数学

生活

特別活動

国語

理科

音楽

図工、美術、芸術

保健体育

外国語

その他

無回答

図表47　［教員アンケート］ 「消費者教育」で連携を図るとよいと思う授業について

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
全体 ２08 １0３ １２ ７
国語 0．0 1．0 0．0 0．0
社会科（地理・歴史・公民） ２５．５ 35．0 ２５．0 ５７．１
算数、数学 ２．４ １．0 8．3 0．0
理科 0．0 0．0 8．3 0．0
音楽 0．5 0．0 0．0 0．0
図工、美術、芸術 0．0 1．0 0．0 0．0
家庭、技術・家庭 ２１．６ 51．5 ２５．0 0．0
保健体育 0．0 1．0 0．0 0．0
外国語 0．0 0．0 0．0 0．0
生活 1．4 １．0 0．0 ２8．６
情報 8．２ ４．９ 16．7 0．0
道徳 8．2 ４．９ 0．0 0．0
総合 １３．５ １３．６ 16．7 0．0
特別活動 1．9 １．0 0．0 0．0
言語・数理運用 31．3 １0．７ 0．0 １４．３
その他 12．0 １１．７ 8．３ 0．0
無回答 １２．0 ２．９ 8．３ 0．0

� （学校の種類別）

70.1%

46.1%

24.5%

11.9%

10.2%

8.4%

3.3%

1.5%

1.8%

1.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

学級活動・ホームルーム

ＰＴＣ活動

旅行・集団宿泊的行事

勤労生産・奉仕的行事

生徒会活動

文化的行事

健康安全・体育的行事

儀式的行事

その他

無回答

≪その他≫
・PTA講演会
・保護者向けに
・防犯教室
・出前授業など
・授業でなければ子どもも教師も
　本気にならない。

図表48　［教員アンケート］ 「消費者教育」を授業以外で取り入れる機会について

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
全体 ６３0 １９９ ２５ ２５
学級活動・ホームルーム ７４．６ ５５．３ ６8．0 76．0
生徒会活動 ５．６ 23．6 24．0 8．0
儀式的行事 1．7 １．0 0．0 0．0
文化的行事 ７．0 8．0 36．0 20．0
健康安全・体育的行事 ２．９ 4．5 ４．0 ４．0
旅行・集団宿泊的行事 ２５．４ ２１．１ ２４．0 28．0
勤労生産・奉仕的行事 ９．２ 19．1 １６．0 20．0
ＰＴＣ活動 50．8 ３７．２ １６．0 ２8．0
その他 0．8 5．5 0．0 0．0
無回答 0．8 ２．0 8．0 0．0

� （学校の種類別）

　　　　◯イ �　消費者教育で取り扱う項目としては、消費者トラブルの未然防止や商品選択能力の
養成、インターネット等情報モラルについての学習の必要性が重視され、授業でも扱
うことが多く、学校の学習段階に応じ、それぞれの項目ごとの課題や目標に沿った授
業が行えるように対応していくことが必要です。

72.5%

63.9%

28.2%

15.0%

14.8%

12.5%

10.5%

10.0%

10.0%

6.5%

5.3%

2.8%

2.7%

1.3%

0.3%

8.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%
情報モラル教育（携帯電話・スマートフォン・

インターネットに関する教育等）
お金について（お金の大切さ、役割、

お小遣いの使い方等）
悪質商法、振り込め詐欺、投資詐欺等

消費者と販売者の関係について
（スーパーマーケット見学等）

食品や製品の安全と表示について
プリペイドカード、クレジットカードの

仕組みについて
消費者の権利と責任、自立と支援

クーリング・オフ制度等

食生活や食習慣に関すること

契約とはなにか
環境教育に関すること

（グリーンコンシューマー等）
フェアトレード

多重責務・家計管理

金融商品・投資に関するトラブル

その他

無回答

≪その他≫
・消費者金融などかんたんに借金して
　しまいそうな現状を伝えたい。
・職業生活の設計、経済的自立

図表49　［教員アンケート］ 力を入れたい「消費者教育」の内容について

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
全体 ６３0 １９９ ２５ ２５
お金について（お金の大切さ、役割、�お
小遣いの使い方等） 75．1 ３４．２ １２．0 72．0

消費者と販売者の関係について
（スーパーマーケット見学等） 16．8 １0．６ ４．0 １６．0

情報モラル教育（携帯電話・スマートフォ
ン・�インターネットに関する教育等） 79．5 ５６．３ ４４．0 ５６．0

食品や製品の安全と表示について 15．4 １４．１ 8．0 8．0
悪質商法、振り込め詐欺、投資詐欺等 １8．４ 54．8 52．0 40．0
プリペイドカード、クレジットカードの
仕組みについて ９．５ 22．1 １２．0 １２．0

契約とはなにか ３．8 12．1 20．0 16．0
クーリング・オフ制度等 ５．１ 23．1 32．0 8．0
環境教育に関すること
（グリーンコンシューマー等） ４．１ 8．５ 16．0 0．0

食生活や食習慣に関すること 12．4 ２．５ 8．0 8．0
多重責務・家計管理 １．４ ６．0 ４．0 8．0
フェアトレード １．７ ５．５ 12．0 0．0
金融商品・投資に関するトラブル １．0 2．5 0．0 0．0
消費者の権利と責任、自立と支援 8．３ 16．6 １２．0 １２．0
その他 0．３ 0．0 4．0 0．0
無回答 ７．９ ９．５ ２0．0 8．0

� （学校の種類別）
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75.5%

67.0%

45.1%

34.5%

14.8%

11.3%

10.5%

9.2%

0.2%

1.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

消費者トラブルに巻き込まれない判断力

適切に商品を選択できる能力

自らの家計とバランスがとれた
消費ができる判断力

問題を抱え込まず人に相談できる力

新しい情報を入手する情報収集力

契約書、商品説明書等の理解力

消費者トラブルを解決できる交渉力

社会経済状況を把握する力

その他

無回答

≪その他≫
・トラブル等の現状とその対処法
　（法律、相談機関等）

図表50　［教員アンケート］ 児童・生徒に身に付けさせたい「消費者教育」の能力について

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
全体 ６３0 １９９ ２５ ２５
適切に商品を選択できる能力 72．4 ５４．8 ４8．0 ４8．0
自らの家計とバランスがとれた消費がで
きる判断力 ４２．５ 52．3 ４8．0 ４8．0

消費者トラブルに巻き込まれない判断力 ７４．６ 80．9 ６8．0 ６４．0
消費者トラブルを解決できる交渉力 8．９ １５．１ 16．0 8．0
契約書、商品説明書等の理解力 8．７ 16．6 24．0 20．0
社会経済状況を把握する力 ７．９ 13．6 １２．0 0．0
問題を抱え込まず人に相談できる力 ３４．４ ３３．２ ２8．0 56．0
新しい情報を入手する情報収集力 １５．２ １４．６ 20．0 0．0
その他 0．２ 0．5 0．0 0．0
無回答 １．３ ２．0 １２．0 0．0

� （学校の種類別）

70.5%

64.9%

51.3%

32.3%

17.4%

16.7%

13.8%

8.0%

1.8%

0.1%

2.4%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

ゲーム依存・ネット依存

個人情報の流出・情報管理

ＳＮＳの利用

ネット販売トラブル

クリック詐欺

有料・無料アプリ

有料サイト

不当表示・誇大広告

ペアレンタルコントロール

その他

無回答

≪その他≫
・道徳などで扱っています！

図表51　［教員アンケート］ 電子メディアと消費生活について授業の中で取り扱えばよいと思う項目について

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
全体 ６３0 １９９ ２５ ２５
ゲーム依存・ネット依存 77．0 ５４．8 ４0．0 ６４．0
個人情報の流出・情報管理 ６６．0 ６３．３ 68．0 ４４．0
ネット販売トラブル ２３．５ 55．3 48．0 52．0
クリック詐欺 １６．8 １8．１ 24．0 ２0．0
有料サイト １３．５ １４．６ 8．0 20．0
不当表示・誇大広告 ５．９ 13．1 20．0 8．0
有料・無料アプリ １７．0 １５．６ １２．0 24．0
ＳＮＳの利用 55．1 ４３．７ ４0．0 ２４．0
ペアレンタルコントロール １．７ 2．5 0．0 0．0
その他 0．0 0．5 0．0 0．0
無回答 ２．４ １．５ 8．0 ４．0

� （学校の種類別）

　　　　◯ウ �　消費者教育を学校現場で実施していく上での課題となるのは、教材の作成、実践事
例の紹介、教員以外の講師の招へいなどの人材を求める回答が多く、これらを支援し
ていく施策が必要です。

72.4%

72.3%

45.7%

30.2%

16.4%

5.3%

2.8%

1.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

児童・生徒向け教材の作成・配布

実践事例の紹介

授業のサポートができる人材

教員に対する研修

消費者被害の最新情報の定期的な提供

消費者団体や事業者団体との
意見交換を行う機会の提供

その他

無回答

≪その他≫
・出前授業をしてくれる。
・教科書に位置づけ学習時間を確保
　する。
・教科や単元に入れる。
・外部講師で行いたい。
・カリキュラム全体の見直し→調整

図表52　［教員アンケート］ 「消費者教育」を推進するために必要な支援について

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
全体 ６３0 １９９ ２５ ２５
実践事例の紹介 ７１．９ 75．4 ６8．0 ６0．0
児童・生徒向け教材の作成・配布 ７３．0 73．4 ４8．0 ７２．0
授業のサポートができる人材 51．4 ３0．７ ４0．0 ２8．0
教員に対する研修 ２７．５ ３５．２ ２8．0 64．0
消費者団体や事業者団体との意見交換を
行う機会の提供 ４．8 ５．0 12．0 16．0

消費者被害の最新情報の定期的な提供 １0．５ 31．2 52．0 8．0
その他 ３．３ １．0 8．0 0．0
無回答 １．４ ３．0 0．0 0．0

� （学校の種類別）

　　　　◯エ �　教員の消費者教育についての学習ニーズは高いことから、教員が参加する研修の機
会を作るとともに、参加しやすい環境づくりが必要です。

ぜひ参加したい
5.8 %

内容によっては
参加したい
59.2 %

参加したいが難しい
21.9 %

あまり参加の
必要性を感じない

8.1 %

参加しようとは思わない
4.7 %

無回答
0.3 %

図表53　［教員アンケート］ 「消費者教育」に関する教員の学習機会への参加希望について
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　　（イ）小学校
　　　　◯ア �　消費者教育がどのようなものかわからない、研究方法がわからない、どのような取

組をすればよいかわからない、といった、とまどいの意見も多く、具体的な授業モデ
ルの提案等が必要であると考えられます。

40.2%

32.7%

26.7%

25.5%

21.0%

1.4%

4.5%

10.0%

1.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

教科の授業時間数が少ない

教材研究の時間が無い

他に優先したい内容がある

教材研究の方法がわからない

消費者教育の必要性を感じない

その他

現状で十分取り扱えている

無回答

≪その他≫
・生徒の実態に合いにくい。
・必要なことは教科の中で取り扱えばいいのでは…。
・消費者教育だけで1時間の授業を組むことが難しい。
・目標やねらいをどこに設定するか範囲が広くて難しい。
・教科の単元として取り上げられていない家庭科で行っ
　てはどうか。

「消費者教育」が
どのようなものかわからない

図表54　［教員アンケート］「消費者教育」を取り扱うことが難しい理由について

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
全体 ６３0 １９９ ２５ ２５
「消費者教育」がどのようなものかわか
らない 42．9 ５．５ 0．0 ２8．0

教科の授業時間数が少ない ３６．７ 51．3 76．0 ４．0
教材研究の方法がわからない ２３．8 １１．６ １２．0 36．0
教材研究の時間が無い ２７．0 ２５．１ 36．0 ２４．0
他に優先したい内容がある ２７．６ １8．６ 36．0 １６．0
消費者教育の必要性を感じない １．４ １．0 0．0 4．0
その他 ３．２ ６．５ ４．0 24．0
現状で十分取り扱えている ７．９ 17．6 8．0 ４．0
無回答 １．３ ２．0 0．0 8．0

� （学校の種類別）

46.7%

35.5%

32.7%

24.0%

16.6%

4.0%

1.9%

6.9%

0.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

どのような取り組みをすれば
よいかわからない

他の優先課題があり取り組む時間がない

活用できる教材が少ない

教員のスキルアップを図る
研修等の機会が少ない

指導者や外部講師、ゲストティーチャー
となる人材の情報が得られない

予算がない

その他

特にない

無回答

≪その他≫
・家庭によって考え方が違う。
・教科書の中に位置づいていない。
・意識が低い。どの程度していたらできた
　（している）と言っていいのかわからない。
・インターネットを通じての被害の事例が高
　度巧妙化し、その知識がない。ついていけ
　ない。教科書の事例はあまりにも古典すぎ
　るので、今の状況にマッチしない。
・外部講師を依頼したいが、全学級での実
　施となると難しい。

図表55　［教員アンケート］ 「消費者教育」を推進するための課題について

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
全体 ６３0 １９９ ２５ ２５
どのような取り組みをすればよいかわか
らない 55．9 ２４．６ 8．0 ３２．0

指導者や外部講師、ゲストティーチャー
となる人材の情報が得られない １７．５ １４．１ 8．0 24．0

活用できる教材が少ない ３１．９ 36．2 ２４．0 ３６．0
予算がない ３．３ ５．0 8．0 8．0
教員のスキルアップを図る研修等の機会
が少ない ２２．９ ２４．１ 36．0 40．0

他の優先課題があり取り組む時間がない ３４．8 ３５．７ 52．0 ３６．0
その他 １．0 5．0 ４．0 0．0
特にない ４．４ 13．1 20．0 ４．0
無回答 0．６ １．0 0．0 0．0

� （学校の種類別）

　　　　◯イ �　消費者教育について、家庭で行う問題であるという認識が比較的高く、消費者教育
を実施する機会としてもＰＴＣ活動が上げられていることから、家族と学べる教材
作りや、ＰＴＣ活動の機会の利用が効果的であると考えられます。（ｐ57　図表45、 
ｐ58　図表48を参照）

　　　　◯ウ �　児童に消費者教育の授業に興味を持たせるための工夫としては、映像の使用、ゲー
ム形式及び集団・宿泊行事での実践活動が効果的であるとの回答が多く、それらの要
素を取り入れることが必要であると考えられます。

85.9%

50.7%

40.1%

38.5%

18.0%

17.3%

10.7%

9.7%

0.9%

0.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

映像を利用する

教師以外の人を講師に招く

グループで意見交換させる

ゲームなど遊びの要素を取り入れる

買い物などの実体験をさせる

社会見学など校外へ出る

パソコンを利用する

その他

無回答

≪その他≫
・本当にあったことを事例として扱う、示す。
・ワークショップ擬似体験
・ロールプレイ演習
・教師の話をしっかり理解させる。教師のスキル
　アップ。
・参観授業で扱う。

児童・生徒が関心がある
キャラクター等を利用する

図表56　［教員アンケート］ 「消費者教育」に児童・生徒が興味を持つ授業を行うための手法について

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
全体 ６３0 １９９ ２５ ２５
映像を利用する 8５．４ 88．９ ６8．0 92．0
児童・生徒が関心があるキャラクター等
を利用する ９．8 8．５ ４．0 20．0

グループで意見交換させる ３６．２ 52．3 56．0 ２４．0
ゲームなど遊びの要素を取り入れる ３６．8 47．7 １６．0 ３２．0
社会見学など校外へ出る １７．３ １５．６ １６．0 32．0
教師以外の人を講師に招く ５５．１ ３8．２ 60．0 ３２．0
パソコンを利用する １0．６ ９．５ 24．0 ４．0
買い物などの実体験をさせる １７．９ １５．１ １６．0 44．0
その他 0．６ 2．0 0．0 0．0
無回答 0．8 0．５ 0．0 0．0

� （学校の種類別）
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　　（ウ）中学校
　　　　◯ア �　消費者教育を取り扱うことの難しさとして、授業時間や教員の研修のための時間に

ゆとりがないといった意見が多く、教員が効率的に授業が実施できるような効果的な
授業モデルの提案が必要と考えられます。（ｐ59　図表52、ｐ60　図表54、図表55を
参照）　

　　　　◯イ �　消費者教育に関する情報や教材の入手方法として、消費者庁や国民生活センターな
どの行政関係機関から入手するという回答が多いことや、生徒の具体的な消費者トラ
ブルの事例の把握も比較的多いことから、消費生活センターをはじめとした行政との
連携が必要と考えられます。

66.7%

29.2%

26.8%

20.3%

10.5%

10.3%

9.1%

4.5%

0.9%

6.9%

1.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

教科書・資料集

広島市の教材、副読本等

消費者庁の刊行物、雑誌、パンフレット、
ホームページ等
国民生活センターの雑誌、
パンフレット、ホームページ等

消費生活に関する一般の出版物

自ら作成する

企業・業界団体のパンフレット、チラシ等

消費者教育ポータルサイト

他都市の教材、副読本等

その他

無回答

≪その他≫
・新聞
・マスコミ、インターネット情報
・インターネットから資料作成
・文科省ホームページ
・入手していない

図表57　［教員アンケート］ 「消費者教育」に関する情報や教材の入手方法について

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
全体 ６３0 １９９ ２５ ２５
消費者庁の刊行物、雑誌、パンフレット、
ホームページ等 ２２．１ 38．7 64．0 １２．0

国民生活センターの雑誌、パンフレット、
ホームページ等 １２．１ 40．2 64．0 ２４．0

企業・業界団体のパンフレット、チラシ等 ７．0 １３．１ 28．0 １２．0
消費生活に関する一般の出版物 8．３ １４．１ 28．0 20．0
広島市の教材、副読本等 ２７．９ ３２．２ 48．0 １６．0
他都市の教材、副読本等 0．２ ２．0 12．0 0．0
消費者教育ポータルサイト ３．8 ５．５ 12．0 ４．0
教科書・資料集 ６２．９ 82．4 88．0 １６．0
自ら作成する ５．７ 20．1 28．0 32．0
その他 ６．8 ６．５ ４．0 16．0
無回答 １．６ 0．0 0．0 0．0

� （学校の種類別）

69.3%

9.9%

4.5%

3.2%

12.7%

0.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

一般的な事例として聞いたことがある

自ら関わった児童生徒の
話として事例を聞いたことがある

相談されたことがある

トラブルの解決に関わった

全く聞いたことがない

無回答

図表58　［教員アンケート］児童・生徒が消費者トラブルに遭遇した事例を見聞きしたことについて

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
全体 ６３0 １９９ ２５ ２５
トラブルの解決に関わった ３．２ ３．５ 4．0 0．0
相談されたことがある ３．8 ６．0 12．0 ４．0
自ら関わった児童生徒の話として事例を
聞いたことがある ７．５ 18．1 ４．0 １２．0

一般的な事例として聞いたことがある ７0．２ ６４．8 80．0 ７２．0
全く聞いたことがない 14．9 ７．５ 0．0 １２．0
無回答 0．５ 0．0 0．0 0．0

� （学校の種類別）

　　　　◯ウ �　生徒に消費者教育の授業に興味を持たせるための工夫としては、映像の使用、ゲー
ム形式、グループでの意見交換の方法、生徒会活動など生徒主体の活動の機会の活用
が効果的であるとの回答が多く、それらの要素を取り入れることが必要であると考え
られます。（ｐ58　図表48、ｐ60　図表56を参照）

　　（エ）高等学校
　　　　◯ア �　消費者教育を取り扱うことの難しさとして、授業時間や教員の研修のための時間に

ゆとりがないといった意見が多く、教員が効率的に授業が実施できるような効果的な
授業モデルの提案が必要と考えられます。（ｐ59　図表52、ｐ60　図表54、図表55を
参照）

　　　　◯イ �　消費者教育に関する情報や教材の入手方法として、消費者庁や国民生活センターな
どの行政関係機関から入手するという回答が多いことや、生徒の具体的な消費者トラ
ブルの事例の把握も比較的多いことから、消費生活センターをはじめとした行政との
連携が必要と考えられます。（ｐ61　図表57、図表58を参照）

　　　　◯ウ �　生徒に消費者教育の授業に興味を持たせるための工夫としては、映像の使用、グルー
プでの意見交換の方法、生徒会活動など生徒主体の活動や文化行事の機会の活用が効
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果的であるとの回答が多く、それらの要素を取り入れることが必要であると考えられ
ます。（ｐ58　図表48、ｐ60　図表56を参照）

　　（オ）特別支援学校
　　　　◯ア �　消費者教育がどのようなものかわからない、研究方法がわからない、どのような取

組をすればよいかわからない、といった、とまどいの意見も多いことや、児童・生徒
の個性に合わせて、具体的な実体験で授業を行うことや、教材を自ら作成するなど
の取組がなされていることから、個別の対応について消費生活センター等行政の協
力が必要であると考えられます。（ｐ58　図表48、ｐ60　図表54、図表55、図表56、 
ｐ61　図表57を参照）

　　　　　　
（ ２ ）様々な場・ライフステージにおける消費者教育の取組
　　ア　学校

小・中・高等学校、特別支援学校については、学習指導要領が改訂され、その改訂内容
を反映した対応をしていくことが必要です。

小・中・高等学校、特別支援学校における消費者教育についての課題は、教員アンケー
トでも見られるように、

　　　　・教員の消費者教育に対するとまどい
　　　　・�消費生活の変化が速く、教育を担当する学校教員にとって、指導への負担が大きく、

適切な教材に関する情報提供も十分ではない
　　　　・消費者教育に割ける授業時間が十分に取れない

というものです。
これらへの対策としては、

　　　　・教員の指導力の向上のための研修の機会の提供
　　　　・消費生活についての情報提供
　　　　・効率的・効果的な授業の実施のための研究

などについて教育委員会や学校と消費者行政の協力・連携が必要と考えられます。
消費生活センターでは、教員ＯＢの職員を配置し、消費者教育コーディネーターとして、

教育委員会や学校と消費生活センターの橋渡し役となり、学校を訪問して学校現場からの
情報収集や消費生活センターからの情報提供を行うとともに、教育委員会の教育施策と消
費者行政施策の連携を図り、消費者教育の推進を図ります。

大学・専門学校等については、成年年齢が18歳に引き下げられた場合、学生は成人で構
成されることになり、消費者トラブルに巻き込まれる可能性が従前にも増して高まる状況
が生じることになります。

こうした動きを考慮すると、大学・専門学校における学生支援の取組と消費生活センター
の連携の枠組みの構築が喫緊の課題です。

　　（ア）小学校
教員アンケートによると、小学校教員では、消費者教育に対するとまどいの意見が多

く見受けられましたが、学習指導要領に沿った授業を行う中で、確実に消費者教育は行
われていると考えられます。とまどいの要因としては、教員自身が消費者教育を実施で
きていることについて十分に認識ができていないことが考えられます。
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このため、消費者教育コーディネーターが、家庭科、社会科、道徳などの授業での指
導の中に含まれている消費者教育の性質や意義、それぞれの授業の関連、中学、高等学
校の学びとの関わりについてとりまとめ、教員の指導の参考にしてもらい、総合的観点
から消費者教育の位置付けを認識するために役立ててもらうことができます。

そのほか、消費者行政が教科研究会などの場で、教員の参考となる授業モデルの研究・
開発・普及について参考となる素材や情報提供を行うなどにより、広く学校に消費者教
育を推進していくことができます。

具体的には、小学校授業における消費者教育は、児童が自らの生活の中の問題として
実感し、興味を持ちやすい工夫が必要なことから、学習教材や情報通信技術を活用した
ゲームや映像などの授業ツールの提供や、修学旅行、遠足など学校行事の機会に合わせ
た消費者教育に役立つ指導事例の提案などにより、教育現場を支援していくことが考え
られます。

また、教員アンケートでは、家庭における消費者教育の重要性についての意見も多く、
児童と保護者が消費生活についていっしょに学べるようなチラシやリーフレットの作成
や、それらを活用した参観授業やＰＴＣ活動、保護者会などでの情報通信技術に関連し
た子どもの消費者トラブルなどについての情報提供などを行って注意喚起をしていくこ
とが有意義であると考えられます。

　　（イ）中学校
中学生になると、自らの消費行動の範囲が広がることや、ＰＣやスマートフォンの所

有などにより、店頭以外での商品購入の機会も増加することから、より具体的で実践的
な学びが重要になります。

中学校では、授業の指導内容が消費者教育について、より具体的になることから、授
業内容を充実させていくことが最適であると考えられます。

しかしながら、中学校では学習教科も増え、指導内容も複雑になることから、教員が
消費者教育について掘り下げて学ばせていくことが困難な状況が伺えます。

このため、中学校で学ぶべき消費者教育に関する教材や教員用に参考となる指導資料
を提供するほか、それを活用した授業モデルなどを教科研究会などの場で情報提供する
ことにより、教員の負担軽減を図っていくことが考えられます。

なお、その際には、実際に消費生活センターに寄せられた相談実例や、最新の社会経
済情勢、環境問題、国際問題、法教育などの様々な視点を加え、中学校で学ぶべき消費
者教育の指導内容について教科の垣根を越えて活用できるようにすることが必要です。

また、情報通信技術によるオンラインゲームやアダルトサイトなどのトラブルが多く
なる年頃でもあり、学校の防犯教室などで消費者トラブルについても学ぶ機会を作って
いくことが必要です。

さらに、アンケート調査の回答にもあるように、生徒主体の活動の機会の活用が効果
的であるとの回答が多く、生徒会活動による地域高齢者等の見守りや呼びかけ等の地域
活動の実施、生徒会費の執行における商品購入の検討、放送部や新聞部での消費生活セ
ンターの取材、消費者問題をテーマとした演劇活動など、生徒会活動やクラブ活動に消
費者教育の視点を加えてもらうことを学校に提案し、生徒の主体的な消費者教育の方策
を検討していきます。
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　　（ウ）高等学校
広島市内の高等学校は、市立の学校は ９ 校であり、県立や私立の学校が多く、広く生

徒に消費者教育を実施していくためには、広島県、広島県教育委員会等との連携が必須
です。

現在、広島県では、高等学校の消費者教育については、学校を対象にしたＷＥＢ教材
を活用した授業案の紹介をホームページで行うほか、出前講座や寸劇の派遣紹介、若者
向けの消費者被害防止サイトを立ち上げるなどの事業を実施しています。

広島市としてもこれらの広島県が主体となった事業の普及に協力・連携していくとと
もに、このたびの教員アンケートの結果を共有して、生徒会活動や文化活動において、
生徒が主体となって自主的に取り組めるような提案を学校に行っていくことが考えられ
ます。

また、国においては、成年年齢の引下げの動きも重視しながら、平成29年 ３ 月に高校
生を対象とした生徒用教材「社会への扉」を教師用解説書とともに作成し、平成29年度
には、徳島県内の全高等学校でモデル活用する取組が行われています。

広島市立高等学校においても、「社会への扉」の実践活用を推進し、消費者庁の意見
収集に積極的に協力し、教員や生徒の反応や意見を踏まえた教材の検証などの取組に参
画するとともに、この取組の実施状況も見ながら、高等学校での消費者教育の在り方を
研究していくことが可能です。

さらに、この教材を使った授業モデルについて教科研究会などの場で、徳島県での実
践事例など、授業に役立つ具体的かつ即効性のある情報提供を行うことで、教員の負担
軽減にもつなげていくことができます。

加えて、中学校と同様にアンケート調査の回答にもあるように、生徒主体の活動の機
会の活用が効果的であるとの回答が多く、生徒会活動や文化行事など生徒主体の活動の
機会を捉えて国際協力や労働、環境問題などの社会的視点を踏まえて消費者としての責
務を学んでもらえるような提案を学校に行っていくことが考えられます。

加えて、高校生では、スマートフォンの保有率も高くなり、ダイエット商品の購入や、
コンサートチケットの購入等インターネットによる通信販売など情報通信技術を日常生
活の中で積極的に使用したトラブルが発生しており、県警や通信事業者と連携した安全
教室などの開催を呼びかけていくことも必要です。

　　（エ）特別支援学校
新たな学習指導要領における消費者教育に関する主な内容は、幼稚園、小・中・高等

学校に準じながら、障害の重度・重複化、多様化に対応し、卒業後の自立と社会参加が
基本的な考え方となっており、消費者教育においては、身近な生活に関する制度（社会
科）や消費生活と環境（職業科・家庭科）に重点が置かれています。

障害を持つ児童・生徒にあっては、個人差が大きいことを踏まえ、一人一人に応じた
指導を充実することが求められており、消費者教育についての消費者行政との連携につ
いては、特別支援学校と個別の具体的な連携を行うことが必要です。

　　（オ）大学・専門学校等
学生に対して効果的にアナウンスできる新入生ガイダンスの機会などを活用し、大学

における初年次教育における消費者啓発・教育の取組が必要です。
保護者の参加される場や機会において、消費者被害の実情などの実例を交えて説明が
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行えれば、学生の消費者トラブルへの対応が早期に発見でき、有意義なものになると考
えられます。

また、大学や専門学校などの協力も得ながら、学校からの連絡とともに、学生へのメー
ルやＳＮＳなどの情報通信技術を活用した情報発信や注意喚起が効果的といえます。

若者が情報技術を使った発信に慣れ親しんでいること等も踏まえれば、一部の学生へ
の啓発であっても、友人・知人に幅広く伝わりやすくなるといった効果も期待できます。

さらに、消費生活センターと大学・専門学校の学生相談室等との間で定期的な連絡会
議を行うほか、綿密な連絡等により、学生等の被害事例に関する最新の情報を交換でき
るよう学校に働きかけを行っていきます。

【重点目標】
　★小・中・高等学校・特別支援学校における消費者教育の推進
　　　消費者教育コーディネーターによる消費者行政と教育現場の連携
　　　教員を対象とした消費者教育の研修の実施
　　　消費者教育のための教材の提供
　　　授業モデルの検討・試行
　　　授業モデルの普及・促進
　　　　＊�成年年齢の引下げの動き、消費者庁の学校消費者教育への対応の状況を勘案し、

高等学校⇒中学校⇒小学校の順に １～ ２年遅れで、学校への教材提供、授業モ
デルの情報提供等を実施する。

　　　　　なお、高等学校については、広島県と協力・連携しながら消費者教育の実施
　　　　　特別支援学校においては、個別に教材作成等への協力を行う。
　　　生徒会やクラブ活動など生徒主体の活動での消費者教育の取込の働きかけ
　　　情報通信技術に関連した消費者トラブルの防止のための啓発
　★大学・専門学校における消費者教育の推進
　　　大学・専門学校との情報共有の機会の創出などによる連携の強化
　★「地域づくり」・「人づくり」を行うための組織体制の強化

≪達成目標≫
　◆学校における消費者教育のための教材の提供、授業モデルの提案を行う
　◆�消費者教育コーディネーターの学校訪問等により全市立学校における消費者教育を推
進する

（実施事業）
　◯新�消費者教育コーディネーターの学校訪問（市民局消費生活センター）
　◯新小・中・高等学校用消費者教育教材の提供（市民局消費生活センター）
　◯新小・中・高等学校消費者教育授業モデルの開発（市民局消費生活センター）
　◯新高等学校消費者教育の広島県との連携・協力（市民局消費生活センター）
　◯新学校での防犯教室、安全教室での消費者トラブルの注意喚起（市民局消費生活センター）

65

Ⅳ　
計
画
の
内
容

３　
消
費
者
力
の
向
上
（
消
費
者
教
育
推
進
計
画
）



　◯新若年消費者学習会
　　（高等学校卒業前、大学・専門学校入学時ガイダンス等における消費者教育の実施）
　　（市民局消費生活センター）
　◯新大学・専門学校の学生支援室等との定期的な情報交換（市民局消費生活センター）
　◯新�消費者安全確保地域協議会の設置・運営や見守り主体となる人材育成、学校における消
費者教育推進のための組織体制の強化（市民局消費生活センター）

　●教員を対象とした消費者教育研修の実施（市民局消費生活センター）
　●�電子メディア協議会による出前講座の実施（市民局消費生活センター・教育委員会育成課）

　　　　
　　イ　地域
　　（ア）出前講座

地域における消費者教育の中核を担っているのは、町内会・自治会などの地域団体や
老人クラブなどの各種団体からの申込みにより、消費生活相談員などの講師を派遣する
出前講座です。

この出前講座では、団体の要望に応え、その時々の社会的なテーマを踏まえた消費者
問題について、その実態、被害の未然防止方法や事後対策などの基礎的知識の普及啓発
のための講義を行っています。

依頼者となる団体の会合等の都合に合わせた日時、場所に講師を派遣できることや、
日々の生活に直結する課題であることから、その需要は高まっています。

今後とも、出前講座について十分に広報し、地域における消費者の自主的な学習ニー
ズに応え、消費者の自立や被害の未然防止のための学習の機会を拡大していきます。

特に、高齢者については悪質事業者がターゲットにしている場合が多く注意が必要で
あることから、老人クラブ等への講師派遣を重点的に行っていきます。

消費生活出前講座延参加者数（人）

年　度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

延参加者数 4, 075 4, 112 4, 095 3, 384

　　（イ）消費者大学
消費者を取り巻く環境は、日々多様化、複雑化しており、こうした状況を社会経済情

勢として客観的に把握し、自らの消費者被害の防止だけでなく、これからの消費者活動
を担える人材育成を目的として消費者大学を開校しています。

行政、法律、経済、金融、環境、食品などの学識経験者や専門家を講師に、約 ２ か月
間で、 ８ 回程度の講座を通じた学習です。

講座受講生の中には、公益社団法人広島消費者協会の会員となって、地域での消費者
活動のリーダー的役割を担っている者もおり、行動する消費者の育成に繋がっています。

今後とも、時々に応じた最新の情報を取扱いながら、先駆的な役割を担う消費者の育
成に努めていきます。
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消費者大学受講生延参加者数（人）

年　度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

延参加者数 208 207 207 268

　　（ウ）遊びを通じた消費者学習事業
消費生活の基本は、小児期からの生活や遊びの中で学ぶことが多くあります。成長途

上にある子どもたちは、好奇心が旺盛であり、日常生活での経験を重ねながら知恵を身
に付けていきます。このため、子どもたちが興味を持って行動する遊びの中で、消費者
として学べるような工夫が必要です。

このため、子どもたちが参加するイベントの中で、買い物、契約及びルールといった
消費者としての自覚や責任、義務を学んでいけるよう、消費生活センターも子ども向け
イベントに出展し、子どもたちを対象とした新たな消費者教育事業を実施します。

また、長期的に学校生活から離れる夏休み期間中に、消費生活センターが家庭生活に
密着した実践的な学習の機会を設け、消費者教育を子どもたちに直接行っていく事業を
実施します。

　　（エ）地域連携による見守り力の向上
消費者被害の未然防止・拡大防止のためには、「自己防衛」のための「見守り力」を

地域住民が連携して向上させていくことが必要です。
消費者のリーダーとしての「広島市消費生活サポーター」や、地域団体や事業者とし

ての活動を生かして消費者と連携する「消費生活協力団体」には、常に学習していただ
くために、行政から最新の情報を提供することが必要であり、情報紙の提供や定期的な
講座の開催を行っていきます。

また、「消費者安全確保地域協議会」を設置し、この協議会で、消費者、関係団体な
どを代表する構成委員から意見を聞きながら地域連携による見守りマニュアルを作成
し、消費者が遭遇しがちな消費者トラブルの特徴や、消費者被害のシグナル、それに気
付くためのヒントや適切な行動など、暮らしの中で地域による互助、共助の体制が整え
られるような手引きとし、地域連携による見守り力の向上を目指します。

　　（オ）電子メディア教育
通信技術の発達と通信機器・サービスの急速な普及により、PCやタブレット、スマー

トフォンなどの情報通信機器は、今や生活に欠かせない生活手段となっており、その利
用者の年齢層は低年齢化しています。これに伴い、消費生活相談の全体に占める情報通
信に関する相談が全ての年齢層で増加傾向にあり、各年代の状況に応じて、利用に係る
ルール等の教育やトラブルに係る注意喚起などを行うことが必要です。

広島市では、「青少年と電子メディアとの健全な関係づくりに関する条例」に基づき、
保護者や教育関係者を対象に、青少年が電子メディアを利用する場合の問題点や、適切
な利用方法、指導方法などの学習を通じて、啓発事業やネット上の子どもたちの見守り
活動を実施する、電子メディア・インストラクターを養成しています。この電子メディア・
インストラクターを中心に設立された広島市電子メディア協議会では、遊びながら学べ
る「情報モラルかるたづくり」や、携帯電話依存などのテーマごとに問題点を見つけ、
解決の方法を学ぶワークショップを行うなど、様々な事業を行っています。また、地域

67

Ⅳ　
計
画
の
内
容

３　
消
費
者
力
の
向
上
（
消
費
者
教
育
推
進
計
画
）



住民を対象として公民館において、スマートフォンの家庭でのルールづくりや、PC・
インターネットの利用の仕方などについて講習会を開催しています。今後は更に、同協
議会と連携・協力を図り、老人クラブ、各種地域団体を対象に出前講座の実施等、電子
メディアに係る消費者教育に取り組んでいきます。

【重点目標】
　★地域における消費者教育の推進
　　　消費生活出前講座による高齢者への消費者教育の推進
　　　子ども向け学習会等消費者教育事業の実施
　　　成年前の若年者に特化した学習会の実施
　★情報化の進展に対応した消費者教育の推進
　★消費者安全確保地域協議会の設置
　★消費者安全確保地域協議会における見守り体制の検討
　　　消費者安全確保地域協議会と地域団体との連携等についての検討
　　　地域見守り実践マニュアルの検討・作成
　　　マニュアルを活用した見守り活動の試行・検証・普及
　　　地域見守り活動の実践継続
　★地域の見守りの主体となる人材の育成
　★「地域づくり」・「人づくり」を行うための組織体制の強化
　★消費生活サポーターの育成
　★消費生活協力団体の育成
　　　消費生活協力団体への委嘱モデル事業
　　　各種団体の消費生活協力団体への委嘱の推進
　　　消費生活協力団体による見守り活動の実施

≪達成目標≫
　◆高齢者の出前講座への参加を増やす

　　（実施事業）
　◯新��高齢者サロンワーキング事業（市民局消費生活センター）
　◯新�夏休み学習会の実施（市民局消費生活センター）
　◯新�子ども向けイベントへの出展（市民局消費生活センター）
　◯新�若年消費者学習会（市民局消費生活センター）
　◯新�成人祭における消費者啓発（市民局消費生活センター）
　◯新�消費生活協力団体育成のための見守り講座（市民局消費生活センター）
　◯新�消費生活協力団体と消費生活センターの連携（市民局消費生活センター）

　　　◯新�消費者安全確保地域協議会の設置・運営や見守り主体となる人材育成、学校における消
費者教育推進のための組織体制の強化（市民局消費生活センター）
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　　　●消費生活出前講座（市民局消費生活センター）
　　　●消費者大学（市民局消費生活センター）
　　　●高齢者等の消費者被害防止対策講座（市民局消費生活センター）
　　　●電子メディア協議会による出前講座の実施（市民局消費生活センター・教育委員会育成課）

　　ウ　家庭
　　（ア）倫理的消費

環境問題を主とした社会問題の多くは、これまで法律で各種基準を設けるなど、基本
的に事業者にその対応を求めることを主として解決が試みられてきました。

しかしながら、今日の社会経済問題は、事業者側への規制・誘導だけでは不十分で、
消費者側の役割が増大しています。

店頭に並ぶ商品の多くは、大量の石油や電力が消費された地球資源が形を変えたもの
であり、そうした商品に囲まれた豊かな生活の結果として大量のゴミが排出され、今日
の大量生産、大量流通、大量消費、大量廃棄の循環は、生活が便利になればなるほど、
資源消費、環境負荷、雇用等の社会問題を増大させていきます。

消費者の一つ一つの消費・廃棄の行動が社会環境に大きく関わり、負担をかけている
のが今日の社会システムであり、消費行動の基になる消費者のライフスタイルや価値観
を変え、商品・サービスを選択していくことが、生産者への意見を反映させる社会シス
テムの変革の鍵になるともいえます。

消費者は大量生産された商品やサービスを大量消費システムの中で受動的に受けるだ
けの立場から脱却し、消費者の一人一人の主体的な判断と行動により積極的に社会に関
わり、現在だけの視点、自分だけの視点ではなく、常に視点を将来に渡る未来への視点、
地球環境全体での視点を持った行動、いわゆる倫理的消費（エシカル消費）行動をとる
ことが重要です。

具体的には、省エネルギーの取組、リサイクルの推進、食品ロスへの対応、被災地等
の復興、地域活性化等の社会問題への対応など、消費者ができる行動として、多様で広
範な選択が考えられます。

消費者が、社会や環境に対する負担や影響といった社会的費用や、世代内と世代間の
公正の確保、持続可能性を意識しつつ、社会や環境に配慮した生産工程・流通を経た商
品・サービスを積極的に選択する倫理的消費（エシカル消費）を家庭生活で行っていく
よう働きかけていきます。

　　【重点目標】
　　　★消費者市民社会の構築
　　　　　倫理的消費を実践する消費者を増やす
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　　≪達成目標≫
　　　◆市民アンケートで倫理的消費行動実施者を90％以上とする

　　（実施事業）
　　　●環境に配慮した消費行動と事業活動の啓発（環境局業務第一課・温暖化対策課）
　　　●広島市家庭用燃料電池（エネファーム）設置補助（環境局温暖化対策課）
　　　●広島市集合住宅共用部のＬＥＤ照明器具交換補助（環境局温暖化対策課）
　　　●食品ロス削減キャンペーン「スマイル！ひろしま」（環境局業務第一課）
　　　●わ食（和食・輪食・環食）の推進（健康福祉局保健医療課）
　　　●�市内で生産した新鮮、安心な“ひろしまそだち”産品の地産地消の推進（経済観光局農政課）

　　エ　職場
　　（ア）消費者志向経営

持続可能なより良い社会の実現に向けて、行政、消費者及び事業者がともに連携・協
働していくことが必要です。

中でも事業者は、消費者を重視した事業活動、すなわち消費者志向経営を行うことに
より健全な市場の実現につながるということから、消費者施策を推進する重要な主体で
す。

消費者志向経営とは、事業者が、
・�消費者全体の視点に立ち、消費者の権利の確保及び利益の向上を図ることを経営の中

心と位置付ける
・�健全な市場の担い手として、消費者の安全や取引の公正性の確保、消費者に必要な情

報等の提供を通じ、消費者の信頼を獲得する
・�持続可能で望ましい社会の構築に向けて、自らの社会的責任を自覚して事業活動を行

うこと
とされています（消費者庁「消費者志向経営の取組促進に関する検討会」報告書）。

第 ２ 次基本計画の策定に当たり、事業者を対象に「消費生活に関するアンケート」を
実施した中で、事業者は、消費者が商品・サービスを選択する際の意識や行動傾向を事
業展開する上で的確に意識していることがわかります。

しかし、事業者が社会的責任を果たし、高い意識を持っている法令遵守について、消
費者の事業者評価は高いとはいえません。

消費者志向経営の取組は、個別の事業者による取組が基本ですが、それを普及させる
ためには、消費者が事業者の経営方針に高い関心を持ち、より良い事業者を育成してい
く行動をとっていくことが大切です。

事業者には、まずは経営者トップに消費者志向経営の理念を持っていただいた上で、
従業員に対する消費者志向経営を徹底してもらう中で、経済社会における事業者の役割
や消費者に与える影響についての意識醸成を行っていくことが必要です。
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　　（イ）公益通報者保護制度の普及・啓発
事業者のリコール隠しや食品偽装、製品品質のデータ改ざん、無資格検査など消費者

の信頼を裏切る不祥事の多くが、事業者内部からの通報を契機として明らかになってい
ます。

このため、通報者の保護を図るとともに、事業者等の法令遵守を図り、消費生活の安
定、社会経済の健全な発展に資することを目的として、平成18年（2006年）４ 月に「公益
通報者保護法」が施行されています。

事業者内部を始め、様々な通報先における適切な通報受付・対応体制の整備・運用が
進むことは、組織の自浄作用の向上やコンプライアンス経営の推進にも寄与するなど、
その組織自身の利益や企業価値の向上にも寄与するとともに、消費者の安全・安心な社
会全体の利益を図る上でも重要です。

また、法令遵守を図り、消費者が安心して消費できる環境を整備することは、経済の
発展の基礎となるものです。

事業者を対象とした「消費生活に関するアンケート」を実施した中で、公益通報者保
護制度に関する意識を尋ねたところ、事業者の同制度の認知度は35. 7％、対策を行って
いる事業者は、16. 4％となっており、その意義が十分に理解され、機能しているとは必
ずしもいえない状況にあります。

消費生活センターでは、金融、保険、ガス、家電製品など各種業界団体が主催する研修
会や意見交換会などの機会を活用して事業者への消費者志向経営の推進や、公益通報者保
護制度についての啓発や情報提供を行うとともに、公益社団法人広島消費者協会が主催す
る事業者懇談会やコンファレンスなどの各種事業を通じて消費者志向を重視した事業者経
営を実施していただくよう要請していきます。

　　（ウ）優良事業者の育成
健全な市場の実現のためには、悪質な事業者に対する規制を行うだけではなく、優良

な事業者を育成することも重要です。事業者自らの消費者志向経営に対する意欲を喚起
し、レベルアップを図るよう取組を促進させることにより、消費生活環境の向上に寄与
することができます。加えて、事業者が消費者でもある従業員の仕事と家庭生活の両立
を支援することにより、職場環境の健全化が図られ、将来にわたり活力ある経済・社会
を維持することにつながります。そのための顕彰制度は、顕彰された事業者のモチベー
ションを向上させ、また、他の事業者への具体的なモデル提示となることから、事業者
全体の消費者からの信頼を得るための意欲を喚起させるのに効果的です。

広島市においても一定の要件を満たしたものに対する認定制度や優良な事業者に対す
る顕彰制度を実施しており、消費生活センターとしても顕彰にかかる審査に情報提供を
行いながら、消費生活向上のための優良事業者の育成に協力を行っていきます。
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　　【重点目標】
　　　★消費者市民社会の構築
　　　　　社会活動や地域活動を行う事業者を増やす

（実施事業）
　◯新��事業者向け講習会の開催等（市民局消費生活センター）
　◯新��事業者及び事業者団体による消費者教育の取組との協力（市民局消費生活センター）
　◯新��新入社員研修における消費者問題についての講習（市民局消費生活センター）
　◯新��公益通報に関する制度のホームページでの情報提供（企画総務局総務課）
　●�事業者への消費者の意見・要望、適正な事業活動等のための情報提供（市民局消費生活
センター）

　●各種業界との情報交換（市民局消費生活センター）
　●いい店ひろしま顕彰事業（経済観光局商業振興課）
　●広島市生活衛生事業功労表彰（健康福祉局食品保健課・食品指導課・環境衛生課）
　●広島市ごみ減量優良事業者表彰制度（環境局業務第一課）
　●広島市環境美化功労者表彰（環境局業務第一課）
　●ひろしまエコ事業所認定制度（環境局温暖化対策課）
　●広島市男女共同参画推進事業者表彰（市民局男女共同参画課）

（ 3 ）啓発活動
　　ア　消費者力向上キャンペーン

毎年 ５ 月の「消費者月間」（＊）中に、消費者に消費者力を養っていただくための啓発
事業を実施しています。

広島市では全国に先駆けて、「消費者月間」制定時から消費者への啓発事業を実施し、
消費者、事業者、行政が一体となって、食品、安全、環境、健康、公正取引、景品表示な
ど様々な消費者問題を扱っています。

今後とも ５ 月の「消費者月間」の周知を行うとともに、５ 月を中心として、消費者には、
自立と助け合いによる消費者市民社会の形成に参画し、事業者には、消費者志向経営や企
業の社会的責任を自覚してもらい、行政は消費者の視点に立って多様な主体の連携・協働
を推進し、安全・安心で豊かな社会の実現にそれぞれの役割を認識していくための啓発事
業を実施していきます。

＊消費者月間：�「消費者基本法」の前身である「消費者保護基本法」が昭和43年 ５ 月に施行されたことから、そ
の施行20周年を機に、昭和63年から毎年 ５ 月が「消費者月間」とされた。

　　（実施事業）
　　　●消費者力向上キャンペーン事業の実施（市民局消費生活センター）
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　　イ　情報紙の発行
消費生活センターへ寄せられた相談事例や、最新の消費生活情報を消費者へ発信する情

報紙「知っ得なっとく」を年 ３ 回発行しています。
消費生活センターのほか、区役所や出張所、公民館などの公共施設に設置するとともに、

学校や民生委員・児童委員等に送付し、広く消費者に読んでいただけるようにしています。
紙面はホームページにも掲載し、音声でも聞くことができるようにしています。

　　（実施事業）
　　　●消費生活情報紙の発行（市民局消費生活センター）

　　ウ　各種啓発活動
悪質商法等による消費者被害が深刻化する中で、消費生活に関する情報発信は、消費者

への注意喚起として重要です。
このため、消費生活センターにおいて、消費生活をめぐる様々なトラブルの事例や対応

方法、各種相談機関の紹介、催し物の案内、リコール情報などをチラシやポスター、パネ
ルの掲示・貸出、啓発図書等の貸出によって発信しています。

また、直接消費生活センターに来所できない方々へ、ホームページやＳＮＳによる消費
生活情報を発信しています。

さらに、広島市の広報紙や広報番組を活用し、消費生活センターの業務内容や消費生活
トラブルへの注意を呼びかけていきます。

　　（実施事業）
　　　●市広報紙・広報番組を活用した情報提供（市民局消費生活センター）
　　　●ホームページ等による消費生活に関する情報提供（市民局消費生活センター）
　　　●消費者啓発リーフレットの作成・配布（市民局消費生活センター）
　　　●訪問販売・訪問購入お断りステッカーの作成・配布（市民局消費生活センター）
　　　●消費生活パネルの展示・貸出及び啓発図書等の貸出（市民局消費生活センター）
　　　●ＰＩＯ－ＮＥＴを活用した情報収集及び活用（市民局消費生活センター）　　　　　　
　　　●ＳＮＳによる注意喚起（市民局消費生活センター）
   
　　【重点目標】
　　　★消費生活センターの認知度の向上
　　　★消費者被害の未然防止
　　　　　�消費者啓発の推進、地域見守りネットワークの構築を図り、消費者被害の未然防止

を図る

（ 4 ）消費者団体の育成・支援
消費者問題が多様化・複雑化し、消費者個人と事業者との間にある情報の質・量、交渉力

の格差が拡大していく中、消費者が個人ではなく団体として組織的に活動を行うことにより、
消費者の地位向上を図ることができます。
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広島市においては、昭和45年に「広島消費者協会」が設立され（平成 ２ 年社団法人化、平
成24年公益社団法人化）、消費者の生活と経済の安定向上のために、広島方式と呼ばれる消
費者・事業者・行政の三位一体の対話活動による合意形成を基にした消費者問題の解決を中
心として活動が進められています。

消費生活の主体である消費者自らの強みを生かし、社会の動きを敏感に把握し、適切に対
応しながら、消費者の自立と権利擁護を目指した、消費者への情報提供、消費者教育活動、
地域活動、調査研究などの活動に対し、広島市としても人的、財政的な支援を引き続き行っ
ていきます。

　　（実施事業）
　　　●公益社団法人広島消費者協会事業補助（市民局消費生活センター）
　　　●消費者の自主活動の場の提供（市民局消費生活センター）
　　　●消費者団体等と協力した啓発事業の実施（市民局消費生活センター）
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参  考  資  料





１ 　第 ２次広島市消費生活基本計画の策定経過

年度 開催日等 策定経過（審議内容等）

28 ７ 月29日 広島市消費生活審議会へ第 ２次広島市消費生活基本計画の策定について諮問

８ 月 ３ 日 平成28年度第 １回広島市消費生活審議会を開催
・第 ２ 次広島市消費生活基本計画の策定について

９ 月26日 平成28年度第 ２回広島市消費生活審議会を開催
・消費生活に関するアンケート調査について

10月 ７ 日 平成28年度第 １回広島市消費生活審議会消費者教育部会を開催
・消費者教育に関するアンケート調査について

11月21日
～ ２ 月10日 「消費者教育に関するアンケート調査」（教員向け）実施

１ 月12日
～ ２ 月10日 「消費生活に関するアンケート調査」（消費者・事業者向け）実施

３ 月24日 平成28年度第 ３回広島市消費生活審議会を開催
・アンケート調査の結果について

29 ７ 月18日 平成29年度第 １回広島市消費生活審議会を開催
・第 ２ 次広島市消費生活基本計画（体系等）について

10月31日 平成29年度第 ２回広島市消費生活審議会を開催
・第 ２ 次広島市消費生活基本計画の素案について

２ 月 １ 日
～ ２ 月17日 第 ２次広島市消費生活基本計画（素案）に対する市民意見の募集

３ 月 １ 日 平成29年度第 ３回広島市消費生活審議会を開催
・市民意見の募集結果について
・第 ２ 次広島市消費生活基本計画案について

３ 月 ８ 日 審議会から答申

参
考
資
料
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２ 　広島市消費生活審議会委員等名簿
　� 　（敬称略・50音順）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　� （平成28年 ７ 月～平成30年 ３ 月）
（ １ ）委員　

氏　名 所　属　等

阿須賀　芳恵 市民公募

石井　正朗 広島県商工会連合会専務理事

板根　富規　□ 広島弁護士会会員（弁護士）

上田　順子 生活協同組合ひろしま理事

植野　実智成 広島商工会議所事務局次長兼中小企業振興部長（平成29年 １ 月12日～）

髙上　俊威 市民公募（～平成29年 １ 月11日）

田中　　実 市民公募（平成29年 １ 月12日～）

田邊　　誠　◎ 広島大学大学院法務研究科教授（～平成29年 １ 月11日）

谷村　武士 広島商工会議所専務理事（～平成29年 １ 月11日）

徳田　洋子 広島消費者協会会長

鳥谷部　茂　◎※ 広島大学大学院社会科学研究科教授

西　　敦子 山口大学教育学部准教授

宮永　文雄 広島大学大学院社会科学研究科教授（平成29年 １ 月12日～）

◎：会長　　□：副会長
※平成29年 ３ 月24日から会長に就任

　　　

（ ２ ）専門委員※

氏　名 所　属　等

内海　みさ 広島市立落合東小学校教諭

久保田　まゆみ 広島市立広島中等教育学校校長

笹川　進吾 広島市電子メディア協議会副会長

縄本　淑子 広島市立安西中学校教諭

※専門委員は、平成28年10月 ６ 日から委嘱
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３ 　広島市消費生活審議会への諮問
広 市 消 第 21  号 
平成28年 ７ 月29日

　広島市消費生活審議会　　
　会長　田邊　誠　様

広島市長　松井　一實

第 ２ 次広島市消費生活基本計画の策定について（諮問）

　広島市消費生活条例（平成18年広島市条例第75号）第 ７ 条の ２ 第 ２ 項の規定に基づき、第 ２ 次
広島市消費生活基本計画の策定について、意見を求めます。

４ 　広島市消費生活審議会からの答申
平成30年 ３ 月 8 日

　広島市長  松井　一實　様

広島市消費生活審議会
会　長   鳥谷部　茂

広島市消費生活基本計画の策定について（答申）

　平成28年 ７ 月29日付け広市消第21号で諮問のありました標記のことについて、別添のとおり答
申します。
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５ 　広島市消費生活条例
平成18年10月10日
広島市条例第75号

目次
　第 １ 章　総則（第 １ 条～第 ７ 条の ２ ）
　第 ２ 章　消費者の権利の保護
　　第 １ 節　危害の防止（第 ８ 条～第 10  条）
　　第 ２ 節　表示等の適正化（第 11  条～第 15  条）
　　第 ３ 節　不当な取引行為の防止（第 16  条～第 19  条）
　　第 ４ 節　物価の安定（第 20  条～第 22  条）
　　第 ５ 節　公表等（第 23  条・第 24  条） 
　第 ３ 章　消費者の自立の支援等（第 25  条・第 26  条）
　第 ４ 章　消費者の意見の反映等（第 27  条・第 28  条）
　第 ５ 章　消費者の被害の救済（第 29  条～第 31  条）
　第 ６ 章　消費生活審議会及び消費生活紛争調停委員会

（第 32  条・第 33  条）
　第 ７ 章　雑則（第 34  条～第 37  条）
　附則

　　　第 １ 章　総則
　（目的）
第 １ 条　この条例は，消費者と事業者との間の情報の質及

び量並びに交渉力等の格差にかんがみ，消費者の利益の
擁護及び増進に関し，消費者の権利の尊重及びその自立
の支援その他の基本理念を定め，本市及び事業者の責務
並びに消費者等の役割を明らかにするとともに，消費者
の利益の擁護及び増進に関する本市の施策について必要
な事項を定めることにより，市民の消費生活の安定及び
向上を確保することを目的とする。

　（基本理念）
第 ２ 条　消費者の利益の擁護及び増進に関する施策（以下

「消費者施策」という。）の推進は，市民の消費生活に
おける基本的な需要が満たされ，その健全な生活環境が
確保される中で，消費者の安全が確保され，商品及び役
務について消費者の自主的かつ合理的な選択の機会が確
保され，消費者に対し必要な情報及び教育の機会が提供
され，消費者の意見が消費者施策に反映され，並びに消
費者に被害が生じた場合には適切かつ迅速に救済される
ことが消費者の権利であることを尊重するとともに，消
費者が自らの利益の擁護及び増進のため自主的かつ合理
的に行動することができるよう消費者の自立を支援する
ことを基本として行われなければならない。

２ 　消費者の自立の支援に当たっては，消費者の安全の確
保等に関して事業者による適正な事業活動の確保が図ら
れるとともに，消費者の年齢その他の特性に配慮されな
ければならない。

３ 　消費者施策の推進は，高度情報通信社会の進展に的確
に対応することに配慮して行われなければならない。

４ 　消費者施策の推進は，消費生活における国際化の進展
に的確に対応することに配慮して行われなければならな
い。

５ 　消費者施策の推進は，環境の保全に配慮して行われな
ければならない。

　（本市の責務）　　　
第 ３ 条　本市は，前条に定める基本理念にのっとり，市民

の消費生活の安定及び向上を確保するため，消費者施策
を総合的に策定するとともに，国，広島県その他関係団
体と密接な連携を保ちながらこれを実施する責務を有す
る。

２ 　本市のすべての組織の長は，前項の責務を全うするた
め，相互に密接に連携し，消費者施策の効果的な実施に
努めなければならない。

　（事業者の責務）
第 ４ 条　事業者は，第 ２ 条に定める基本理念にかんがみ，

その供給する商品及び役務について，次に掲げる責務を
有する。
⑴　消費者の安全及び消費者との取引における公正を確

保すること。
⑵　消費者に対し必要な情報を明確かつ平易に提供する

こと。

⑶　消費者との取引に際して，消費者の年齢，知識，経
験及び財産の状況等に配慮すること。

⑷　消費者との間に生じた苦情を適切かつ速やかに処理
するために必要な体制の整備等に努め，当該苦情を適
切に処理すること。

⑸　本市が実施する消費者施策に協力すること。
２ 　事業者は，その供給する商品及び役務に関し環境の保

全に配慮するとともに，当該商品及び役務について品質
等を向上させ，その事業活動に関し自らが遵守すべき基
準を作成すること等により消費者の信頼を確保するよう
努めなければならない。

　（事業者団体の役割）
第 ５ 条　事業者団体は，事業者の自主的な取組を尊重しつ

つ，事業者と消費者との間に生じた苦情を処理する体制
の整備，事業者自らがその事業活動に関し遵守すべき基
準の作成の支援その他の消費者の信頼を確保するための
自主的な活動に努めるものとする。

　（消費者の役割）
第 ６ 条　消費者は，自ら進んで，その消費生活に関して，

必要な知識を修得し，及び必要な情報を収集する等自主
的かつ合理的に行動するよう努めるものとする。

２ 　消費者は，消費生活に関し，環境の保全及び知的財産
権等の適正な保護に配慮するよう努めるものとする。

　（消費者団体の役割）
第 ７ 条　消費者団体は，消費生活に関する情報の収集及び

提供並びに意見の表明，消費者に対する啓発及び教育，
消費者の被害の防止及び救済のための活動その他の消費
者の消費生活の安定及び向上を図るための健全かつ自主
的な活動に努めるものとする。

　（基本計画）
第 ７ 条の ２ 　市長は，消費者施策の総合的かつ計画的な推

進を図るため，消費者施策の推進に関する基本的な計画
（以下「基本計画」という。）を定めるものとする。

２ 　市長は，基本計画を定めようとするときは，広島市消
費生活審議会の意見を聴くものとする。

３ 　市長は，基本計画を定めたときは，遅滞なく，これを
公表するものとする。

４ 　前 ２ 項の規定は，基本計画の変更について準用する。
　　　

　　　第 ２ 章　消費者の権利の保護
　　　　第 １ 節　危害の防止
　（欠陥商品等の供給の禁止等）
第 ８ 条　事業者は，その欠陥により消費者の生命，身体又

は財産に危害を及ぼすおそれがある商品又は役務（以下
「欠陥商品等」という。）を供給してはならない。

２ 　事業者は，その供給した商品又は役務が欠陥商品等で
あることが明らかになったときは，直ちに，市長にその
旨を報告するとともに，当該商品又は役務の供給の中止，
当該商品の回収，当該商品又は役務の公表その他危害の
発生又は拡大を防止するために必要な措置を講じなけれ
ばならない。

　（欠陥商品等に関する調査，勧告等）
第 ９ 条　市長は，商品又は役務が欠陥商品等に該当する疑

いがあると認めるときは，当該商品若しくは役務につい
て速やかに必要な調査を行い，又は事業者に対し当該商
品若しくは役務が欠陥商品等に該当しないことを立証す
るよう求めることができる。

２ 　市長は，前項の調査の結果，当該商品若しくは役務が
欠陥商品等に該当すると認めるとき，又は同項の規定に
よる立証の求めに事業者が応ぜず，若しくは応ずること
ができなかったときは，当該事業者に対し，前条第 ２ 項
に規定する措置を講ずべきことを指導し，又は勧告する
ものとする。

　（重大な危害の発生等の防止のための公表）
第 10  条　市長は，商品又は役務がその欠陥により消費者

の生命，身体又は財産に重大な危害を及ぼすおそれがあ
る場合において，当該危害の発生又は拡大を防止するた
めに緊急の必要があると認めるときは，次に掲げる事項
を公表するものとする。 
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⑴　当該商品又は役務の名称
⑵　当該商品又は役務を供給する事業者の氏名及び住所

（法人にあっては，その名称，代表者の氏名及び主た
る事務所の所在地）

⑶　その他市長が必要と認める事項

　　　　第 ２ 節　表示等の適正化
　（品質等の表示の適正化）
第 11  条　事業者は，その供給する商品又は役務について，

品質，価格（単位当たりの価格を示すことができるとき
にあっては，当該単位当たりの価格を含む。），事業者の
名称その他消費者が誤りなく選択するため必要な事項を
適正に表示するよう努めなければならない。

２ 　市長は，商品又は役務について，表示すべき事項，表
示の方法その他の表示に関し事業者が遵守すべき基準
（以下「表示基準」という。）を定めることができる。

３ 　市長は，表示基準を定め，又はこれを変更しようとす
るときは，広島市消費生活審議会の意見を聴くものとす
る。

４ 　市長は，表示基準を定め，又はこれを変更したときは，
これを告示するものとする。

５ 　事業者は，表示基準を遵守しなければならない。
６ 　市長は，事業者が表示基準に違反している疑いがある

と認めるときは，速やかに必要な調査を行うものとする。
７ 　市長は，前項の調査の結果，事業者が表示基準に違反

していると認めるときは，当該事業者に対し，当該表示
基準を遵守するよう指導し，又は勧告するものとする。

　（包装の適正化）
第 12  条　事業者は，その供給する商品について，消費者

に誤認を与え，又は内容物の保護若しくは品質の保全に
必要な限度を超える包装（容器を用いる包装を含む。以
下同じ。）を行わないようにしなければならない。

２ 　事業者は，商品の包装の選択に当たっては，包装に用
いた物が再使用され，再生利用され，又は適正に廃棄さ
れるよう配慮しなければならない。

３ 　市長は，包装に関し事業者が遵守すべき基準を定める
ことができる。

４ 　前条第 ３ 項から第 ７ 項までの規定は，前項に規定する
基準について準用する。

　（アフターサービスの適正化）
第 13  条　事業者は，その供給する商品について，消費者

への供給後の保証，修理，回収等のアフターサービスの
内容を明示するとともに，その誠実な履行に努めなけれ
ばならない。

２ 　市長は，アフターサービスに関し事業者が遵守すべき
基準を定めることができる。

３ 　第 11  条第 ３ 項から第 ７ 項までの規定は，前項に規定
する基準について準用する。

　（広告の適正化）
第 14  条　事業者は，その供給する商品又は役務に関する

広告について，虚偽の表現，誇大な表現，消費者が選択
を誤るおそれのある表現その他の不適正な表現を避けな
ければならない。

　（計量の適正化）
第 15  条　事業者は，商品又は役務の供給に当たっては，

消費者が不利益を被ることがないよう，適正な計量を行
わなければならない。

　　　
　　　　第 ３ 節　不当な取引行為の防止
　（不当な取引行為の禁止）
第 16  条　事業者は，その供給する商品又は役務の取引に

当たって，次の各号のいずれかに該当する行為で市長が
指定するもの（以下「不当な取引行為」という。）を行っ
てはならない。
⑴　消費者に対し商品の売買又は役務の提供に係る契約

（以下「商品売買契約等」という。）の締結を勧誘し
ようとして，消費者に迷惑を及ぼし，又は消費者を欺
いて消費者に接触する行為

⑵　消費者との商品売買契約等の締結又はその勧誘に際
して，口頭によると文書によるとを問わず，消費者が
当該商品売買契約等に関する事項を正確に認識するこ
とを妨げるおそれがある行為

⑶　消費者との商品売買契約等の締結又はその勧誘に際
して，契約を締結させようとして消費者に害を加え，
消費者を威迫し，又は困惑させる等消費者の自由な意
思形成を妨げるおそれがある行為

⑷　消費者の利益を不当に害することとなる内容の条項
を含む商品売買契約等を締結させる行為             

⑸　消費者との商品売買契約等に関し，消費者又はその
関係人を欺き，威迫し，又は困惑させる等により，商
品売買契約等（当該商品売買契約等の成立，存続又は
その内容について当事者間で争いのあるものを含む。）
に基づく債務の履行を請求し，又は当該債務を履行さ
せる行為

⑹　消費者との商品売買契約等に関し，法令の規定又は
契約に基づく債務の全部又は一部の履行を不当に拒否
し，又は遅滞させる行為

⑺　消費者との商品売買契約等に関し，法律上認められ
た消費者の権利の行使を妨げるおそれがある行為

⑻　商品を販売し，又は役務を提供する事業者（その取
次店等実質的な販売行為又は提供行為を行う者を含
む。）からの商品の購入又は役務の提供を受けること
を条件又は原因として信用の供与をする契約又は保証
を受託する契約（以下「与信契約等」という。）に関
する行為であって，次のいずれかに該当するもの
ア　消費者の利益を不当に害することを知り，又は知

ることができたにもかかわらず，与信契約等の締結
を勧誘し，又はその締結をさせる行為

イ　消費者の利益を不当に害する方法で与信契約等に
基づく債務の履行を迫り，又はその履行をさせる行
為

２ 　市長は，不当な取引行為を指定し，又はこれを変更し
ようとするときは，広島市消費生活審議会の意見を聴く
ものとする。

３ 　市長は，不当な取引行為を指定し，又はこれを変更し
たときは，これを告示するものとする。

　（不当な取引行為に関する調査，勧告等）
第 17  条　市長は，事業者が不当な取引行為を行っている

疑いがあると認めるときは，速やかに必要な調査を行う
ものとする。

２ 　市長は，前項の調査の結果，事業者が不当な取引行為
を行っていると認めるときは，当該事業者に対し，当該
不当な取引行為を行わないよう指導し，又は勧告するも
のとする。

　（不当な取引行為の未然防止）
第 18  条　市長は，事業者が不当な取引行為を行うおそれ

があると認めるときは，消費者に不利益が生ずることを
未然に防止するため，必要な調査又は指導を行うことが
できる。

　（相当多数の消費者の不利益の発生等の防止のための公表）
第 19  条　市長は，事業者の不当な取引行為により相当多

数の消費者に不利益が生ずるおそれが高いと認める場合
において，当該不利益の発生又は拡大を防止するために
緊急の必要があると認めるときは，次に掲げる事項を公
表するものとする。
⑴　当該不当な取引行為の内容
⑵　当該不当な取引行為を行っている，又は行うおそれ

のある事業者の氏名及び住所（法人にあっては，その
名称，代表者の氏名及び主たる事務所の所在地）

⑶　その他市長が必要と認める事項

　　　第 ４ 節　物価の安定
　（価格等の調査）
第 20  条　市長は，市民の日常生活との関連が深い物資（以

下「生活関連物資」という。）について，必要に応じ，
その価格の動向，需給状況及び流通の実態に関する調査
を行うものとする。

２ 　事業者は，前項の調査に協力するものとする。
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　（特定生活関連物資の指定及び調査）
第 21  条　市長は，生活関連物資の供給が著しく不足し，

若しくは価格が著しく上昇し，又はそのおそれがある場
合において，市民の生活に重大な影響が及ぶと認めると
きは，当該生活関連物資を特別の調査を要する物資とし
て指定するものとする。

２ 　市長は，前項の規定により生活関連物資を指定したと
きは，同項の規定により指定された物資（以下「特定生
活関連物資」という。）について，速やかに，供給の不
足の原因，価格の上昇の原因その他必要な事項に関する
調査を行うものとする。

３ 　市長は，第 １ 項に規定する事態が消滅したと認めると
きは，同項の規定による指定を解除するものとする。

４ 　市長は，第 １ 項の規定により特定生活関連物資を指定
し，又は前項の規定により当該指定を解除したときは，
これを告示するものとする。

　（特定生活関連物資に関する勧告等）
第 22  条　市長は，事業者が特定生活関連物資の円滑な流

通を妨げ，又は特定生活関連物資を適正な利得を著しく
超える価格で販売していると認めるときは，当該事業者
に対し，これらの事業活動を是正するよう指導し，又は
勧告するものとする。

　　　　第 ５ 節　公表等
　（立入調査等）
第 23  条　市長は，第 ９ 条第 １ 項，第 11  条第 ６ 項（第

12  条第 ４ 項及び第 13  条第 ３ 項において準用する場合
を含む。），第 17  条第 １ 項，第 18  条及び第 21  条第 ２
項の調査を行うために必要な限度において，事業者に対
し報告若しくは関係資料の提出を求め，又は本市の職員
をして，事業者の事務所，事業所その他の事業を行う場
所に立ち入り，帳簿，書類その他の物件を調査させ，若
しくは関係人に質問をさせることができる。

２ 　前項の規定により立入調査又は質問をする職員は，そ
の権限を与えられた者であることを示す証明書を携帯
し，関係人に提示しなければならない。

３ 　第 １ 項の規定による立入調査の権限は，犯罪捜査のた
めに認められたものと解釈してはならない。

　（公表等）
第 24  条　市長は，事業者が次の各号のいずれかに該当す

るときは，その旨並びに当該事業者の氏名及び住所（法
人にあっては，その名称，代表者の氏名及び主たる事務
所の所在地）を公表することができる。
⑴　第 ９ 条第 １ 項の規定による求めに対して虚偽の説明

をしたとき。
⑵　第 ９ 条第 ２ 項，第 11  条第 ７ 項（第 12  条第 ４ 項及

び第 13  条第 ３ 項において準用する場合を含む。），第
17  条第 ２ 項又は第 22  条の規定による勧告に従わな
いとき。

⑶　前条第 １ 項の規定による報告をせず，若しくは虚偽
の報告をし，若しくは同項の規定による関係資料の提
出をせず，若しくは虚偽の関係資料の提出をし，又は
同項の規定による立入調査を拒み，若しくは同項の規
定による質問に対して答弁を拒み，若しくは虚偽の答
弁をしたとき。

２ 　市長は，前項の規定により公表しようとするときは，
あらかじめ，公表の対象となる者にその理由を通知し，
規則で定めるところにより，意見を述べる機会を与えな
ければならない。

　　　第 ３ 章　消費者の自立の支援等
　（啓発活動及び教育の推進）
第 25  条　本市は，消費者の自立を支援するため，消費生

活に関する知識の普及及び情報の提供等消費者に対する
啓発活動を推進するとともに，消費生活に関する教育を
充実する等必要な施策を講ずるものとする。

　（消費者団体の自主的な活動の促進）
第 26  条　本市は，市民の消費生活の安定及び向上を図る

ため，消費者団体の健全かつ自主的な活動が促進される
よう必要な施策を講ずるものとする。

　　　第 ４ 章　消費者の意見の反映等
　（消費者の意見の反映） 
第 27  条　市長は，消費生活に関する消費者の意見を本市

の消費者施策に適切に反映させるよう努めるものとする。
　（市長への申出）
第 28  条　市民は，この条例の規定に違反する事業活動が

行われたため，又はこの条例に基づく措置が講じられて
いないため，消費者の権利が侵され，又は侵されている
と信ずるに足りる相当な理由があるときは，市長に対し
その旨を申し出て，適切な措置を講ずることを求めるこ
とができる。

２ 　市長は，前項の規定による申出があった場合において，
その申出に理由があると認めるときは，この条例に基づ
く措置を講ずるものとする。ただし，他の法令の定める
ところによる措置が講じられるときは，この限りでない。

３ 　市長は，市民の消費生活の安定と向上を確保するため
必要があると認めるときは，第 １ 項の規定による申出の
内容並びにその処理の経過及び結果を市民に明らかにす
ることができる。

　　　第 ５ 章　消費者の被害の救済
　（苦情の処理）
第 29  条　市長は，消費者から，商品若しくは役務又は事

業者の取引行為に関し苦情の申出があったときは，当該
苦情が適切かつ速やかに解決されるよう，当該消費者に
対し，必要な助言を行うとともに，必要に応じ，あっせ
んその他の措置を講ずるものとする。この場合において，
市長は，必要があると認めるときは，当該苦情に係る事
業者その他の関係人に対し，説明又は関係資料の提出を
求めることができる。

　（委員会の調停）
第 30  条　市長は，前条の規定によるあっせんその他の措

置によって解決することができなかった苦情について
は，これを広島市消費生活紛争調停委員会の調停に付す
ることができる。

２ 　広島市消費生活紛争調停委員会は，前項の規定により
付された苦情について，調停を行うものとする。この場
合において，広島市消費生活紛争調停委員会は，必要が
あると認めるときは，関係人の出席を求め，その意見を
聴くことができる。

　（訴訟費用の貸付け等）
第 31  条　市長は，商品若しくは役務又は事業者の取引行

為に関し，消費者が事業者を相手に訴訟を提起しようと
する場合又は消費者が事業者から訴訟を提起された場合
であって，次の各号（特に緊急を要すると認める場合そ
の他の市長が適当であると認める場合にあっては，第 ３
号を除く。）のいずれにも該当すると認めるときは，予
算の範囲内において，当該消費者に対し，当該訴訟に係
る費用（以下「訴訟費用」という。）の貸付けを行うこ
とができる。
⑴　同一又は同種の原因による被害が多数発生し，又は

発生するおそれがあること。
⑵　当該消費者が訴訟費用の貸付けを受けなければ当該

訴訟を提起し，若しくは維持し，又は応訴することが
困難であること。

⑶　当該訴訟に係る紛争が広島市消費生活紛争調停委員
会の調停に付されていること。

⑷　市長の付託を受けて審議した結果，広島市消費生活
紛争調停委員会が訴訟費用の貸付けを適当であると認
めたものであること。

⑸　当該消費者が本市の区域内に住所を有する者である
こと。

２ 　前項の規定により訴訟費用として貸し付ける資金（以
下「貸付金」という。）は，無利子とする。

３ 　市長は，貸付金を返還させることが適当でないと認め
るときは，当該貸付金の全部又は一部の返還を免除する
ことができる。

４ 　市長は，第 １ 項の規定により訴訟費用の貸付けを受け
た消費者が円滑に訴訟を提起し，若しくは維持し，又は応
訴するため必要があると認めるときは，当該消費者に対し，
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訴訟手続に関する助言その他必要な援助を行うことがで
きる。

５ 　前各項に定めるもののほか，訴訟費用の貸付け等に関
し必要な事項は，規則で定める。

　　　第 ６ 章　消費生活審議会及び消費生活紛争調停委員会
　（審議会）
第 32  条　第 ７ 条の ２ 第 ２ 項（同条第 ４ 項において準用す

る場合を含む。），第 11  条第 ３ 項（第 12  条第 ４ 項及び
第 13  条第 ３ 項において準用する場合を含む。）及び第
16  条第 ２ 項の規定によりその権限に属するものとされ
た事項について，市長の諮問に応じて調査し，又は審議
するため，広島市消費生活審議会（以下「審議会」とい
う。）を置く。

２ 　審議会は，前項に定めるもののほか，消費生活に関す
る重要な事項について，市長の諮問に応じて調査し，又
は審議することができる。

３ 　審議会は，委員 10  人以内で組織する。
４ 　審議会の委員は，次に掲げる者のうちから，市長が委

嘱し，又は任命する。  
⑴　学識経験を有する者
⑵　消費者を代表する者
⑶　事業者を代表する者
⑷　その他市長が必要と認める者

５ 　審議会の委員の任期は， ２ 年とし，補欠の委員の任期
は，前任者の残任期間とする。ただし，再任を妨げない。

６ 　特別の事項を調査し，又は審議させるため必要がある
ときは，審議会に専門委員を置くことができる。

７ 　審議会の専門委員は，当該特別の事項に関する調査又
は審議が終了したときは，解嘱されるものとする。

８ 　審議会の委員及び専門委員は，職務上知り得た秘密を
漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。

９ 　前各項に定めるもののほか，審議会の組織及び運営に
関し必要な事項は，規則で定める。

　（委員会）
第 33  条　市長の付託に応じ，第 30  条第 ２ 項の規定によ

り調停を行うとともに，第 31  条第 １ 項第 ４ 号の規定に
よりその権限に属するものとされた事項について審議す
るため，広島市消費生活紛争調停委員会（以下「委員会」
という。）を置く。

２ 　委員会は，委員 ５ 人以内で組織する。
３ 　委員会の委員は，学識経験を有する者のうちから市長

が委嘱する。
４ 　第 30  条第 １ 項の規定により調停を行わせるため必要

があるときは，委員会に専門委員を置くことができる。
５ 　委員会の専門委員は，当該調停が終了したときは，解

嘱されるものとする。
６ 　前条第 ５ 項，第 ８ 項及び第 ９ 項の規定は，委員会につ

いて準用する。

　　　第 ７ 章　雑則
　（関係行政機関への要請）
第 34  条　市長は，市民の消費生活の安定及び向上を確保

するため必要があると認めるときは，関係行政機関に対
し，適切な措置を講ずるよう要請するものとする。

　（他の法令に定めがある場合の取扱い）
第 35  条　市長は，この条例の規定に違反する事業活動に

関し，他の法令の定めるところによる措置が講じられる
ことにより，市民の消費生活の安定及び向上が図られる
と認めるときは，この条例に定める措置を講じないこと
ができる。

　（情報の提供）
第 36  条　市長は，この条例の他の規定に定めるもののほ

か，消費生活の安定及び向上を確保するため必要がある
と認めるときは，消費者からの相談又は苦情に係る商品
若しくは役務又は事業者の取引行為に関する情報，委員
会の調停の結果に係る情報，生活関連物資又は特定生活
関連物資の価格の動向等の調査の結果に係る情報等を消
費者に提供することができる。

２ 　市長は，消費者の利益の擁護及び増進を図るため必要
があると認めるときは，消費者からの相談又は苦情に係
る商品若しくは役務又は事業者の取引行為に関する情報
等を事業者に提供することができる。

　（委任規定）
第 37  条　この条例の施行に関し必要な事項は，市長が定

める。
　　　附　則
　この条例は，平成 19  年 ４ 月 １ 日から施行する。ただし，
第 16  条第 ２ 項及び第 32  条の規定は，公布の日から施行
する。
　　　附　則（平成 24  年 ３ 月 27  日条例第 15  号）
　この条例は，平成 24  年 ４ 月 １ 日から施行する。
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